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目次(仮)

第一号様式（第二条第一項）  

退職手当受給方法等申出書 

退

職

者

退 職 時 所 属 退 職 者 氏 名 退職年月日 
退 職 後 の 職 業 

就 職   年  月  日 

年  月 日 年  月  日 

退

職

手

当

受

給

方

法

□ 現金払

□ 隔地払
支払場所の □  銀行  支店 

金融機関名 □  郵便局 

□  
口 座
振替払

振 込 先 の 

金融機関名 

銀行   

金庫          支店 

組合     

（   ） 

預金

種別 

□ 普通預金

□ 当座預金

預 金 口 

座 番 号 

預金口

座名義

人氏名 

（フリガナ）

□ 小切手払

上記退職者に係る退職手当について、上記退職手当受給方法により支給されるよう申し出ます。 

千 葉 県 教 育 委 員 会   様 

年  月  日 

受
給
者
（
申
出
者
） 

住 所 

〒 

退 職 者 

と の 

続 柄 

□ 本人

□ 遺族（   ） 

氏

名
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＜「退職後の職業・就職年月日」（以下、「退職後の就職予定」という）の記載方法について＞ 

１ 退職後の就職予定は、退職手当支給の要否（※）を判断するために必要な情報です。必ず正正

確確にに記載してください。特に、下記の２の（２）にあたる場合は、就就職職予予定定先先ににもも就就職職予予定定のの

内内容容ををよよくく確確認認ししたた上上でで、正確な内容を記載してください。 

※ 退職日の翌日から引き続いて公務員等となる場合は、原則として勤続期間が通算されて、次の

就職先で退職手当を受け取ることになります。（勤続期間の通算規定がない一部自治体や、退職

手当の支給対象ではない再任用、非常勤（会計任）職員となる場合などを除く。）

２ 退職後の就職予定は、以下の（１）～（３）のいずれかを記載してください。（「未定」は使

用しないこと。） 

（１）退職日翌日に、就職、就労しないことが確定している場合（退職日翌日以降から求職活動

を始める場合を含む）。 

退職後の職業：無職 

就職年月日 ：記載不要 

（２）退職日翌日（以降）に国や県、他の市町村等の公共団体に就職予定の場合。 

退職後の職業：就職先の組織名と採用形態 

（例：○○県正規、□□県臨任、△△市非常勤（会計任）、再任用など） 

就職年月日 ：実際の就職予定年月日 

※ 定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員となる場合、退職後の職業は「再任

用」と記載する。

（３）退職日翌日（以降）に、（２）以外に就職・就労予定の場合。 

退職後の職業：就職先名（例：民間企業、独立行政法人、自営業、など） 

就職年月日 ：実際の就職予定年月日 

３ 退職後、引き続き就職する意向はあるが、応募予定、採用選考中などのため、申申出出書書記記載載時時

点点でで就就職職のの予予定定がが確確定定ししてていいなないい場場合合、、（２）及び（３）のとおり記載した上で、以下のとお

り記載してください。 

（１）実際の状況を、可可能能なな限限りり詳詳細細にに記載すること。 

（例：○○県正規採用選考中、△△県臨任採用継続希望中、民間企業採用選考中、など） 

（２）千葉県以外に就職予定の場合、欄外に採用選考等の結果が判明する予定年月日を記載する

こと。

（３）選考中の就職予定先が複数ある場合は、第一希望を欄内に記載し、欄外に他の就職予定先

も記載すること。

４ ３の選考等の結果が判明した場合、その他２で記載した退職後の就職予定に変更が生じた場

合は、判明した時期にかかわらず、速速ややかかにに所所属属のの退退職職手手当当事事務務担担当当者者にに連連絡絡しし、、申出書の修

正等を行ってください。 

【※以下は、所属の退職手当事務担当者向けの説明です。】 

１ 退職後の就職予定が正確に記載されているか、退職者本人とよく確認してください。 

２ 退職者から退職後の就職予定に変更が生じた旨の連絡があった場合、速速ややかかにに教教育育庁庁福福利利課課

（（市市町町村村立立学学校校のの場場合合はは管管轄轄のの教教育育事事務務所所））にに連連絡絡しし、申出書や公立学校職員退職手当算定報

告書等の修正・差し替えの指示に従ってください。 
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＜「退職後の職業・就職年月日」（以下、「退職後の就職予定」という）の記載方法について＞ 

１ 退職後の就職予定は、退職手当支給の要否（※）を判断するために必要な情報です。必ず正正

確確にに記載してください。特に、下記の２の（２）にあたる場合は、就就職職予予定定先先ににもも就就職職予予定定のの

内内容容ををよよくく確確認認ししたた上上でで、正確な内容を記載してください。 

※ 退職日の翌日から引き続いて公務員等となる場合は、原則として勤続期間が通算されて、次の

就職先で退職手当を受け取ることになります。（勤続期間の通算規定がない一部自治体や、退職

手当の支給対象ではない再任用、非常勤（会計任）職員となる場合などを除く。）

２ 退職後の就職予定は、以下の（１）～（３）のいずれかを記載してください。（「未定」は使

用しないこと。） 

（１）退職日翌日に、就職、就労しないことが確定している場合（退職日翌日以降から求職活動

を始める場合を含む）。 

退職後の職業：無職 

就職年月日 ：記載不要 

（２）退職日翌日（以降）に国や県、他の市町村等の公共団体に就職予定の場合。 

退職後の職業：就職先の組織名と採用形態 

（例：○○県正規、□□県臨任、△△市非常勤（会計任）、再任用など） 

就職年月日 ：実際の就職予定年月日 

※ 定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員となる場合、退職後の職業は「再任

用」と記載する。

（３）退職日翌日（以降）に、（２）以外に就職・就労予定の場合。 

退職後の職業：就職先名（例：民間企業、独立行政法人、自営業、など） 

就職年月日 ：実際の就職予定年月日 

３ 退職後、引き続き就職する意向はあるが、応募予定、採用選考中などのため、申申出出書書記記載載時時

点点でで就就職職のの予予定定がが確確定定ししてていいなないい場場合合、、（２）及び（３）のとおり記載した上で、以下のとお

り記載してください。 

（１）実際の状況を、可可能能なな限限りり詳詳細細にに記載すること。 

（例：○○県正規採用選考中、△△県臨任採用継続希望中、民間企業採用選考中、など） 

（２）千葉県以外に就職予定の場合、欄外に採用選考等の結果が判明する予定年月日を記載する

こと。

（３）選考中の就職予定先が複数ある場合は、第一希望を欄内に記載し、欄外に他の就職予定先

も記載すること。

４ ３の選考等の結果が判明した場合、その他２で記載した退職後の就職予定に変更が生じた場

合は、判明した時期にかかわらず、速速ややかかにに所所属属のの退退職職手手当当事事務務担担当当者者にに連連絡絡しし、、申出書の修

正等を行ってください。 

【※以下は、所属の退職手当事務担当者向けの説明です。】 

１ 退職後の就職予定が正確に記載されているか、退職者本人とよく確認してください。 

２ 退職者から退職後の就職予定に変更が生じた旨の連絡があった場合、速速ややかかにに教教育育庁庁福福利利課課

（（市市町町村村立立学学校校のの場場合合はは管管轄轄のの教教育育事事務務所所））にに連連絡絡しし、申出書や公立学校職員退職手当算定報

告書等の修正・差し替えの指示に従ってください。 

※ 年金証書番号は８ケタです。年金証書・支払通知書等でご確認してください。

○ お手元の年金証書等が平成14年度以前に発行されたものであるとき、年金証書番号が７ケタで

表示されています。この場合は、年金証書番号の頭に「０」をつけてください。

８ケタ表示の場合 ７ケタ表示の場合

（支部）（種別）（年金証書番号８ケタ） （支部）（種別）（年金証書番号７ケタ）

　０１ － ２３ － １２３４５６７８ 　０１ － ２３ － １２３４５６７

再交付自動受付メモ

①太枠部分をあらかじめご記入ください。

②専用電話にダイヤルしてください。 ☎０３－５２５９－８８５２

③音声ガイダンスにしたがって電話機のボタンを押してください。

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

おたずねする項目

年金証書番号
（８ケタ）

番号の確認  よい場合　→　１ 訂正する場合　→　９

 源泉徴収票　→　１

再交付する書類  扶養親族等申告書　→　３

 年金受給権者 受取機関変更届　→　５

書類の確認  よい場合　→　１ 訂正する場合　→　９

お　　答　　え
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※ 年金証書番号は８ケタです。年金証書・支払通知書等でご確認してください。

○ お手元の年金証書等が平成14年度以前に発行されたものであるとき、年金証書番号が７ケタで

   表示されています。この場合は、年金証書番号の頭に「０」をつけてください。

８ケタ表示の場合 ７ケタ表示の場合

（支部）（種別）（年金証書番号８ケタ） （支部）（種別）（年金証書番号７ケタ）

　０１ － ２３ － １２３４５６７８ 　０１ － ２３ － １２３４５６７

再交付自動受付メモ

①太枠部分をあらかじめご記入ください。

②専用電話にダイヤルしてください。 ☎０３－５２５９－８８５２

③音声ガイダンスにしたがって電話機のボタンを押してください。

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

おたずねする項目

年金証書番号
（８ケタ）

番号の確認  よい場合　→　１ 訂正する場合　→　９

 源泉徴収票　→　１

再交付する書類  扶養親族等申告書　→　３

 年金受給権者 受取機関変更届　→　５

書類の確認  よい場合　→　１ 訂正する場合　→　９

お　　答　　え
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※ 年金証書番号は８ケタです。年金証書・支払通知書等でご確認してください。

○ お手元の年金証書等が平成14年度以前に発行されたものであるとき、年金証書番号が７ケタで

   表示されています。この場合は、年金証書番号の頭に「０」をつけてください。

８ケタ表示の場合 ７ケタ表示の場合

（支部）（種別）（年金証書番号８ケタ） （支部）（種別）（年金証書番号７ケタ）

　０１ － ２３ － １２３４５６７８ 　０１ － ２３ － １２３４５６７

再交付自動受付メモ

①太枠部分をあらかじめご記入ください。

②専用電話にダイヤルしてください。 ☎０３－５２５９－８８５２

③音声ガイダンスにしたがって電話機のボタンを押してください。

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

おたずねする項目

年金証書番号
（８ケタ）

番号の確認  よい場合　→　１ 訂正する場合　→　９

 源泉徴収票　→　１

再交付する書類  扶養親族等申告書　→　３

 年金受給権者 受取機関変更届　→　５

書類の確認  よい場合　→　１ 訂正する場合　→　９

お　　答　　え
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基礎年金番号（10桁）で届出する場合は、左詰めでご記入ください。

（フリガナ）

これ以降は、受給権者の方がお亡くなりになっている場合にご記入ください。

（フリガナ）

㋗

－
公 立 学 校 共 済 組 合
年 金 証 書 記 号 番 号

①

㋒ 電話番号

年

明治　大正
昭和　平成

平成・令和 年分 平成・令和 年分

平成・令和 年分 平成・令和 年分

〒   　  ―

― ―

〒 ―

ア．確定申告または準確定申告のため
イ．所得証明のため
ウ．その他（具体的な使用目的をご記入ください。）

続柄

受付番号

個人番号
または

基礎年金番号

届書
コード

年金コード
再交付を希望する

年金コードを右側に
ご記入ください。

②
生年月日

該当する元号を○印で
囲んでください。

㋐ 受給権者氏名

㋑ 受給権者住所

月 日

㋓

再交付または交付を
申請する年区分
該当する元号を○印で
囲んでください。

㋔
再交付または交付を

申請する理由

準確定申告用の源泉徴収票が
必要な場合はその年区分 平成・令和 年分

㋕

ご遺族の方の
氏名および

受給権者との続柄

㋖ ご遺族の方の住所

源 泉 徴 収 票

準 確 定 申 告 用 源 泉 徴 収 票

令和 年 月 日 提出

交 付 （ 再 交 付 ） 申 請 書
□
□

実施機関等

受付年月日

（該当する元号を○印で囲んでください。）
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基礎年金番号（10桁）で届出する場合は、左詰めでご記入ください。

（フリガナ）

これ以降は、受給権者の方がお亡くなりになっている場合にご記入ください。

（フリガナ）

㋗

－
公 立 学 校 共 済 組 合
年 金 証 書 記 号 番 号

①

㋒ 電話番号

年

明治　大正
昭和　平成

平成・令和 年分 平成・令和 年分

平成・令和 年分 平成・令和 年分

〒   　  ―

― ―

〒 ―

ア．確定申告または準確定申告のため
イ．所得証明のため
ウ．その他（具体的な使用目的をご記入ください。）

続柄

受付番号

個人番号
または

基礎年金番号

届書
コード

年金コード
再交付を希望する

年金コードを右側に
ご記入ください。

②
生年月日

該当する元号を○印で
囲んでください。

㋐ 受給権者氏名

㋑ 受給権者住所

月 日

㋓

再交付または交付を
申請する年区分
該当する元号を○印で

囲んでください。

㋔
再交付または交付を

申請する理由

準確定申告用の源泉徴収票が
必要な場合はその年区分 平成・令和 年分

㋕

ご遺族の方の
氏名および

受給権者との続柄

㋖ ご遺族の方の住所

源 泉 徴 収 票

準 確 定 申 告 用 源 泉 徴 収 票

令和 年 月 日 提出

交 付 （ 再 交 付 ） 申 請 書
□
□

実施機関等

受付年月日

（該当する元号を○印で囲んでください。）

記記�� 入入�� 例例（（平平成成２２７７年年１１００月月以以後後にに受受給給権権のの発発生生ししたた年年金金））

再交付を希望する方に✔を入れて

ください。

この欄は公立学校共済組合記入欄です。

申請者は、記入しないでください。

提出年月日を

記入してくだ

さい。

基礎年金番号ま

たは個人番号と

再交付を希望す

る年金コードを

記入してくださ

い。

該当する元号

を○で囲み、生

年月日を記入

してください。

年金を受けて

いる方の氏名

を記入してく

ださい。

住所を記入して

下さい。

マンション等に

お住いの方は、

名称、部屋番号

も記入してくだ

さい。

電話番号を記

入してくださ

い。

再交付を希望

する年を記入

してくださ

い。

再交付を申請す

る理由を○で囲

んで下さい。

「ｃ その他」の

場合は具体的な

内容を���内に記

入してくださ

い。

ご遺族の方

が申請され

るときは、

㋕、㋖、㋗欄

も記入して

ください。

公立学校共済組合の年金証書記号番号を記入してください。
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記記  入入  上上  のの  注注  意意  点点

１．再交付を希望する方は、源泉徴収票または準確定申告用源泉徴収票のいずれかに�

✔をしてください。�

�

２．平成 ��年９月 �� 日までに年金の受給権が発生した共済年金等及び厚生年金等を受

給されている方は、それぞれの実施機関へ再交付申請をする必要があります。�

※� それぞれの実施機関へ再交付申請をするため、年金コードの記入は不要です。�

�

３．平成��年��月１日以降に年金の受給権が発生した厚生年金を受給されている方で、

複数の年金コードを記載した方は、公立学校共済組合へ申請すれば、年金コードを記

載した他の実施機関へこの申請書が回付されますので、それぞれの実施機関へ申請す

る必要はありません。�公立学校共済組合を経由して回付されますので、発行までに

お時間がかかります。��

年金コードがわからない場合は、欄外にどこの機関から年金を受給しているか記入

してください。�

�

４�障害（共済・厚生）年金および遺族（共済・厚生）年金は、非課税のため交付対象

外です。�

�

５．年金受給者であった方がお亡くなりになり、そのご遺族（配偶者や子等）の方が申

請する場合は、ご遺族であることがわかる書類を別途お願いする場合があります。�

�

６．個人番号を記入した場合は、次の（１）または（２）のコピーを添付してください。�

� （１）マイナンバーカード�

（２）以下の２種類の資料（㋐と㋑１種類ずつ）�

� � � ㋐個人番号が確認できる書類：個人番号が記載された住民票または通知カード

（氏名、住所等が住民票の記載と一致する場合に限る）�

� � � ㋑身元確認ができる書類：運転免許証、旅券、身体障害者手帳、療育手帳、在

留カード等�
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記記  入入  上上  のの  注注  意意  点点

１．再交付を希望する方は、源泉徴収票または準確定申告用源泉徴収票のいずれかに�

✔をしてください。�

�

２．平成 ��年９月 �� 日までに年金の受給権が発生した共済年金等及び厚生年金等を受

給されている方は、それぞれの実施機関へ再交付申請をする必要があります。�

※� それぞれの実施機関へ再交付申請をするため、年金コードの記入は不要です。�

�

３．平成��年��月１日以降に年金の受給権が発生した厚生年金を受給されている方で、

複数の年金コードを記載した方は、公立学校共済組合へ申請すれば、年金コードを記

載した他の実施機関へこの申請書が回付されますので、それぞれの実施機関へ申請す

る必要はありません。�公立学校共済組合を経由して回付されますので、発行までに

お時間がかかります。��

年金コードがわからない場合は、欄外にどこの機関から年金を受給しているか記入

してください。�

�

４�障害（共済・厚生）年金および遺族（共済・厚生）年金は、非課税のため交付対象

外です。�

�

５．年金受給者であった方がお亡くなりになり、そのご遺族（配偶者や子等）の方が申

請する場合は、ご遺族であることがわかる書類を別途お願いする場合があります。�

�

６．個人番号を記入した場合は、次の（１）または（２）のコピーを添付してください。�

� （１）マイナンバーカード�

（２）以下の２種類の資料（㋐と㋑１種類ずつ）�

� � � ㋐個人番号が確認できる書類：個人番号が記載された住民票または通知カード

（氏名、住所等が住民票の記載と一致する場合に限る）�

� � � ㋑身元確認ができる書類：運転免許証、旅券、身体障害者手帳、療育手帳、在

留カード等�

 

これ以降は、改定通知書の再交付を申請される方のみ記入してください。

公立学校共済組合
年金証書記号番号

令和

平成
年 月

令和

－

再交付を希望する
通知書等を○印で
囲んでください。

ア 年金証書 イ 改定通知書 ウ 振込通知書

再交付を申請
する理由

ア 紛失 イ き損 ウ その他（ ）

改定通知書の再交付を申請される方は、
年金額の改定が行われた年月を記入して
ください。（おおよそでも結構です。）

平成
年 月

電話番号 － －

受給権者氏名

（フリガナ）

受給権者住所

〒 －

該当する文字を○印で
囲んでください。

生年月日
　明治　　大正　　昭和
　平成　　令和

年 月 日

年金コード
再交付を希望する
年金コードを右側に
ご記入ください。

個人番号
または

基礎年金番号

□ 改 定 通 知 書 再 交 付 申 請 書
□ 振 込 通 知 書

基礎年金番号（10桁）で届出する場合は、左詰めで記入してください。

届書
コード

令和 年 月 日提出

□ 年 金 証 書

受受付付番番号号

実施機関等

受付年月日
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これ以降は、改定通知書の再交付を申請される方のみ記入してください。

公立学校共済組合
年金証書記号番号

令和

平成
年 月

令和

　　　－

再交付を希望する
通知書等を○印で
囲んでください。

ア　年金証書　　イ　改定通知書　　ウ　振込通知書

再交付を申請
する理由

ア　紛失　　イ　き損　　ウ　その他（　　　　　　　）

改定通知書の再交付を申請される方は、
年金額の改定が行われた年月を記入して
ください。（おおよそでも結構です。）

平成
年 月

電話番号 － －

受給権者氏名

（フリガナ）

受給権者住所

〒　　　　－

該当する文字を○印で
囲んでください。

生年月日
　明治　　大正　　昭和
　平成　　令和

年 月 日

年金コード
再交付を希望する
年金コードを右側に
ご記入ください。

個人番号
または

基礎年金番号

□ 改 定 通 知 書 再 交 付 申 請 書
□ 振 込 通 知 書

基礎年金番号（10桁）で届出する場合は、左詰めで記入してください。

届書
コード

令和　　　　年　　　　月　　　　日提出

□ 年 金 証 書

受受付付番番号号

実施機関等

受付年月日

� 年金証書・改定通知書・支払（振込）通知書の再交付について� �

１� 再交付の申請手続き�
再交付申請書を当組合に提出することにより、「年金証書」「改定通知書」「支払（振込）通知書」の再交付が可能です。�

申請の際には、以下の提出書類を当組合まで郵送にて送付してください。�

原則、申請者は年金受給権者本人となります。申請受理後１～２週間程度で、年金受給権者本人及び当組合に登録

された住所宛てに郵送します。�

＜申請書送付先＞�

〒��������� 東京都千代田区神田駿河台２－９－５� 公立学校共済組合本部年金部年金相談室�

２� 手続きの際の注意点�
◎�年金証書� （年金決定時に送付される年金受給権を証する書類）�

⇒年金担保融資を受けている方、死亡した方や年金受給権が消滅した方の年金証書は交付できません。�

◎�改定通知書� （原則毎年４月の法令改正に伴い送付されるその時点の年金額を確認できる書類）�

⇒５年以内に交付した改定通知書の再交付となります。�

⇒死亡した方の改定通知書の交付は可能ですが、未支給年金請求者及び財産管理人の方に限られます。�

この場合は確認書類が別途必要になりますので、当組合年金相談窓口までご連絡ください。�

◎�支払（振込）通知書� （原則毎年６月と１２月に送付される定期支給期毎の送金額を確認できる書類）�

⇒直近に支給した定期支給期に係る支払通知書の再交付となります。�

⇒年金担保融資を受けている方や死亡した方の支払通知書は交付できません。�

⇒年金額が全額停止中の場合は交付できません。�

３� 提出書類�
１�再交付申請書�

⇒「記入例」及び「記入上の注意点」をご参照の上、必要事項を記入してください。�

２�公的機関が発行した年金受給権者本人の身分証明書（写し）�

（運転免許証・パスポート・マイナンバーカード・健康保険証等のコピー）�

⇒写真付きでない場合は２つ以上必要です。�

�

＜本人以外（代理人）への交付を希望する場合は、併せて以下の書類が必要です。＞�

３�委任状�

⇒「委任状作成上の留意点」をご参照の上、必要事項を記入してください。�

⇒法定代理人の場合は、登記事項証明書もしくは家庭裁判所の審判書及び確定証明書（写）が必要です。�

４�公的機関が発行した代理人の身分証明書（写し）�

（運転免許証・パスポート・マイナンバーカード・健康保険証等のコピー）�

⇒写真付きでない場合は２つ以上必要です。�

４� 当組合以外の実施機関の証明書類の再交付を希望する場合�
◎平成２７年１０月以降に受給権が発生した厚生年金を受給されている方�

申請書の「年金コード欄」にご記入いただくことにより、ご希望の実施機関の証明書類の再交付が可能です。この

場合、当該申請書を当組合よりご希望の実施機関に回付した後の交付となり、当組合を経由するため再交付まで

お時間を要します。お急ぎの場合は、ご希望の実施機関に直接ご連絡することをお勧めいたします。�

◎平成２７年９月以前に受給権が発生した共済年金等を受給されている方�

それぞれの実施機関に再交付の申請を行う必要がありますので、ご希望の実施機関にご連絡ください。�
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これ以降は、改定通知書の再交付を申請される方のみ記入してください。

公立学校共済組合
年金証書記号番号

令和

平成
年 月

令和

　　　－

再交付を希望する
通知書等を○印で
囲んでください。

ア　年金証書　　イ　改定通知書　　ウ　振込通知書

再交付を申請
する理由

ア　紛失　　イ　き損　　ウ　その他（　　　　　　　）

改定通知書の再交付を申請される方は、
年金額の改定が行われた年月を記入して
ください。（おおよそでも結構です。）

平成
年 月

電話番号 － －

受給権者氏名

（フリガナ）

受給権者住所

〒　　　　－

該当する文字を○印で
囲んでください。

生年月日
　明治　　大正　　昭和
　平成　　令和

年 月 日

年金コード
再交付を希望する
年金コードを右側に
ご記入ください。

個人番号
または

基礎年金番号

□ 改 定 通 知 書 再 交 付 申 請 書
□ 振 込 通 知 書

基礎年金番号（10桁）で届出する場合は、左詰めで記入してください。

届書
コード

令和　　　　年　　　　月　　　　日提出

□ 年 金 証 書

受受付付番番号号

実施機関等

受付年月日

� 年金証書・改定通知書・支払（振込）通知書の再交付について� �

１� 再交付の申請手続き�
再交付申請書を当組合に提出することにより、「年金証書」「改定通知書」「支払（振込）通知書」の再交付が可能です。�

申請の際には、以下の提出書類を当組合まで郵送にて送付してください。�

原則、申請者は年金受給権者本人となります。申請受理後１～２週間程度で、年金受給権者本人及び当組合に登録

された住所宛てに郵送します。�

＜申請書送付先＞�

〒��������� 東京都千代田区神田駿河台２－９－５� 公立学校共済組合本部年金部年金相談室�

２� 手続きの際の注意点�
◎�年金証書� （年金決定時に送付される年金受給権を証する書類）�

⇒年金担保融資を受けている方、死亡した方や年金受給権が消滅した方の年金証書は交付できません。�

◎�改定通知書� （原則毎年４月の法令改正に伴い送付されるその時点の年金額を確認できる書類）�

⇒５年以内に交付した改定通知書の再交付となります。�

⇒死亡した方の改定通知書の交付は可能ですが、未支給年金請求者及び財産管理人の方に限られます。�

この場合は確認書類が別途必要になりますので、当組合年金相談窓口までご連絡ください。�

◎�支払（振込）通知書� （原則毎年６月と１２月に送付される定期支給期毎の送金額を確認できる書類）�

⇒直近に支給した定期支給期に係る支払通知書の再交付となります。�

⇒年金担保融資を受けている方や死亡した方の支払通知書は交付できません。�

⇒年金額が全額停止中の場合は交付できません。�

３� 提出書類�
１�再交付申請書�

⇒「記入例」及び「記入上の注意点」をご参照の上、必要事項を記入してください。�

２�公的機関が発行した年金受給権者本人の身分証明書（写し）�

（運転免許証・パスポート・マイナンバーカード・健康保険証等のコピー）�

⇒写真付きでない場合は２つ以上必要です。�

�

＜本人以外（代理人）への交付を希望する場合は、併せて以下の書類が必要です。＞�

３�委任状�

⇒「委任状作成上の留意点」をご参照の上、必要事項を記入してください。�

⇒法定代理人の場合は、登記事項証明書もしくは家庭裁判所の審判書及び確定証明書（写）が必要です。�

４�公的機関が発行した代理人の身分証明書（写し）�

（運転免許証・パスポート・マイナンバーカード・健康保険証等のコピー）�

⇒写真付きでない場合は２つ以上必要です。�

４� 当組合以外の実施機関の証明書類の再交付を希望する場合�
◎平成２７年１０月以降に受給権が発生した厚生年金を受給されている方�

申請書の「年金コード欄」にご記入いただくことにより、ご希望の実施機関の証明書類の再交付が可能です。この

場合、当該申請書を当組合よりご希望の実施機関に回付した後の交付となり、当組合を経由するため再交付まで

お時間を要します。お急ぎの場合は、ご希望の実施機関に直接ご連絡することをお勧めいたします。�

◎平成２７年９月以前に受給権が発生した共済年金等を受給されている方�

それぞれの実施機関に再交付の申請を行う必要がありますので、ご希望の実施機関にご連絡ください。�

＜記入上の注意点＞
◎� 申請書には、基礎年金番号、当組合の年金証書記号番号のいずれかを必ずご記入ください。記入の無い場合は、

申請を受理できないこともありますので、ご留意ください。�

１� 「再交付チェック」欄�
再交付を希望する通知書等の欄に☑印を記入してください。�
⇒支払通知書を希望する場合は、「振込通知書」に☑☑印を記入してください。�

２�
「個人番号（または基礎年金番

号）」欄�
個人番号または基礎年金番号を記入してください。�
⇒基礎年金番号については、日本年金機構発行の通知書等をご確認ください。�

３�

「年金コード」欄�
＊平成 �� 年 �� 月以降に受給権

が発生した厚生年金を受給してい

る方のみ記入する欄�

当組合以外の実施機関の年金に係る再交付を希望する場合は、＜年金コ

ード一覧表＞を参照の上、年金コードを記入してください。�
⇒当該欄の記入の有無に関わらず、当組合の年金に係る再交付は行います。�

４� 「生年月日」欄� 年金受給権者の生年月日を記入してください。�

５� 「受給権者氏名」欄� 年金受給権者の氏名を記入してください。�

６� 「受給権者住所」欄�
年金受給権者の住所を記入してください。�
⇒記入された住所が当組合にお届けいただいている住所と異なる場合は、併せて住所

変更の手続きが必要です。�

７� 「電話番号」欄� 年金受給権者の日中連絡可能な電話番号を記入してください。�

８�
「再交付を希望する通知書等」

欄�
再交付を希望する通知書等の欄に〇印を記入してください。�
⇒支払通知書を希望する場合は、「振込通知書」に〇印を記入してください。�

９� 「再交付を申請する理由」欄�
再交付を申請する理由に〇印を、｢ウ�その他｣の場合は具体的な理由を記

入してください。�
⇒き損した年金証書をお持ちの場合は、添付してください。�

���
「再交付を希望する年月」欄�
＊改定通知書の再交付を希望する

場合にのみ記入する欄�

改定通知書の再交付を希望する改定年月（〇年４月）を記入してください。�
⇒過去５年以内に発行した改定通知書が対象です。�

⇒記入のない場合は、直近の改定年月の改定通知書を送付します。�

���
「公立学校共済組合年金証書

記号番号」欄�
公立学校共済組合の年金証書記号番号を記入してください。�
⇒当組合が発行した年金証書及び各種通知書等にてご確認ください。�

�

＜年金コード一覧表＞
実施機関� 年金の種類� コード� 実施機関� 年金の種類� コード�

地方公務員共

済組合（公立

学校共済組合

等）が支給する

年金�

厚生年金� 老齢厚生年金� ����� 日本年金機構が

支給する年金�

国民年金� 老齢基礎年金� �����

障害厚生年金� ����� 障害基礎年金� �����

遺族厚生年金� ����� �����

共済年金� 退職共済年金�

�※��

遺族基礎年金� �����

障害共済年金� 老齢年金�

（※）�
遺族共済年金�

旧共済法に

よる年金�

退職年金� 通算老齢年金�

通算退職年金� 障害年金�

障害年金� 厚生年金� 老齢厚生年金� �����

遺族年金� 障害厚生年金� �����

通算遺族年金� 遺族厚生年金� �����

国家公務員共

済組合が支給

する年金�

厚生年金� 老齢厚生年金� ����� 老齢年金�

（※）�
障害厚生年金� ����� 通算老齢年金�

遺族厚生年金� ����� 障害年金�

日本私立学校

振興・共済事

業団が支給す

る年金�

厚生年金� 老齢厚生年金� ����� 遺族年金�

障害厚生年金� ����� �

遺族厚生年金� �����

�※）�平成 �� 年 � 月以前に受給権が発生した共済年金及び旧共済法による年金を受給している方は記入不要です。証

明書類の再交付は、それぞれの実施機関にご連絡ください。�
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＜記入上の注意点＞
◎� 申請書には、基礎年金番号、当組合の年金証書記号番号のいずれかを必ずご記入ください。記入の無い場合は、

申請を受理できないこともありますので、ご留意ください。�

１� 「再交付チェック」欄�
再交付を希望する通知書等の欄に☑印を記入してください。�
⇒支払通知書を希望する場合は、「振込通知書」に☑☑印を記入してください。�

２�
「個人番号（または基礎年金番

号）」欄�
個人番号または基礎年金番号を記入してください。�
⇒基礎年金番号については、日本年金機構発行の通知書等をご確認ください。�

３�

「年金コード」欄�
＊平成 �� 年 �� 月以降に受給権

が発生した厚生年金を受給してい

る方のみ記入する欄�

当組合以外の実施機関の年金に係る再交付を希望する場合は、＜年金コ

ード一覧表＞を参照の上、年金コードを記入してください。�
⇒当該欄の記入の有無に関わらず、当組合の年金に係る再交付は行います。�

４� 「生年月日」欄� 年金受給権者の生年月日を記入してください。�

５� 「受給権者氏名」欄� 年金受給権者の氏名を記入してください。�

６� 「受給権者住所」欄�
年金受給権者の住所を記入してください。�
⇒記入された住所が当組合にお届けいただいている住所と異なる場合は、併せて住所

変更の手続きが必要です。�

７� 「電話番号」欄� 年金受給権者の日中連絡可能な電話番号を記入してください。�

８�
「再交付を希望する通知書等」

欄�
再交付を希望する通知書等の欄に〇印を記入してください。�
⇒支払通知書を希望する場合は、「振込通知書」に〇印を記入してください。�

９� 「再交付を申請する理由」欄�
再交付を申請する理由に〇印を、｢ウ�その他｣の場合は具体的な理由を記

入してください。�
⇒き損した年金証書をお持ちの場合は、添付してください。�

���
「再交付を希望する年月」欄�
＊改定通知書の再交付を希望する

場合にのみ記入する欄�

改定通知書の再交付を希望する改定年月（〇年４月）を記入してください。�
⇒過去５年以内に発行した改定通知書が対象です。�

⇒記入のない場合は、直近の改定年月の改定通知書を送付します。�

���
「公立学校共済組合年金証書

記号番号」欄�
公立学校共済組合の年金証書記号番号を記入してください。�
⇒当組合が発行した年金証書及び各種通知書等にてご確認ください。�

�

＜年金コード一覧表＞
実施機関� 年金の種類� コード� 実施機関� 年金の種類� コード�

地方公務員共

済組合（公立

学校共済組合

等）が支給する

年金�

厚生年金� 老齢厚生年金� ����� 日本年金機構が

支給する年金�

国民年金� 老齢基礎年金� �����

障害厚生年金� ����� 障害基礎年金� �����

遺族厚生年金� ����� �����

共済年金� 退職共済年金�

�※��

遺族基礎年金� �����

障害共済年金� 老齢年金�

（※）�
遺族共済年金�

旧共済法に

よる年金�

退職年金� 通算老齢年金�

通算退職年金� 障害年金�

障害年金� 厚生年金� 老齢厚生年金� �����

遺族年金� 障害厚生年金� �����

通算遺族年金� 遺族厚生年金� �����

国家公務員共

済組合が支給

する年金�

厚生年金� 老齢厚生年金� ����� 老齢年金�

（※）�
障害厚生年金� ����� 通算老齢年金�

遺族厚生年金� ����� 障害年金�

日本私立学校

振興・共済事

業団が支給す

る年金�

厚生年金� 老齢厚生年金� ����� 遺族年金�

障害厚生年金� ����� �

遺族厚生年金� �����

�※）�平成 �� 年 � 月以前に受給権が発生した共済年金及び旧共済法による年金を受給している方は記入不要です。証

明書類の再交付は、それぞれの実施機関にご連絡ください。�

これ以降は、改定通知書の再交付を申請される方のみ記入してください。

月

月

年

年

令和 年 月 日提出

公立学校共済組合
年金証書記号番号

改定通知書の再交付を申請される方は、
年金額の改定が行われた年月を記入して
ください。（おおよそでも結構です。）

平成
令和

平成
令和

再交付を申請
する理由

該当する文字を○印で
囲んでください。

受給権者氏名

ア 年金証書 イ 改定通知書 ウ 振込通知書

ア 紛失 イ き損 ウ その他（ 　　）

再交付を希望する
通知書等を○印で
囲んでください。

年金コード
再交付を希望する
年金コードを右側に
ご記入ください。

□
☑
□

年 金 証 書
改 定 通 知 書
振 込 通 知 書

再 交 付 申 請 書

基礎年金番号（10桁）で届出する場合は、左詰めで記入してください。

個人番号
または

基礎年金番号

受受付付番番号号
届書
コード

　明治　　大正　　昭和
　平成　　令和

年 月 日生年月日

－ －

〒 －

電話番号

（フリガナ）

受給権者住所

実施機関等

受付年月日

☑

☑
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＜記入上の注意点＞
◎� 申請書には、基礎年金番号、当組合の年金証書記号番号のいずれかを必ずご記入ください。記入の無い場合は、

申請を受理できないこともありますので、ご留意ください。�

１� 「再交付チェック」欄�
再交付を希望する通知書等の欄に☑印を記入してください。�
⇒支払通知書を希望する場合は、「振込通知書」に☑☑印を記入してください。�

２�
「個人番号（または基礎年金番

号）」欄�
個人番号または基礎年金番号を記入してください。�
⇒基礎年金番号については、日本年金機構発行の通知書等をご確認ください。�

３�

「年金コード」欄�
＊平成 �� 年 �� 月以降に受給権

が発生した厚生年金を受給してい

る方のみ記入する欄�

当組合以外の実施機関の年金に係る再交付を希望する場合は、＜年金コ

ード一覧表＞を参照の上、年金コードを記入してください。�
⇒当該欄の記入の有無に関わらず、当組合の年金に係る再交付は行います。�

４� 「生年月日」欄� 年金受給権者の生年月日を記入してください。�

５� 「受給権者氏名」欄� 年金受給権者の氏名を記入してください。�

６� 「受給権者住所」欄�
年金受給権者の住所を記入してください。�
⇒記入された住所が当組合にお届けいただいている住所と異なる場合は、併せて住所

変更の手続きが必要です。�

７� 「電話番号」欄� 年金受給権者の日中連絡可能な電話番号を記入してください。�

８�
「再交付を希望する通知書等」

欄�
再交付を希望する通知書等の欄に〇印を記入してください。�
⇒支払通知書を希望する場合は、「振込通知書」に〇印を記入してください。�

９� 「再交付を申請する理由」欄�
再交付を申請する理由に〇印を、｢ウ�その他｣の場合は具体的な理由を記

入してください。�
⇒き損した年金証書をお持ちの場合は、添付してください。�

���
「再交付を希望する年月」欄�
＊改定通知書の再交付を希望する

場合にのみ記入する欄�

改定通知書の再交付を希望する改定年月（〇年４月）を記入してください。�
⇒過去５年以内に発行した改定通知書が対象です。�

⇒記入のない場合は、直近の改定年月の改定通知書を送付します。�

���
「公立学校共済組合年金証書

記号番号」欄�
公立学校共済組合の年金証書記号番号を記入してください。�
⇒当組合が発行した年金証書及び各種通知書等にてご確認ください。�

�

＜年金コード一覧表＞
実施機関� 年金の種類� コード� 実施機関� 年金の種類� コード�

地方公務員共

済組合（公立

学校共済組合

等）が支給する

年金�

厚生年金� 老齢厚生年金� ����� 日本年金機構が

支給する年金�

国民年金� 老齢基礎年金� �����

障害厚生年金� ����� 障害基礎年金� �����

遺族厚生年金� ����� �����

共済年金� 退職共済年金�

�※��

遺族基礎年金� �����

障害共済年金� 老齢年金�

（※）�
遺族共済年金�

旧共済法に

よる年金�

退職年金� 通算老齢年金�

通算退職年金� 障害年金�

障害年金� 厚生年金� 老齢厚生年金� �����

遺族年金� 障害厚生年金� �����

通算遺族年金� 遺族厚生年金� �����

国家公務員共

済組合が支給

する年金�

厚生年金� 老齢厚生年金� ����� 老齢年金�

（※）�
障害厚生年金� ����� 通算老齢年金�

遺族厚生年金� ����� 障害年金�

日本私立学校

振興・共済事

業団が支給す

る年金�

厚生年金� 老齢厚生年金� ����� 遺族年金�

障害厚生年金� ����� �

遺族厚生年金� �����

�※）�平成 �� 年 � 月以前に受給権が発生した共済年金及び旧共済法による年金を受給している方は記入不要です。証

明書類の再交付は、それぞれの実施機関にご連絡ください。�

これ以降は、改定通知書の再交付を申請される方のみ記入してください。

月

月

年

年

令和 年 月 日提出

公立学校共済組合
年金証書記号番号

改定通知書の再交付を申請される方は、
年金額の改定が行われた年月を記入して
ください。（おおよそでも結構です。）

平成
令和

平成
令和

再交付を申請
する理由

該当する文字を○印で
囲んでください。

受給権者氏名

ア 年金証書 イ 改定通知書 ウ 振込通知書

ア 紛失 イ き損 ウ その他（ 　　）

再交付を希望する
通知書等を○印で
囲んでください。

年金コード
再交付を希望する
年金コードを右側に
ご記入ください。

□
☑
□

年 金 証 書
改 定 通 知 書
振 込 通 知 書

再 交 付 申 請 書

基礎年金番号（10桁）で届出する場合は、左詰めで記入してください。

個人番号
または

基礎年金番号

受受付付番番号号
届書
コード

　明治　　大正　　昭和
　平成　　令和

年 月 日生年月日

－ －

〒 －

電話番号

（フリガナ）

受給権者住所

実施機関等

受付年月日

☑

☑

□ 代理人（委任される方）宛て　（代理人に情報を提供することを同意する。）

－

　上記「１」及び「２」の場合、いずれかに☑印を付けてください。

　１　各種証明書類交付手続き

　２　年金見込額試算について

　３　その他（　　 　）

□ ご本人（委任する方）宛て

　下記のいずれかに〇印を付けるか、具体的に記入してください。

　　年　　　月　　　日

　（旧姓　　　 　　）

明治

大正

昭和

平成

令和

生
年
月
日

　〒　　　　　　－ 電話　（　　　　　　）　 　　－

委委　　　　任任　　　　状状

作成日 令和　　　年　　　　月　　　　日

※委任状を作成した日を記入してください。

ごご本本人人（（委委任任すするる方方）） ※年金受給権者又は年金待機者のこと

添付書類

フリガナ

氏　名

住　所

私は、上記の者を代理人と定め、以下の内容について委任します。

公 立 学 校 共 済 組 合　　御 中

代代理理人人（（委委任任さされれるる方方））

※写真付きでない場合は、２点必要

　〒　　　　　　－ 電話　（　　　　　　）　 　　－

　添付する代理人の本人確認書類の写しに☑印を付けてください。

□運転免許証　　□マイナンバーカード　　□パスポート　　□健康保険証

□その他（ 　）　

ご本人(委
任する方）と

の関係

フリガナ

基礎年金番号

公立学校共済組合
年金証書記号番号
（年金待機者番号）

－

※当組合が発行した「年金証書」及び各種
通知書にてご確認ください。

※「ねんきん定期便」や日本年金機構が発
行した各種通知書にてご確認ください。

交付方法
（送付先）

住　所

委任する内容

氏　名

※ご本人が記入して
ください。
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□　代理人（委任される方）宛て　（代理人に情報を提供することを同意する。）

－

　上記「１」及び「２」の場合、いずれかに☑印を付けてください。

　１　各種証明書類交付手続き

　２　年金見込額試算について

　３　その他（　　 　）

□　ご本人（委任する方）宛て

　下記のいずれかに〇印を付けるか、具体的に記入してください。

　　年　　　月　　　日

　（旧姓　　　 　　）

明治

大正

昭和

平成

令和

生
年
月
日

　〒　　　　　　－ 電話　（　　　　　　）　 　　－

委委 任任 状状

作成日 令和　　　年　　　　月　　　　日

※委任状を作成した日を記入してください。

ごご本本人人（（委委任任すするる方方）） ※年金受給権者又は年金待機者のこと

添付書類

フリガナ

氏　名

住　所

私は、上記の者を代理人と定め、以下の内容について委任します。

公 立 学 校 共 済 組 合　　御 中

代代理理人人（（委委任任さされれるる方方））

※写真付きでない場合は、２点必要

　〒　　　　　　－ 電話　（　　　　　　）　 　　－

　添付する代理人の本人確認書類の写しに☑印を付けてください。

　□運転免許証　　□マイナンバーカード　　□パスポート　　□健康保険証

　□その他（　 　）　

ご本人(委
任する方）と

の関係

フリガナ

基礎年金番号

公立学校共済組合
年金証書記号番号
（年金待機者番号）

－

※当組合が発行した「年金証書」及び各種
通知書にてご確認ください。

※「ねんきん定期便」や日本年金機構が発
行した各種通知書にてご確認ください。

交付方法
（送付先）

住　所

委任する内容

氏　名

※ご本人が記入して
ください。

　　弁護士及び社会保険労務士等の公的資格者の中から選任してください。

　　　上記以外の方をご指定の場合、ご希望に添えない場合があります。

　　番号、当組合の年金証書記号番号、氏名、生年月日、住所、電話番号、委任する内容

　　及び交付方法（送付先）を記入してください。

５．　基礎年金番号、当組合の年金証書記号番号等のいずれかの番号を必ず記入して

　　ください。

６．　ご本人の「氏名」欄は必ずご本人（委任する方）が記入してください。

７．　各種証明書類及び年金見込額試算結果の提供は、原則、配偶者、子、法定代理人、

　　ください。

３．　代理人（委任される方）の本人確認書類（※）の写しを添付してください。

　　（※）「代理人（委任される方）」欄に記載された氏名及び住所が記載されていることが

　　　　必要です。（写真付きでない場合は、本人確認書類が２点必要となります。）

４．　「ご本人（委任する方）」欄は、ご本人（年金受給権者又は年金待機者）の基礎年金

委委  任任  状状  作作  成成  上上  のの  留留  意意  点点

１．　「作成日」欄は、委任状を作成した日を記入してください。

２．　「代理人（委任される方）」欄は、ご本人（委任する方）が誰を代理人にするかを決め、

　　その方（代理人）の氏名、住所、電話番号、ご本人との関係及び添付書類を記入して
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□　代理人（委任される方）宛て　（代理人に情報を提供することを同意する。）

－
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年金証書記号番号
（年金待機者番号）

－

※当組合が発行した「年金証書」及び各種
通知書にてご確認ください。

※「ねんきん定期便」や日本年金機構が発
行した各種通知書にてご確認ください。

交付方法
（送付先）

住　所
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氏　名
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　　弁護士及び社会保険労務士等の公的資格者の中から選任してください。

　　　上記以外の方をご指定の場合、ご希望に添えない場合があります。
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　　　　必要です。（写真付きでない場合は、本人確認書類が２点必要となります。）

４．　「ご本人（委任する方）」欄は、ご本人（年金受給権者又は年金待機者）の基礎年金

委委  任任  状状  作作  成成  上上  のの  留留  意意  点点

１．　「作成日」欄は、委任状を作成した日を記入してください。
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　　その方（代理人）の氏名、住所、電話番号、ご本人との関係及び添付書類を記入して
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く
だ
さ
い
。

◎
口
座
名
義
に
つ
い
て
は
、
受
給
権
者
ご
本
人
の
口
座
に
限
り
ま
す
。

◎
金
融
機
関
ま
た
は
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
（郵
便
局
）
の
証
明
に
つ
い
て

金
融
機
関
ま
た
は
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
（
郵
便
局
）
の
証
明
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
次
の
書
類
の
提
出
が
あ
れ
ば
、
証
明
を
受
け
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

預
金
通
帳
（
貯
金
通
帳
）
の
写
し
そ
の
他
の
預
金
口
座
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
の
で
き
る
書
類
を
添
付
さ
れ
る
場
合

※
預
金
通
帳
（
貯
金
通
帳
）
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
ま
た
は
金
融
機
関
が
発
行
す
る
書
類
の
コ
ピ
ー
等

※
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
専
業
銀
行
等
の
場
合
に
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
か
ら
プ
リ
ン
ト
ア
ウ
ト
し
た
も
の
等

○
金
融
機
関
の
場
合
：
金
融
機
関
名
、
支
店
名
（
支
店
コ
ー
ド
）、
口
座
番
号
、
口
座
名
義
人
フ
リ
ガ
ナ
等
の
記
載
さ
れ
た
部
分
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

○
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
（
郵
便
局
）
の
場
合
：
貯
金
通
帳
の
記
号
番
号
、
口
座
名
義
人
フ
リ
ガ
ナ
等
の
記
載
さ
れ
た
部
分
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

＊
貯
蓄
口
座
へ
の
振
込
は
で
き
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
専
業
銀
行
は
年
金
の
受
け
取
り
が
で
き
な
い
銀
行
も
あ
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

◎
記
入
方
法
の
詳
細
は
、
「記
入
例
」
の
裏
面
も
あ
わ
せ
て
ご
覧
く
だ
さ
い
。

【
個
人
番
号
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）
に
よ
り
届
出
す
る
際
の
添
付
書
類
に
つ
い
て
】

届
出
者
本
人
が
窓
口
で
届
書
を
提
出
す
る
場
合
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
（
個
人
番
号
カ
ー
ド
）
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

お
持
ち
で
な
い
場
合
は
、
以
下
の
①
及
び
②
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。
（
※
）

①
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
確
認
で
き
る
書
類
：
個
人
番
号
の
表
示
が
あ
る
住
民
票
の
写
し
、
通
知
カ
ー
ド
（
氏
名
、
住
所
等
が
住
民
票
の
記
載
と
一
致
す
る
場
合
に
限
る
）

②
身
元
（
実
存
）
確
認
書
類
：
運
転
免
許
証
、
パ
ス
ポ
ー
ト
、
在
留
カ
ー
ド
な
ど
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R
6
.

金
融

機
関

コ
ー

ド
支

店
コ

ー
ド

届
書

コ
ー

ド
1
8
4
1
1
3

年年
金金

受受
給給

権権
者者

受受
取取

機機
関関

変変
更更

届届
令

和
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
提

出

①
基

礎
年

金
番

号
（
ま

た
は

個
人

番
号

）
基

礎
年

金
番

号
（
１

０
桁

）
の

場
合

は
左

詰
め

で
ご

記
入

く
だ

さ
い

②
受

給
し

て
い

る
す

べ
て

の
年

金
の

変
更

を
希

望
す

る
場

合
は

下
欄

に
✔

資
料

番
号

3
1

受
付

番
号

✔
月

日
電

話
番

号

－
　

　
　

－

（
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞﾅ

）
生 年 月 日

明
治

大
正

昭
和

平
成

令
和

年

都
 道

府
 県

郡 市
区

町
村

郵
便

番
号

（
ﾌ
ﾘ
ｶ
ﾞﾅ

）

住
　

所

受
給

権
者

氏
名

建
物

名

S
E
Q

③③ 変変 更更 後後 のの 受受 取取 機機 関関

下
欄

に
記

載
す

る
変

更
後

の
受

取
機

関
が

マ
イ

ナ
ポ

ー
タ

ル
に

「
公

金
受

取
口

座
」
と

し
て

登
録

済
の

場
合

は
左

欄
に

✔
し

て
く
だ

さ
い

。
※

公
金

受
取

口
座

に
つ

い
て

は
裏

面
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

0
3

口
座

名
義

（
カ

タ
カ

ナ
で

ご
記

入
く
だ

さ
い

）

銀
行

（
フ

リ
ガ

ナ
）

預
金

種
別

預
金

通
帳

の
口

座
番

号
金

融
機

関
ま

た
は

ゆ
う

ち
ょ

銀
行

の
証

明
欄

1
普

通
2
当

座

本
所

信
漁

連
支

所
漁

協

２ ゆ う ち ょ 銀 行

（ 郵 便 局 ）

貯
金

通
帳

の
口

座
番

号

１ 金 融 機 関

（
フ

リ
ガ

ナ
）

農
協

出
張

所
信

連

金
庫

本
店

信
組

支
店

〇
変

更
後

の
口

座
番

号
等

を
ご

記
入

の
う

え
、

金
融

機
関

ま
た

は
ゆ

う
ち

ょ
銀

行
（
郵

便
局

）
の

証
明

を
受

け
て

く
だ

さ
い

。
〇

預
金

通
帳

の
写

し
（
金

融
機

関
名

、
支

店
名

、
口

座
番

号
、

口
座

名
義

人
フ

リ
ガ

ナ
が

記
載

さ
れ

た
部

分
）
を

添
付

さ
れ

る
場

合
ま

た
は

公
金

受
取

口
座

を
指

定
す

る
場

合
は

、
金

融
機

関
の

証
明

は
必

要
あ

り
ま

せ
ん

。
〇

金
融

機
関

コ
ー

ド
、

支
店

コ
ー

ド
は

ご
記

入
い

た
だ

く
必

要
は

あ
り

ま
せ

ん
。

記
号

（
左

詰
め

で
ご

記
入

く
だ

さ
い

）
番

号
（
右

詰
め

で
ご

記
入

く
だ

さ
い

）

―

7
14

17
32

62

55
60

15

実
施

機
関

等

受
付

年
月

日

61

1

68

54

47
51

※
請

求
者

の
氏

名
フ

リ
ガ

ナ
と

口
座

名
義

人
フ

リ
ガ

ナ
が

同
じ

で
あ

る

こ
と

を
ご

確
認

く
だ

さ
い

。

印

②
変

更
す

る
年

金
を

指
定

す
る

場
合

は
以

下
に

年
金

コ
ー

ド
(4

ケ
タ

)を
記

入

裏
面

「「
公公
金金
受受
取取
口口
座座
」」
にに
つつ
いい
てて
（（
年年
金金
受受
取取
口口
座座
とと
しし
てて
公公
金金
受受
取取
口口
座座
をを
利利
用用
すす
るる
場場
合合
））

〇
公
金
受
取
口
座
登
録
制
度
と
は

●
公
金
受
取
口
座
登
録
制
度
と
は
、
国
民
の
皆
さ
ま
が
金
融
機
関
に
お
持
ち
の
預
貯
金
口
座
に
つ
い
て
、
一
人
一
口
座
、
給
付
金
等
の
受
取
の
た
め
の
口
座
と
し
、
国

（
デ
ジ
タ
ル
庁
）
に
任
意
で
登
録
し
て
い
た
だ
く
制
度
で
す
。

●
公
金
口
座
の
登
録
、
登
録
状
況
の
確
認
や
登
録
口
座
の
変
更
、
登
録
の
抹
消
を
行
う
場
合
は
、
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
か
ら
お
手
続
き
く
だ
さ
い
。
詳
し
く
は
、
デ
ジ
タ
ル
庁

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
公
金
受
取
口
座
に
関
す
る
ペ
ー
ジ
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

〇
年
金
受
取
口
座
と
し
て
公
金
受
取
口
座
を
利
用
す
る
場
合
の
注
意
点

●
公公
金金
受受
取取
口口
座座
のの
登登
録録
口口
座座
をを
変変
更更
しし
てて
もも
、、
年年
金金
のの
受受
取取
口口
座座
はは
変変
更更
ささ
れれ
まま
せせ
んん
。。

●
年
金
の
受
取
口
座
を
変
更
す
る
場
合
に
は
、
公
金
受
取
口
座
の
変
更
手
続
き
と
は
別
に
「
年
金
受
給
権
者
受
取
機
関
変
更
届
」
の
提
出
が
必
要
で
す
。

●
ま
た
、
公
金
受
取
口
座
で
の
年
金
受
取
を
や
め
、
別
の
口
座
を
年
金
受
取
口
座
と
し
て
指
定
す
る
場
合
も
「
年
金
受
給
権
者
受
取
機
関
変
更
届
」の
提
出
が
必
要
で
す
。

【
年
金
受
給
権
者

受
取
機
関
変
更
届
の
提
出
に
あ
た
っ
て
】

◎
受
取
機
関
の
変
更
は
、
次
の
年
金
の
支
払
日
の
前
月
の
５
日
（
５
日
が
土
、
日
、
祝
日
の
場
合
は
直
前
の
営
業
日
）
ま
で
に
届
く
よ
う
手
続
き
を
お
願
い
し
ま
す
。

◎
変
更
後
の
新
し
い
受
取
機
関
へ
の
初
め
て
の
支
払
い
を
確
認
す
る
ま
で
は
、
変
更
前
の
口
座
を
解
約
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

◎
口
座
名
義
に
つ
い
て
は
、
受
給
権
者
ご
本
人
の
口
座
に
限
り
ま
す
。

◎
金
融
機
関
ま
た
は
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
（郵
便
局
）
の
証
明
に
つ
い
て

金
融
機
関
ま
た
は
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
（
郵
便
局
）
の
証
明
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
次
の
書
類
の
提
出
が
あ
れ
ば
、
証
明
を
受
け
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

預
金
通
帳
（
貯
金
通
帳
）
の
写
し
そ
の
他
の
預
金
口
座
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
の
で
き
る
書
類
を
添
付
さ
れ
る
場
合

※
預
金
通
帳
（
貯
金
通
帳
）
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
ま
た
は
金
融
機
関
が
発
行
す
る
書
類
の
コ
ピ
ー
等

※
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
専
業
銀
行
等
の
場
合
に
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
か
ら
プ
リ
ン
ト
ア
ウ
ト
し
た
も
の
等

○
金
融
機
関
の
場
合
：
金
融
機
関
名
、
支
店
名
（
支
店
コ
ー
ド
）、
口
座
番
号
、
口
座
名
義
人
フ
リ
ガ
ナ
等
の
記
載
さ
れ
た
部
分
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

○
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
（
郵
便
局
）
の
場
合
：
貯
金
通
帳
の
記
号
番
号
、
口
座
名
義
人
フ
リ
ガ
ナ
等
の
記
載
さ
れ
た
部
分
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

＊
貯
蓄
口
座
へ
の
振
込
は
で
き
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
専
業
銀
行
は
年
金
の
受
け
取
り
が
で
き
な
い
銀
行
も
あ
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

◎
記
入
方
法
の
詳
細
は
、
「記
入
例
」
の
裏
面
も
あ
わ
せ
て
ご
覧
く
だ
さ
い
。

【
個
人
番
号
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）
に
よ
り
届
出
す
る
際
の
添
付
書
類
に
つ
い
て
】

届
出
者
本
人
が
窓
口
で
届
書
を
提
出
す
る
場
合
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
（
個
人
番
号
カ
ー
ド
）
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

お
持
ち
で
な
い
場
合
は
、
以
下
の
①
及
び
②
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。
（
※
）

①
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
確
認
で
き
る
書
類
：
個
人
番
号
の
表
示
が
あ
る
住
民
票
の
写
し
、
通
知
カ
ー
ド
（
氏
名
、
住
所
等
が
住
民
票
の
記
載
と
一
致
す
る
場
合
に
限
る
）

②
身
元
（
実
存
）
確
認
書
類
：
運
転
免
許
証
、
パ
ス
ポ
ー
ト
、
在
留
カ
ー
ド
な
ど

口
座
名
義
（
本
人
名
義
）
を

カ
タ
カ
ナ
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

受
取
を
希
望
す
る
金
融

機
関
ま
た
は
ゆ
う
ち
ょ

銀
行
（
郵
便
局
）
の
証

明
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

た
だ
し
、
以
下
の
い
ず

れ
か
の
場
合
は
証
明
を

省
略
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

①
通 通
帳帳
のの
ココ
ピピ
ーー
（
口

座
番
号
、
口
座
名
義
（カ

タ
カ
ナ
）
、
金
融
機
関
名
、

支
店
名
が
確
認
で
き
る

部
分
）
を
添
付
す
る
場

合 ②
デ
ジ
タ
ル
庁
が
運
営

す
る
マ マ
イイ
ナナ
ポポ
ーー
タタ
ルル

にに
登登
録録
しし
てて
いい
るる
公公
金金

受受
取取
口口
座座
を
受
取
機
関

と
し
て
指
定
す
る
場
合

【
記
入
例
】

年
金
受
給
権
者

受
取
機
関
変
更
届

基
礎
年
金
番
号
（
ま
た
は
個
人

番
号
、
年
金
証
書
記
号
番
号
）、

生
年
月
日
、
氏
名
、
電
話
番
号
、

住
所
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

【
個
人
番
号
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）

に
よ
り
届
出
す
る
際
の
添
付
書

類
に
つ
い
て
】

届
出
者
本
人
が
窓
口
で
届
書

を
提
出
す
る
場
合
は
、
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
カ
ー
ド
（
個
人
番
号

カ
ー
ド
）
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

お
持
ち
で
な
い
場
合
は
、
以

下
の
①
及
び
②
を
提
示
し
て
く

だ
さ
い
。
（
※
）

①
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
確
認
で
き

る
書
類
：
通
知
カ
ー
ド
、
個
人
番

号
の
表
示
が
あ
る
住
民
票
の

写
し

②
身
元
（
実
存
）
確
認
書
類
：運

転
免
許
証
、
パ
ス
ポ
ー
ト
、
在

留
カ
ー
ド
な
ど

（
※
）
郵
送
で
届
出
を
提
出
す

る
場
合
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
の
表
・
裏
両
面
、
ま
た
は

①
及
び
②
の
コ
ピ
ー
を
添
付
し

て
く
だ
さ
い
。

記
入
不
要

受
取
機
関
を
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
（
郵
便
局
）の

口
座
に
指
定
す
る
場
合
は
こ
ち
ら
へ
記
入

し
て
く
だ
さ
い

指
定
す
る
口
座
が
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ

ル
に
公
金
受
取
口
座
と
し
て
登

録
済
の
場
合
は
✔

必
ず
ど
ち
ら
か
を
ご
記

入
く
だ
さ
い
。
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口
座
名
義
（
本
人
名
義
）
を

カ
タ
カ
ナ
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

受
取
を
希
望
す
る
金
融

機
関
ま
た
は
ゆ
う
ち
ょ

銀
行
（
郵
便
局
）
の
証

明
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

た
だ
し
、
以
下
の
い
ず

れ
か
の
場
合
は
証
明
を

省
略
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

①
通通
帳帳
のの
ココ
ピピ
ーー
（
口

座
番
号
、
口
座
名
義
（カ

タ
カ
ナ
）
、
金
融
機
関
名
、

支
店
名
が
確
認
で
き
る

部
分
）
を
添
付
す
る
場

合 ②
デ
ジ
タ
ル
庁
が
運
営

す
る
ママ
イイ
ナナ
ポポ
ーー
タタ
ルル

にに
登登
録録
しし
てて
いい
るる
公公
金金

受受
取取
口口
座座
を
受
取
機
関

と
し
て
指
定
す
る
場
合

【
記
入
例
】

年
金
受
給
権
者

受
取
機
関
変
更
届

基
礎
年
金
番
号
（
ま
た
は
個
人

番
号
、
年
金
証
書
記
号
番
号
）、

生
年
月
日
、
氏
名
、
電
話
番
号
、

住
所
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

【
個
人
番
号
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）

に
よ
り
届
出
す
る
際
の
添
付
書

類
に
つ
い
て
】

届
出
者
本
人
が
窓
口
で
届
書

を
提
出
す
る
場
合
は
、
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
カ
ー
ド
（
個
人
番
号

カ
ー
ド
）
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

お
持
ち
で
な
い
場
合
は
、
以

下
の
①
及
び
②
を
提
示
し
て
く

だ
さ
い
。
（
※
）

①
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
確
認
で
き

る
書
類
：
通
知
カ
ー
ド
、
個
人
番

号
の
表
示
が
あ
る
住
民
票
の

写
し

②
身
元
（
実
存
）
確
認
書
類
：運

転
免
許
証
、
パ
ス
ポ
ー
ト
、
在

留
カ
ー
ド
な
ど

（
※
）
郵
送
で
届
出
を
提
出
す

る
場
合
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
の
表
・
裏
両
面
、
ま
た
は

①
及
び
②
の
コ
ピ
ー
を
添
付
し

て
く
だ
さ
い
。

記
入
不
要

受
取
機
関
を
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
（
郵
便
局
）の

口
座
に
指
定
す
る
場
合
は
こ
ち
ら
へ
記
入

し
て
く
だ
さ
い

指
定
す
る
口
座
が
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ

ル
に
公
金
受
取
口
座
と
し
て
登

録
済
の
場
合
は
✔

必
ず
ど
ち
ら
か
を
ご
記

入
く
だ
さ
い
。

1 8 4 4 1

郵 便 番 号

（ ）－（ ）－（ 　）

受給権者 （フリガナ）

氏 名

住民票

※ 遺族年金を受給されている方については、書類（戸籍抄本等）が必要なため氏名に関する証明は不要です。

受給権者の個人番号

住 所

電 話 番 号

令和　 　年　　　　月　　　　日　　提出

 ㋑
a　  復籍　　 　ｂ　 養子縁組　　 　ｃ　　婚姻

変 更 の 理 由
   d   その他（　  　）

 ㋒ 備 考

令 和 年 月 日

印
市区町村長

※ 遺族年金を受給されている方は、氏名変更の理由を明らかにする書類
（戸籍抄本等）の添付が必要となります。

④

 ㋓ 氏 名 に 関 す る 証 明

戸　籍
上記の者の氏名は、現に に記載されていることを証明する。

 ㋐

（フリガナ）

変 更 前 の 氏 名 （氏） （名）　

③

（フリガナ）

変 更 後 の 氏 名 （氏） （名）　

② 明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平 ・ 令
年 月 日

生 年 月 日

受付番号
届書
コード

年金受給権者　氏名変更届

① 基 礎 年 金 番 号
基礎年金番号 年金コード

お よ び 年 金 コ ー ド

実施機関等

受付年月日

R0407
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口
座
名
義
（
本
人
名
義
）
を

カ
タ
カ
ナ
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

受
取
を
希
望
す
る
金
融

機
関
ま
た
は
ゆ
う
ち
ょ

銀
行
（
郵
便
局
）
の
証

明
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

た
だ
し
、
以
下
の
い
ず

れ
か
の
場
合
は
証
明
を

省
略
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

①
通通
帳帳
のの
ココ
ピピ
ーー
（
口

座
番
号
、
口
座
名
義
（カ

タ
カ
ナ
）
、
金
融
機
関
名
、

支
店
名
が
確
認
で
き
る

部
分
）
を
添
付
す
る
場

合 ②
デ
ジ
タ
ル
庁
が
運
営

す
る
ママ
イイ
ナナ
ポポ
ーー
タタ
ルル

にに
登登
録録
しし
てて
いい
るる
公公
金金

受受
取取
口口
座座
を
受
取
機
関

と
し
て
指
定
す
る
場
合

【
記
入
例
】

年
金
受
給
権
者

受
取
機
関
変
更
届

基
礎
年
金
番
号
（
ま
た
は
個
人

番
号
、
年
金
証
書
記
号
番
号
）、

生
年
月
日
、
氏
名
、
電
話
番
号
、

住
所
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

【
個
人
番
号
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）

に
よ
り
届
出
す
る
際
の
添
付
書

類
に
つ
い
て
】

届
出
者
本
人
が
窓
口
で
届
書

を
提
出
す
る
場
合
は
、
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
カ
ー
ド
（
個
人
番
号

カ
ー
ド
）
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

お
持
ち
で
な
い
場
合
は
、
以

下
の
①
及
び
②
を
提
示
し
て
く

だ
さ
い
。
（
※
）

①
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
確
認
で
き

る
書
類
：
通
知
カ
ー
ド
、
個
人
番

号
の
表
示
が
あ
る
住
民
票
の

写
し

②
身
元
（
実
存
）
確
認
書
類
：運

転
免
許
証
、
パ
ス
ポ
ー
ト
、
在

留
カ
ー
ド
な
ど

（
※
）
郵
送
で
届
出
を
提
出
す

る
場
合
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
の
表
・
裏
両
面
、
ま
た
は

①
及
び
②
の
コ
ピ
ー
を
添
付
し

て
く
だ
さ
い
。

記
入
不
要

受
取
機
関
を
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
（
郵
便
局
）の

口
座
に
指
定
す
る
場
合
は
こ
ち
ら
へ
記
入

し
て
く
だ
さ
い

指
定
す
る
口
座
が
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ

ル
に
公
金
受
取
口
座
と
し
て
登

録
済
の
場
合
は
✔

必
ず
ど
ち
ら
か
を
ご
記

入
く
だ
さ
い
。

1 8 4 4 1

郵 便 番 号

（ ）－（ ）－（ 　）

受給権者 （フリガナ）

氏 名

住民票

※ 遺族年金を受給されている方については、書類（戸籍抄本等）が必要なため氏名に関する証明は不要です。

受給権者の個人番号

住 所

電 話 番 号

令和　 　年　　　　月　　　　日　　提出

 ㋑
a　  復籍　　 　ｂ　 養子縁組　　 　ｃ　　婚姻

変 更 の 理 由
   d   その他（　  　）

 ㋒ 備 考

令 和 年 月 日

印
市区町村長

※ 遺族年金を受給されている方は、氏名変更の理由を明らかにする書類
（戸籍抄本等）の添付が必要となります。

④

 ㋓ 氏 名 に 関 す る 証 明

戸　籍
上記の者の氏名は、現に に記載されていることを証明する。

 ㋐

（フリガナ）

変 更 前 の 氏 名 （氏） （名）　

③

（フリガナ）

変 更 後 の 氏 名 （氏） （名）　

② 明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平 ・ 令
年 月 日

生 年 月 日

受付番号
届書
コード

年金受給権者　氏名変更届

① 基 礎 年 金 番 号
基礎年金番号 年金コード

お よ び 年 金 コ ー ド

実施機関等

受付年月日

R0407

複数の年金受給権をお持ちの方は、この届出により、他の年金についても氏名を変更します。

４．遺族年金を受けている方については、㋑「変更の理由」欄に記入した氏名変更の理由を明らかにする
　書類（戸籍抄本等）

　 ずつのコピーを同封の上、ご提出ください。

　個人番号カード（マイナンバーカード）

お返しいたします。（第三者証明、診断書等、原本返却できない書類もあります。）

＜＜添添付付書書類類のの取取扱扱いいににつついいてて＞＞

■ 添付書類は「コピー可」と記載されているもの以外は、原本を添付してください。
■ 戸籍の抄本、住民票等（年金請求等に用いることを目的として交付されたものを除きます。）の原本に

ついては、原本を提出した方から原本返却のお申出があった場合、コピーをとらせていただいた上で、

　【窓口で提出される場合】
　 上記（１）の場合は個人番号カード（マイナンバーカード）、（２）の場合はⅰとⅱ、１種類ずつの原本を

　【郵送で提出される場合】
　 上記（１）の場合は個人番号カード（マイナンバーカード）の両面のコピー、（２）の場合はⅰとⅱ、１種類

提提出出ににああたたっっててのの留留意意事事項項

２．㋓の証明が受けられないときは、戸籍抄本または住民票の写し

２．③、㋐および受給権者欄のフリガナは、カタカナではっきりと記入してください。

３．㋑は、該当する理由の記号を○で囲んでください。「その他」の場合は、具体的に（　）内に記入してください。

ここのの届届書書にに添添ええななけけれればばななららなないい書書類類

１．年金証書（複数の年金受給権をお持ちの方は全ての年金証書）

　 ご提示ください。

④欄に個人番号（マイナンバー）を記載することで省略できます。

３．個人番号（マイナンバー）を記入された場合は、個人番号の確認および届出される方の番号であることの
  確認が必要となるため、以下の（１）または（２）をご提出ください。

　ⅱご本人様確認のための書類（次のいずれか１種類）
 運転免許証、旅券、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳、在留カード等

（１）個人番号確認とご本人様確認の両方が証明できる書類

（２）個人番号確認とご本人様確認を別々の書類で証明する場合
　ⅰ個人番号確認のための書類
　　 住民票（個人番号記載のもの）または通知カード（氏名、住所等が住民票の記載と一致する場合に限る）

9 1 0 0 2 のように記入してください。

」

明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平 ・ 令

記記入入上上のの注注意意

１．②の元号は、該当する文字を○で囲んでください。たとえば、昭和２９年１０月２日生まれの場合は、

「 年 月 日

2

R0407
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任意継続組合員申出書

※任意継続組合員番号

所 属 所 名
職名 組合員番号 性別

フリガナ 男

・

女所属所コード 氏 名

生 年 月 日 年齢 退 職 年 月 日
組合員期間 ※任意継続組合員

資格取得年月日年 か月

昭和

・ 年 月 日

平成 歳 令和 年 月 日 令和 年 月 日

退職時の掛け金の基礎となった標準報酬月額（短期） 第 級 円

住 所 電 話 番 号

〒 － （自宅） － －

（携帯） － －

掛
金
振
替
及
び
給
付
受
取

給付金決定通知受け取り方法 〈メール希望の方のみメールアドレスを記入〉

＠
□メールで希望（右の欄にメールアドレスを記入）

□郵送で希望

掛金払込方法
（希望する払込方法

にレ点をつけること）

口 座 振 替 兼 給 付 金 受 取 口 座

□ か月単位
銀行

コード

支店

コード
口座種別 １ 普通

□ か月前納 千葉銀行 本店・支店

支所・出張所

口座番号
（右詰で記入

してください）□ か月前納

口

座

名

義

フリガナ 氏 名
※※千千葉葉銀銀行行確確認認欄欄

（口座振替依頼書

受領確認）氏 名

地方公務員等共済組合法第１４４条の２第１項の規定による任意継続組合員となることを希望するので申し出ます。

また、共済組合から給付される高額療養費、一部負担金払戻金及び家族療養費附加金等の短期給付金について

は、上記銀行口座に振り込みをお願いします。

公立学校共済組合千葉支部長 様

令和 年 月 日

申出書（氏 名）

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和 年 月 日 所属所名

電話番号

所属所長 職 名

氏 名

（注）１ ※欄は記入・押印しないこと。

２ 「被扶養者申告書」を添付すること。

３ 住所、氏名を明記した返信用封筒（角２、「定形外 ｇ 簡易書留」分の

切手貼付）を添付すること。

４ 任意継続掛金の払込みを退職の日から起算して２０日以内に行うこと。

資資 格格 確確 認認 書書 交交 付付 要要 否否 欄欄 □□要要 □□否否

※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。

なお、交交付付がが必必要要なな場場合合はは以以下下にに限限りりまますす。。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者

・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、解除した者

・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者

・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者

・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等が同行して資格確認を補助する必要がある要配慮者

所 属 所

受 付 印
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任意継続組合員申出書

※任意継続組合員番号

所 属 所 名
職名 組合員番号 性別

フリガナ 男

・

女所属所コード 氏 名

生 年 月 日 年齢 退 職 年 月 日
組合員期間 ※任意継続組合員

資格取得年月日年 か月

昭和

・ 年 月 日

平成 歳 令和 年 月 日 令和 年 月 日

退職時の掛け金の基礎となった標準報酬月額（短期） 第 級 円

住 所 電 話 番 号

〒 － （自宅） － －

（携帯） － －

掛
金
振
替
及
び
給
付
受
取

給付金決定通知受け取り方法 〈メール希望の方のみメールアドレスを記入〉

＠
□メールで希望（右の欄にメールアドレスを記入）

□郵送で希望

掛金払込方法
（希望する払込方法

にレ点をつけること）

口 座 振 替 兼 給 付 金 受 取 口 座

□ か月単位
銀行

コード

支店

コード
口座種別 １ 普通

□ か月前納 千葉銀行 本店・支店

支所・出張所

口座番号
（右詰で記入

してください）□ か月前納

口

座

名

義

フリガナ 氏 名
※※千千葉葉銀銀行行確確認認欄欄

（口座振替依頼書

受領確認）氏 名

地方公務員等共済組合法第１４４条の２第１項の規定による任意継続組合員となることを希望するので申し出ます。

また、共済組合から給付される高額療養費、一部負担金払戻金及び家族療養費附加金等の短期給付金について

は、上記銀行口座に振り込みをお願いします。

公立学校共済組合千葉支部長 様

令和 年 月 日

申出書（氏 名）

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和 年 月 日 所属所名

電話番号

所属所長 職 名

氏 名

（注）１ ※欄は記入・押印しないこと。

２ 「被扶養者申告書」を添付すること。

３ 住所、氏名を明記した返信用封筒（角２、「定形外 ｇ 簡易書留」分の

切手貼付）を添付すること。

４ 任意継続掛金の払込みを退職の日から起算して２０日以内に行うこと。

資資 格格 確確 認認 書書 交交 付付 要要 否否 欄欄 □□要要 □□否否

※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。

なお、交交付付がが必必要要なな場場合合はは以以下下にに限限りりまますす。。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者

・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、解除した者

・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者

・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者

・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等が同行して資格確認を補助する必要がある要配慮者

所 属 所

受 付 印

✔

✔

✔

任意継続組合員申出書

所属所 名 千葉県立〇〇高等学校
職名 組合員番号 性別

教諭

フリガナ キョウサイ タロウ 男

・

女所属所コード 氏 名 共済 太郎

生 年 月 日 年齢 退 職 年 月 日
組合員期間 ※任意継続組合員

資格取得年月日年 か月

昭和

・ 年 月 日

平成 歳 令和 年 月 日 令和 年 月 日

退職時の掛け金の基礎となった標準報酬月額（短期） 第 級 円

住 所 電 話 番 号

〒 －

千葉市中央区市場町〇 〇

（自宅） － －

（携帯） － －

掛
金
振
替
及
び
給
付
受
取

給付金決定通知受け取り方法 〈メール希望の方のみメールアドレスを記入〉

＠
□メールで希望（右の欄にメールアドレスを記入）

□郵送で希望

掛金払込方法
（希望する払込方法

にレ点をつけること）

口 座 振 替 兼 給 付 金 受 取 口 座

□ か月単位
銀行

コード

支店

コード
口座種別 １ 普通

□ か月前納 千葉銀行 県庁 本店・支店

支所・出張所

口座番号
（右詰で記入

してください）□ か月前納

口

座

名

義

フリガナ 氏 キョウサイ 名 タロウ
※※千千葉葉銀銀行行確確認認欄欄

（口座振替依頼書

受領確認）氏 名 共済 太郎

地方公務員等共済組合法第１４４条の２第１項の規定による任意継続組合員となることを希望するので申し出ます。

また、共済組合から給付される高額療養費、一部負担金払戻金及び家族療養費附加金等の短期給付金について

は、上記銀行口座に振り込みをお願いします。

公立学校共済組合千葉支部長 様

令和 年 月 日

申出書（氏 名） 共済 太郎

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和 年 月 日 所属所名 千葉県立〇〇高等学校

電話番号

所属所長 職 名 校長

氏 名 千葉 太郎

（注）１ ※欄は記入・押印しないこと。

２ 「被扶養者申告書」を添付すること。

３ 住所、氏名を明記した返信用封筒（角２、「定形外 ｇ 簡易書留」分の

切手貼付）を添付すること。

４ 任意継続掛金の払込みを退職の日から起算して２０日以内に行うこと。

※任意継続組合員番号
資資 格格 確確 認認 書書 交交 付付 要要 否否 欄欄 □□要要 □□否否

※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。

なお、交交付付がが必必要要なな場場合合はは以以下下にに限限りりまますす。。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者

・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、解除した者

・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者

・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者

・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等が同行して資格確認を補助する必要がある要配慮者

記入例 必ず☑記入してください

所 属 所

受 付 印

千葉銀行
確認印

Ｒ

療養費や付加給付の給付をする際、
その通知をメールでの受け取りを希望
する場合は、記入してください

必ず払い込み方法をひとつ選択
してください

本人署名日及び所属所証明日
は、退職日以降かつ退職の日か
ら 日以内

必ず所属所の受付印を押印して
ください（日付は退職日以降か
つ退職の日から 日以内）

口座振替依頼書を千葉銀行に
提出し、千葉銀行から確認印
を受けてください
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被扶養者申告書

下記のとおり申告します。

申告者氏名

ア 被扶養者の認定を申告しない

□ 被扶養者の認定を希望しません。

イ 退職時認定されていた被扶養者で継続する者

□ 退職時認定されていた被扶養者のうち、下記の者の継続を希望します。

フリガナ
性別 続 柄 生年月日 認定年月日

資格確認書

交付要否※氏 名

□要 □否

□要 □否

□要 □否

□要 □否

ウ 退職後新たに被扶養者として認定する者

□ 新たに下記の者の認定を希望します。

フリガナ

性別 続 柄 生年月日 認定年月日
資格確認書

交付要否氏 名

上記の□のうち、該当するものにチェックを入れてください。

※※資資格格確確認認書書のの交交付付がが必必要要なな場場合合はは、、「「☑☑要要」」記記入入ししててくくだだささいい。。

ななおお、、交交付付がが必必要要なな場場合合ににつついいててはは、、任任意意継継続続組組合合員員申申出出書書のの「「資資格格確確認認書書交交付付要要否否欄欄」」をを

参参照照ししててくくだだささいい。。
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被扶養者申告書

下記のとおり申告します。

申告者氏名

ア 被扶養者の認定を申告しない

□ 被扶養者の認定を希望しません。

イ 退職時認定されていた被扶養者で継続する者

□ 退職時認定されていた被扶養者のうち、下記の者の継続を希望します。

フリガナ
性別 続 柄 生年月日 認定年月日

資格確認書

交付要否※氏 名

□要 □否

□要 □否

□要 □否

□要 □否

ウ 退職後新たに被扶養者として認定する者

□ 新たに下記の者の認定を希望します。

フリガナ

性別 続 柄 生年月日 認定年月日
資格確認書

交付要否氏 名

上記の□のうち、該当するものにチェックを入れてください。

※※資資格格確確認認書書のの交交付付がが必必要要なな場場合合はは、、「「☑☑要要」」記記入入ししててくくだだささいい。。

ななおお、、交交付付がが必必要要なな場場合合ににつついいててはは、、任任意意継継続続組組合合員員申申出出書書のの「「資資格格確確認認書書交交付付要要否否欄欄」」をを

参参照照ししててくくだだささいい。。

✓✓

✓✓

✓✓

被扶養者申告書

下記のとおり申告します。

申告者氏名 共済 太郎

ア 被扶養者の認定を申告しない

□ 被扶養者の認定を希望しません。

イ 退職時認定されていた被扶養者で継続する者

□ 退職時認定されていた被扶養者のうち、下記の者の継続を希望します。

フリガナ
性別 続 柄 生年月日 認定年月日

資格確認書

交付要否※氏 名

キョウサイ ハナコ 女 妻

〇〇 〇 □要 □否
共済 花子
キョウサイ ハジメ 男 長男

〇〇 〇 □要 □否
共済 一

□要 □否

□要 □否

ウ 退職後新たに被扶養者として認定する者

□ 新たに下記の者の認定を希望します。

フリガナ

性別 続 柄 生年月日 認定年月日
資格確認書

交付要否氏 名

上記の□のうち、該当するものにチェックを入れてください。

※※資資格格確確認認書書のの交交付付がが必必要要なな場場合合はは、、「「☑☑要要」」記記入入ししててくくだだささいい。。

ななおお、、交交付付がが必必要要なな場場合合ににつついいててはは、、任任意意継継続続組組合合員員申申出出書書のの「「資資格格確確認認書書交交付付要要否否欄欄」」をを

参参照照ししててくくだだささいい。。

必ず☑記入してください

退職時点で認定されていた被扶養者を退職後
も継続して扶養する場合はこちらに記入

退職時点で認定されていなかった被扶養者を
退職後に新規に扶養する場合はこちらに記入

扶養する被扶養者がいない場合はこちらに記入

被扶養者として認定された年月日

記記入入例例
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経路 組組合合員員→→金金融融機機関関 

銀 行 提 出 用 

令和 年 月   日 

預金口座振替依頼書 

株式会社 千葉銀行 御中 

私は、公立学校共済組合千葉支部に支払うべき任意継続組合員の掛金を私名義口座からの口座振替

によって支払うことにしたいので、下記事項を確約の上、依頼します。 

組合員番号 

指定口座

銀行 

コード
0134 

支店 

コード

預金 

種別 
口座番号

千葉銀行  支店 １ 普通 

フリガナ

届 印 印 口 座

名 義

住    所 

電話番号 

（〒       -  ） 

〔電話     -  -     〕 

※届印は、通帳と同一の印鑑を押印してください。
振 替 日

10日 
（休日の場合は翌営業日） 

記 

１ 私が支払うべき公立学校共済組合千葉支部の任意継続組合員の掛金について、貴行に請求書が送

付されたときは、私に通知することなく請求書に記載された金額を預金口座から引き落としの上、お支

払いください。 

  なお、振替日が変更された場合には、請求書に記載された日をもって処理されても差し支えありませ

ん。 

２ 預金の引き落としにあたっては、当座勘定規定又は現金規定にかかわらず、小切手の振出又は預金

通帳及び預金請求書払戻の提出はいたしません。 

３ 預金口座の残高が振替日において請求書の金額に満たないときは、私に通知することなく請求書を

返却されても差し支えありません。 

４ この契約は、貴行が必要と認めた場合には、私に通知することなく解除されても異議はありません。 

５ 口座引き落としに関する領収書等は必要としません。 

６ この取り扱いについて、仮に紛議が生じても、貴行の責によるものを除き、貴行にはご迷惑をお掛けし 

ません。 

任任意意継継続続組組合合員員掛掛金金用用  
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経路 組組合合員員→→金金融融機機関関 

銀 行 提 出 用 

令和 年 月   日 

預金口座振替依頼書 

株式会社 千葉銀行 御中 

私は、公立学校共済組合千葉支部に支払うべき任意継続組合員の掛金を私名義口座からの口座振替

によって支払うことにしたいので、下記事項を確約の上、依頼します。 

組合員番号 

指定口座

銀行 

コード
0134 

支店 

コード

預金 

種別 
口座番号

千葉銀行  支店 １ 普通 

フリガナ

届 印 印 口 座

名 義

住    所 

電話番号 

（〒       -  ） 

〔電話     -  -     〕 

※届印は、通帳と同一の印鑑を押印してください。
振 替 日

10日 
（休日の場合は翌営業日） 

記 

１ 私が支払うべき公立学校共済組合千葉支部の任意継続組合員の掛金について、貴行に請求書が送

付されたときは、私に通知することなく請求書に記載された金額を預金口座から引き落としの上、お支

払いください。 

  なお、振替日が変更された場合には、請求書に記載された日をもって処理されても差し支えありませ

ん。 

２ 預金の引き落としにあたっては、当座勘定規定又は現金規定にかかわらず、小切手の振出又は預金

通帳及び預金請求書払戻の提出はいたしません。 

３ 預金口座の残高が振替日において請求書の金額に満たないときは、私に通知することなく請求書を

返却されても差し支えありません。 

４ この契約は、貴行が必要と認めた場合には、私に通知することなく解除されても異議はありません。 

５ 口座引き落としに関する領収書等は必要としません。 

６ この取り扱いについて、仮に紛議が生じても、貴行の責によるものを除き、貴行にはご迷惑をお掛けし 

ません。 

任任意意継継続続組組合合員員掛掛金金用用  

経路 組組合合員員→→金金融融機機関関

銀 行 提 出 用

令和 年 月 日

預金口座振替依頼書

株式会社 千葉銀行 御中

私は、公立学校共済組合千葉支部に支払うべき任意継続組合員の掛金を私名義口座からの口座振替

によって支払うことにしたいので、下記事項を確約の上、依頼します。

組合員番号

指定口座

銀行

コード
0134

支店

コード

預金

種別
口座番号

千葉銀行 支店 １ 普通

フリガナ

届 印 印口 座

名 義

住 所

電話番号

（〒 - ）

〔電話 - - 〕

※届印は、通帳と同一の印鑑を押印してください。
振 替 日

10日
（休日の場合は翌営業日）

記

１ 私が支払うべき公立学校共済組合千葉支部の任意継続組合員の掛金について、貴行に請求書が送

付されたときは、私に通知することなく請求書に記載された金額を預金口座から引き落としの上、お支

払いください。

なお、振替日が変更された場合には、請求書に記載された日をもって処理されても差し支えありませ

ん。

２ 預金の引き落としにあたっては、当座勘定規定又は現金規定にかかわらず、小切手の振出又は預金

通帳及び預金請求書払戻の提出はいたしません。

３ 預金口座の残高が振替日において請求書の金額に満たないときは、私に通知することなく請求書を

返却されても差し支えありません。

４ この契約は、貴行が必要と認めた場合には、私に通知することなく解除されても異議はありません。

５ 口座引き落としに関する領収書等は必要としません。

６ この取り扱いについて、仮に紛議が生じても、貴行の責によるものを除き、貴行にはご迷惑をお掛けし

ません。

任任意意継継続続組組合合員員掛掛金金用用

経路 組組合合員員→→金金融融機機関関 

銀 行 提 出 用 

令和 年 月   日 

預金口座振替依頼書 

 

株式会社 千葉銀行 御中 

私は、公立学校共済組合千葉支部に支払うべき任意継続組合員の掛金を私名義口座からの口座振替

によって支払うことにしたいので、下記事項を確約の上、依頼します。 

組合員番号 19870000 

指定口座

銀行 

コード
0134 

支店 

コード
004

預金 

種別 
口座番号

千葉銀行  県庁  支店 １ 普通 0 1 2 3 4 5 6 

フリガナ キョウサイ タロウ

届 印 印 口 座

名 義
共済 太郎 

住    所 

電話番号 

（〒  260  -  0819   ） 

千葉市 中央区 市場町 〇-〇 

〔電話 043 - 000  - 0000 〕 

※届印は、通帳と同一の印鑑を押印してください。
振 替 日

10日 
（休日の場合は翌営業日） 

記 

１ 私が支払うべき公立学校共済組合千葉支部の任意継続組合員の掛金について、貴行に請求書が送

付されたときは、私に通知することなく請求書に記載された金額を預金口座から引き落としの上、お支

払いください。 

  なお、振替日が変更された場合には、請求書に記載された日をもって処理されても差し支えありませ

ん。 

２ 預金の引き落としにあたっては、当座勘定規定又は現金規定にかかわらず、小切手の振出又は預金

通帳及び預金請求書払戻の提出はいたしません。 

３ 預金口座の残高が振替日において請求書の金額に満たないときは、私に通知することなく請求書を

返却されても差し支えありません。 

４ この契約は、貴行が必要と認めた場合には、私に通知することなく解除されても異議はありません。 

５ 口座引き落としに関する領収書等は必要としません。 

６ この取り扱いについて、仮に紛議が生じても、貴行の責によるものを除き、貴行にはご迷惑をお掛けし 

ません。 

任任意意継継続続組組合合員員掛掛金金用用  

印鑑 

必要事項を記入の上、千葉銀行へ提出してください。

※提出の際に、「任意継続組合員申出書」の『※銀行確認印』欄

に千葉銀行の確認印を受けてください
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１．退職日の翌日から再就職し、再就職先の健康保険の被保険者となるため

私は、任意継続組合員となることを希望しましたが、上記の理由により申し出を取り下げします。

また、払い込み済の掛金がある場合は、返還を請求します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 　〒

令和 年 月 日

＝注意事項＝
○本申請書の取下げはできませんので、よく確認した上で提出してください。
○任意継続組合員（被扶養者）の資格取得日以降に医療機関等を受診されている場合、
医療費の返還が生じる可能性があります。

電話 　　－ －　　

氏名

住所

申請者
兼

請求者

返還先の口座を○で囲んでください。（返還が発生しない場合もあります。）
※記入がない又は２を選択し未登録だった場合は、「１．口座振替兼給付金受取口座」に返還します。

円
返 還 請 求 金 額

※支部記入欄

返 還 の 対 象
となる前納掛金

２．公金受取口座（公的給付支給等口座）

※支部記入欄

３．その他（ ）

任意継続組合員申出書の取り下げ申請書 兼 任意継続掛金返還請求書

組 合 員
記 号 番 号

返還先口座

１．口座振替兼給付金受取口座（申し出された千葉銀行口座）

３．指定口座（下記に記入してください。）

口座番号 口座名義人(カナ)

銀行 支店 　預 金 種 別　 普　通

令和　 　年　 　月から令和　 　 年　 　 月まで（計 ヶ月分）

２．退職日の翌日から国民健康保険に加入する　又は　家族が加入する
　　健康保険の被扶養者になるため

氏名

退 職 時 の 所 属 所

退 職 年 月 日

公立千

【健康保険の名称】

令和 年 月 日

取　り　下　げ　の　理　由
添付書類

（該当する番号を○で囲んでください）

○任意継続組合員の資格確認
書（発行されている方のみ）
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１．退職日の翌日から再就職し、再就職先の健康保険の被保険者となるため

私は、任意継続組合員となることを希望しましたが、上記の理由により申し出を取り下げします。

また、払い込み済の掛金がある場合は、返還を請求します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 　〒

令和 年 月 日

＝注意事項＝
○本申請書の取下げはできませんので、よく確認した上で提出してください。
○任意継続組合員（被扶養者）の資格取得日以降に医療機関等を受診されている場合、
医療費の返還が生じる可能性があります。

電話 　　－ －　　

氏名

住所

申請者
兼

請求者

返還先の口座を○で囲んでください。（返還が発生しない場合もあります。）
※記入がない又は２を選択し未登録だった場合は、「１．口座振替兼給付金受取口座」に返還します。

円
返 還 請 求 金 額

※支部記入欄

返 還 の 対 象
となる前納掛金

２．公金受取口座（公的給付支給等口座）

※支部記入欄

３．その他（ ）

任意継続組合員申出書の取り下げ申請書 兼 任意継続掛金返還請求書

組 合 員
記 号 番 号

返還先口座

１．口座振替兼給付金受取口座（申し出された千葉銀行口座）

３．指定口座（下記に記入してください。）

口座番号 口座名義人(カナ)

銀行 支店 　預 金 種 別　 普　通

令和　 　年　 　月から令和　 　 年　 　 月まで（計 ヶ月分）

２．退職日の翌日から国民健康保険に加入する　又は　家族が加入する
　　健康保険の被扶養者になるため

氏名

退 職 時 の 所 属 所

退 職 年 月 日

公立千

【健康保険の名称】

令和 年 月 日

取　り　下　げ　の　理　由
添付書類

（該当する番号を○で囲んでください）

○任意継続組合員の資格確認
書（発行されている方のみ）

１．退職日の翌日から再就職し、再就職先の健康保険の被保険者となるため

私は、任意継続組合員となることを希望しましたが、上記の理由により申し出を取り下げします。

また、払い込み済の掛金がある場合は、返還を請求します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 　〒

令和　　　年　　　月　　　日

＝注意事項＝
○本申請書の取下げはできませんので、よく確認した上で提出してください。
○任意継続組合員（被扶養者）の資格取得日以降に医療機関等を受診されている場合、
　医療費の返還が生じる可能性があります。

電話 　　－　　　　　－　　

氏名

住所

申請者
兼

請求者

返還先の口座を○で囲んでください。（返還が発生しない場合もあります。）
※記入がない又は２を選択し未登録だった場合は、「１．口座振替兼給付金受取口座」に返還します。

　　　　　　　　　　　　円
返 還 請 求 金 額

※支部記入欄

返 還 の 対 象
となる前納掛金

２．公金受取口座（公的給付支給等口座）

※支部記入欄

３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

任意継続組合員申出書の取り下げ申請書 兼 任意継続掛金返還請求書

組 合 員
記 号 番 号

返還先口座

１．口座振替兼給付金受取口座（申し出された千葉銀行口座）

３．指定口座（下記に記入してください。）

口座番号 口座名義人(カナ)

　　　銀行 支店 　預 金 種 別　 普　通

令和　 　年　 　月から令和　 年　 月まで（計　　　ヶ月分）

２．退職日の翌日から国民健康保険に加入する　又は　家族が加入する
　　健康保険の被扶養者になるため

氏名

退 職 時 の 所 属 所

退 職 年 月 日

公立千

【健康保険の名称】

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

取　り　下　げ　の　理　由
添付書類

（該当する番号を○で囲んでください）

○任意継続組合員の資格確認
書（発行されている方のみ）

１．退職日の翌日から再就職し、再就職先の健康保険の被保険者となるため

私は、任意継続組合員となることを希望しましたが、上記の理由により申し出を取り下げします。

また、払い込み済の掛金がある場合は、返還を請求します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 　〒 ２６０－○△×□

令和　○　年　６　月　１５　日

＝注意事項＝
○本申請書の取下げはできませんので、よく確認した上で提出してください。
○任意継続組合員（被扶養者）の資格取得日以降に医療機関等を受診されている場合、
医療費の返還が生じる可能性があります。

口座番号

電話 ０４３ － ２２３ － ○△×□

○○健康保険組合

公立　千葉

千葉市中央区市場町○ー△

口座名義人(カナ)

住所

申請者
氏名兼

請求者

返還先の口座を○で囲んでください。（返還が発生しない場合もあります。）
※記入がない又は２を選択し未登録だった場合は、「１．口座振替兼給付金受取口座」に返還します。

返還先口座

返 還 請 求 金 額
※支部記入欄

円

　　　銀行 支店 　預 金 種 別　 普　通

１．口座振替兼給付金受取口座（申し出された千葉銀行口座）

３．指定口座（下記に記入してください。）

２．公金受取口座（公的給付支給等口座）

返 還 の 対 象
となる前納掛金

※支部記入欄

令和　  　年　  　月から令和　 　 年　 　 月まで（計　　　ヶ月分）

○任意継続組合員の資格確認
書（発行されている方のみ）

【健康保険の名称】

２．退職日の翌日から国民健康保険に加入する　又は　家族が加入する
　　健康保険の被扶養者になるため

３．その他（ ）

任意継続組合員申出書の取り下げ申請書 兼 任意継続掛金返還請求書

組 合 員
記 号 番 号

公立千 氏名 公立　千葉

退 職 時 の 所 属 所 千葉県立○○○○高等学校

取　り　下　げ　の　理　由

退 職 年 月 日 令和 ○ 年 ３ 月　　３１　　日

添付書類
（該当する番号を○で囲んでください）

８桁の数字を記入

支部で未経過部分を計算するため記入不要

原則、「１」又は「２」を返還先口座として選択すること。
やむを得ない理由により「３」を希望される場合は、銀行名・支店名・口座番号・口座名義人（カナ）

を記入すること。

申請書提出年月日を記入
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１．再就職し、再就職先の健康保険の被保険者となった

令和　　　年　　　月　　　日

３．任意継続組合員が死亡した

地方公務員等共済組合法第144条の2第5項の規定により、任意継続組合員でなくなることを申し出ます。

また、任意継続組合員の資格喪失に伴い、掛金の還付を請求します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 　〒

令和 年 月 日

電話

（任意継続組合員との続柄： ）

氏名

住所

【 死 亡 年 月 日 】 令和 年 月 日

申出者
兼

請求者

還付先の口座を○で囲んでください。（還付が発生しない場合もあります。）
※記入がない又は２を選択し未登録だった場合は、「１．口座振替兼給付金受取口座」に還付します。

円
還 付 請 求 金 額

※支部記入欄

○死亡日が分かる書類の写し
○相続人が還付請求する場合は、請求者が先
順位の相続人であることが分かる書類（戸籍
謄本の写し）

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

還 付 の 対 象
となる前納掛金

普　通

　　－ －　　

任意継続組合員資格喪失申出書 兼 任意継続掛金還付請求書

任 意 継 続 組 合 員
記 号 番 号

公立千Ｎ

還付先口座

１．口座振替兼給付金受取口座（申し出された千葉銀行口座）

３．指定口座（下記に記入してください。）

口座番号 口座名義人(カナ)

銀行 支店 　預 金 種 別　

２．公金受取口座（公的給付支給等口座）

令和 年 月から令和 年 月まで（計 ヶ月分）

資 格 喪 失 証 明 書 の 発 行 希 望 に つ い て 希望する　・　希望しない

※ 資格喪失日は、この申出書を共済組合が受理した日の
属する月の翌月の初日です。

資格喪失日以降、速やかに当支部に
返納してください。

※支部記入欄

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日
（任意継続組合員の資格取得年月日の前日）

令和 年 月 日

氏名

２．国民健康保険に加入する　又は　家族が加入する
　　健康保険の被扶養者になる

資 格 喪 失 年 月 日

退 職 年 月 日

【 加 入 年 月 日 】

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

資　格　喪　失　理　由
（該当する番号を○で囲んでください）

添付書類

○就職先で交付された資格情報のお知らせ又
は資格確認書の写し等
※公立学校共済組合千葉支部に加入の場合は不要

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）【健康保険の名称】
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１．再就職し、再就職先の健康保険の被保険者となった

令和　　　年　　　月　　　日

３．任意継続組合員が死亡した

地方公務員等共済組合法第144条の2第5項の規定により、任意継続組合員でなくなることを申し出ます。

また、任意継続組合員の資格喪失に伴い、掛金の還付を請求します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 　〒

令和 年 月 日

電話

（任意継続組合員との続柄： ）

氏名

住所

【 死 亡 年 月 日 】 令和 年 月 日

申出者
兼

請求者

還付先の口座を○で囲んでください。（還付が発生しない場合もあります。）
※記入がない又は２を選択し未登録だった場合は、「１．口座振替兼給付金受取口座」に還付します。

円
還 付 請 求 金 額

※支部記入欄

○死亡日が分かる書類の写し
○相続人が還付請求する場合は、請求者が先
順位の相続人であることが分かる書類（戸籍
謄本の写し）

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

還 付 の 対 象
となる前納掛金

普　通

　　－ －　　

任意継続組合員資格喪失申出書 兼 任意継続掛金還付請求書

任 意 継 続 組 合 員
記 号 番 号

公立千Ｎ

還付先口座

１．口座振替兼給付金受取口座（申し出された千葉銀行口座）

３．指定口座（下記に記入してください。）

口座番号 口座名義人(カナ)

銀行 支店 　預 金 種 別　

２．公金受取口座（公的給付支給等口座）

令和 年 月から令和 年 月まで（計 ヶ月分）

資 格 喪 失 証 明 書 の 発 行 希 望 に つ い て 希望する　・　希望しない

※ 資格喪失日は、この申出書を共済組合が受理した日の
属する月の翌月の初日です。

資格喪失日以降、速やかに当支部に
返納してください。

※支部記入欄

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日
（任意継続組合員の資格取得年月日の前日）

令和 年 月 日

氏名

２．国民健康保険に加入する　又は　家族が加入する
　　健康保険の被扶養者になる

資 格 喪 失 年 月 日

退 職 年 月 日

【 加 入 年 月 日 】

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

資　格　喪　失　理　由
（該当する番号を○で囲んでください）

添付書類

○就職先で交付された資格情報のお知らせ又
は資格確認書の写し等
※公立学校共済組合千葉支部に加入の場合は不要

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）【健康保険の名称】

１．再就職し、再就職先の健康保険の被保険者となった

令和　　　年　　　月　　　日

３．任意継続組合員が死亡した

地方公務員等共済組合法第144条の2第5項の規定により、任意継続組合員でなくなることを申し出ます。

また、任意継続組合員の資格喪失に伴い、掛金の還付を請求します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 　〒

令和　　　年　　　月　　　日

電話

（任意継続組合員との続柄：　　　　　　　）

氏名

住所

【 死 亡 年 月 日 】 令和　　　年　　　月　　　日

申出者
兼

請求者

還付先の口座を○で囲んでください。（還付が発生しない場合もあります。）
※記入がない又は２を選択し未登録だった場合は、「１．口座振替兼給付金受取口座」に還付します。

　　　　　　　　　　　　円
還 付 請 求 金 額

※支部記入欄

○死亡日が分かる書類の写し
○相続人が還付請求する場合は、請求者が先
順位の相続人であることが分かる書類（戸籍
謄本の写し）

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

還 付 の 対 象
となる前納掛金

普　通

　　－　　　　　－　　

任意継続組合員資格喪失申出書 兼 任意継続掛金還付請求書

任 意 継 続 組 合 員
記 号 番 号

公立千Ｎ

還付先口座

１．口座振替兼給付金受取口座（申し出された千葉銀行口座）

３．指定口座（下記に記入してください。）

口座番号 口座名義人(カナ)

　　　銀行 支店 　預 金 種 別　

２．公金受取口座（公的給付支給等口座）

令和　  　年　  　月から令和　  　年　　  月まで（計　　　ヶ月分）

資 格 喪 失 証 明 書 の 発 行 希 望 に つ い て 希望する　・　希望しない

※　資格喪失日は、この申出書を共済組合が受理した日の
　属する月の翌月の初日です。

資格喪失日以降、速やかに当支部に
返納してください。

※支部記入欄

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日
（任意継続組合員の資格取得年月日の前日）

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

氏名

２．国民健康保険に加入する　又は　家族が加入する
　　健康保険の被扶養者になる

資 格 喪 失 年 月 日

退 職 年 月 日

【 加 入 年 月 日 】

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

資　格　喪　失　理　由
（該当する番号を○で囲んでください）

添付書類

○就職先で交付された資格情報のお知らせ又
は資格確認書の写し等
※公立学校共済組合千葉支部に加入の場合は不要

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）【健康保険の名称】

１．再就職し、再就職先の健康保険の被保険者となった

令和　○　年　４　月　１　日

○○健康保険組合 　　　　　　　　　　

３．任意継続組合員が死亡した

地方公務員等共済組合法第144条の2第5項の規定により、任意継続組合員でなくなることを申し出ます。

また、任意継続組合員の資格喪失に伴い、掛金の還付を請求します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 〒 ２６０－○△×□

令和　○　年　６　月　１５　日

電話

○就職先で交付された資格情報のお知らせ又
は資格確認書の写し等
※公立学校共済組合千葉支部に加入の場合は不要【 加 入 年 月 日 】

任意継続組合員資格喪失申出書 兼 任意継続掛金還付請求書

任 意 継 続 組 合 員
記 号 番 号

公立千Ｎ 氏名 公立　千葉

退 職 年 月 日 令和　　○　　年　　３　　月　　３１　　日

（任意継続組合員証の資格取得年月日の前日）

資 格 喪 失 年 月 日 令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

資　格　喪　失　理　由 添付書類
（該当する番号を○で囲んでください）

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）【健康保険の名称】

２．国民健康保険に加入する　又は　家族が加入する
　　健康保険の被扶養者になる

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

※ 資格喪失日は、この申出書を共済組合が受理した日の
属する月の翌月の初日です。

資格喪失日以降、速やかに当支部に
返納してください。

○死亡日が分かる書類の写し
○相続人が還付請求する場合は、請求者が先
順位の相続人であることが分かる書類（戸籍
謄本の写し）

【 死 亡 年 月 日 】 令和 年 月 日 ○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

資 格 喪 失 証 明 書 の 発 行 希 望 に つ い て 希望する　・　希望しない

還 付 の 対 象
となる前納掛金

※支部記入欄

令和　  　年　  　月から令和　  　年　　  月まで（計　　　ヶ月分）

還 付 請 求 金 額
※支部記入欄

円

還付先の口座を○で囲んでください。（還付が発生しない場合もあります。）
※記入がない又は２を選択し未登録だった場合は、「１．口座振替兼給付金受取口座」に還付します。

還付先口座

１．口座振替兼給付金受取口座（申し出された千葉銀行口座）

３．指定口座（下記に記入してください。）

　　　銀行 支店 　預 金 種 別　 普　通

口座番号

２．公金受取口座（公的給付支給等口座）

（任意継続組合員との続柄：　本人　　）

０４３ － ２２３ － ○△×□

口座名義人(カナ)

住所
申出者

兼 氏名
請求者

千葉市中央区市場町○ー△

公立　千葉

資格喪失理由が「２.国保加入又

は家族の被扶養者になる」場合は

必要となります。

原則、「１」又は「２」を還付先口座として選択すること。
やむを得ない理由により「３」を希望される場合は、銀行名・支店名・口座番号・口座名義人

（カナ）を記入すること。

支部で未経過部分を計算するため記入不要

資格喪失日を記入。不明な場合は、空欄可

６桁の数字を記入

請求書提出年月日を記入
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１．再就職し、再就職先の健康保険の被保険者となった

令和　　　年　　　月　　　日

３．任意継続組合員が死亡した

地方公務員等共済組合法第144条の2第5項の規定により、任意継続組合員でなくなることを申し出ます。

また、任意継続組合員の資格喪失に伴い、掛金の還付を請求します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 〒 ２６０－○△×□

令和　○　年　６　月　１５　日

電話

（任意継続組合員との続柄：　妻　）

０４３ － ２２３ － ○△×□

口座名義人(カナ)

住所 千葉市中央区市場町○ー△
申出者
兼 氏名 公立　花子

請求者

還付先の口座を○で囲んでください。（還付が発生しない場合もあります。）
※記入がない又は２を選択し未登録だった場合は、「１．口座振替兼給付金受取口座」に還付します。

還付先口座

１．口座振替兼給付金受取口座（申し出された千葉銀行口座）

３．指定口座（下記に記入してください。）

　　　銀行 支店 　預 金 種 別　 普　通

口座番号

２．公金受取口座（公的給付支給等口座）

還 付 の 対 象
となる前納掛金

※支部記入欄

令和　 　年　 　月から令和　 　年　　 月まで（計　　　ヶ月分）

還 付 請 求 金 額
※支部記入欄

　　　　　　　　　　　　円

○死亡日が分かる書類の写し
○相続人が還付請求する場合は、請求者が先
順位の相続人であることが分かる書類（戸籍
謄本の写し）

【 死 亡 年 月 日 】 令和　〇　年　〇　月　〇　日 ○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

資 格 喪 失 証 明 書 の 発 行 希 望 に つ い て 希望する　・　希望しない

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）【健康保険の名称】

２．国民健康保険に加入する　又は　家族が加入する
　　健康保険の被扶養者になる

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

※　資格喪失日は、この申出書を共済組合が受理した日の
　属する月の翌月の初日です。

資格喪失日以降、速やかに当支部に
返納してください。

○就職先で交付された資格情報のお知らせ又
は資格確認書の写し等
※公立学校共済組合千葉支部に加入の場合は不要【 加 入 年 月 日 】

任意継続組合員資格喪失申出書 兼 任意継続掛金還付請求書

任 意 継 続 組 合 員
記 号 番 号

公立千Ｎ 氏名 公立　千葉

退 職 年 月 日 令和　　○　　年　　３　　月　　３１　　日

（任意継続組合員証の資格取得年月日の前日）

資 格 喪 失 年 月 日 令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

資　格　喪　失　理　由 添付書類
（該当する番号を○で囲んでください）

被扶養者であった方が国保に加入

する場合は、必要です。

還付請求者名義の口座を記入し、記入した内容が確認できる通帳の写しを添付してください。

支部で未経過部分を計算するため記入不要

資格喪失日を記入。不明な場合は、空欄可

６桁の数字を記入。

不明の場合は未記入

請求書提出年月日を記入

在在  職職  等等  証証  明明  書書  

住  所

氏  名

生年月日   年  月  日

上記の者は、下記のとおり当社に在職（中である・した）ことを証明する。

在職

期間

現 在 在 職 中 の 場 合 年  月  日 ～ 在職中

在職期間があらかじめ

定められている場合
年  月  日 ～ 年  月  日

すでに退職している場合   年  月  日 ～ 年  月  日

在職中の身分

（該当を○で囲む。）

正社員・パート社員・臨時雇

その他（ ）

勤 務 態 様

１ 勤務日 イ 週（ ）日

ロ シフト制、不定期

ハ （  ）

２ １日の勤務時間（ ）時間

賃 金

１ 基本賃金

イ 時間給・日給・月給（   円）

ロ 出来高給

内容

  基本単価 円

２ 諸手当（交通費を含む）

（ 手当  円）

（ 手当  円）

３ 賞与（有・無）

  （支給回数  回   円／回）

給 料 日

支 給 実 績

＊＊直直近近のの支支給給月月かからら過過去去 11年年間間分分  

＊＊交交通通費費をを含含むむ総総支支給給額額  

（（所所得得税税、、社社会会保保険険料料等等控控除除前前））  

で記入してください。

年１月  円

  年２月  円

  年３月  円

  年４月  円

  年５月  円

  年６月  円

  年７月  円

  年８月  円

  年９月  円

  年10月   円 

  年11月   円 

  年12月 円

備 考

上記支給期間中に身分・勤務態様・賃金等に変更があった場合は、変更の時期・

内容を記入してください。

令和  年  月  日

住  所

会 社 名
代表者名 印

電話番号

担当者名   担当者連絡先 30



１．再就職し、再就職先の健康保険の被保険者となった

令和　　　年　　　月　　　日

３．任意継続組合員が死亡した

地方公務員等共済組合法第144条の2第5項の規定により、任意継続組合員でなくなることを申し出ます。

また、任意継続組合員の資格喪失に伴い、掛金の還付を請求します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 〒 ２６０－○△×□

令和　○　年　６　月　１５　日

電話

（任意継続組合員との続柄：　妻　）

０４３ － ２２３ － ○△×□

口座名義人(カナ)

住所 千葉市中央区市場町○ー△
申出者
兼 氏名 公立　花子

請求者

還付先の口座を○で囲んでください。（還付が発生しない場合もあります。）
※記入がない又は２を選択し未登録だった場合は、「１．口座振替兼給付金受取口座」に還付します。

還付先口座

１．口座振替兼給付金受取口座（申し出された千葉銀行口座）

３．指定口座（下記に記入してください。）

　　　銀行 支店 　預 金 種 別　 普　通

口座番号

２．公金受取口座（公的給付支給等口座）

還 付 の 対 象
となる前納掛金

※支部記入欄

令和　 　年　 　月から令和　 　年　　 月まで（計　　　ヶ月分）

還 付 請 求 金 額
※支部記入欄

　　　　　　　　　　　　円

○死亡日が分かる書類の写し
○相続人が還付請求する場合は、請求者が先
順位の相続人であることが分かる書類（戸籍
謄本の写し）

【 死 亡 年 月 日 】 令和　〇　年　〇　月　〇　日 ○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

資 格 喪 失 証 明 書 の 発 行 希 望 に つ い て 希望する　・　希望しない

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）【健康保険の名称】

２．国民健康保険に加入する　又は　家族が加入する
　　健康保険の被扶養者になる

○任意継続組合員の資格確認書又は任意継続
組合員証・被扶養者証
（発行されている方のみ）

※　資格喪失日は、この申出書を共済組合が受理した日の
　属する月の翌月の初日です。

資格喪失日以降、速やかに当支部に
返納してください。

○就職先で交付された資格情報のお知らせ又
は資格確認書の写し等
※公立学校共済組合千葉支部に加入の場合は不要【 加 入 年 月 日 】

任意継続組合員資格喪失申出書 兼 任意継続掛金還付請求書

任 意 継 続 組 合 員
記 号 番 号

公立千Ｎ 氏名 公立　千葉

退 職 年 月 日 令和　　○　　年　　３　　月　　３１　　日

（任意継続組合員証の資格取得年月日の前日）

資 格 喪 失 年 月 日 令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

資　格　喪　失　理　由 添付書類
（該当する番号を○で囲んでください）

被扶養者であった方が国保に加入

する場合は、必要です。

還付請求者名義の口座を記入し、記入した内容が確認できる通帳の写しを添付してください。

支部で未経過部分を計算するため記入不要

資格喪失日を記入。不明な場合は、空欄可

６桁の数字を記入。

不明の場合は未記入

請求書提出年月日を記入

在在  職職  等等  証証  明明  書書  

住  所

氏  名

生年月日   年  月  日

上記の者は、下記のとおり当社に在職（中である・した）ことを証明する。

在職

期間

現 在 在 職 中 の 場 合 年  月  日 ～ 在職中

在職期間があらかじめ

定められている場合
年  月  日 ～ 年  月  日

すでに退職している場合   年  月  日 ～ 年  月  日

在職中の身分

（該当を○で囲む。）

正社員・パート社員・臨時雇

その他（ ）

勤 務 態 様

１ 勤務日 イ 週（ ）日

ロ シフト制、不定期

ハ （  ）

２ １日の勤務時間（ ）時間

賃 金

１ 基本賃金

イ 時間給・日給・月給（   円）

ロ 出来高給

内容

  基本単価 円

２ 諸手当（交通費を含む）

（ 手当  円）

（ 手当  円）

３ 賞与（有・無）

  （支給回数  回   円／回）

給 料 日

支 給 実 績

＊＊直直近近のの支支給給月月かからら過過去去 11年年間間分分  

＊＊交交通通費費をを含含むむ総総支支給給額額  

（（所所得得税税、、社社会会保保険険料料等等控控除除前前））  

で記入してください。

年１月  円

  年２月  円

  年３月  円

  年４月  円

  年５月  円

  年６月  円

  年７月  円

  年８月  円

  年９月  円

  年10月   円 

  年11月   円 

  年12月 円

備 考

上記支給期間中に身分・勤務態様・賃金等に変更があった場合は、変更の時期・

内容を記入してください。

令和  年  月  日

住  所

会 社 名
代表者名 印

電話番号

担当者名   担当者連絡先

在在  職職  等等  証証  明明  書書  

住  所 千千葉葉市市中中央央区区市市場場町町 11111111

氏  名 共共済済  花花子子

生年月日 平平成成７７年年５５月月１１５５日日

上記の者は、下記のとおり当社に在職（中である・した）ことを証明する。

在

職

期

間

現 在 在 職 中 の 場 合 令令和和３３  年 ４４月 １１日 ～ 在職中

在職期間があらかじめ

定められている場合
年  月  日 ～ 年  月  日

すでに退職している場合
年  月  日 ～ 年  月  日

在職中の身分

（該当を○で囲む。）

正社員・パート社員・臨時雇

その他（ ）

勤 務 態 様

１ 勤務日 イ 週（ ）日

ロ シフト制、不定期

ハ （  ）

２ １日の勤務時間（  ６６  ）時間

賃 金

１ 基本賃金

イ 時間給・日給・月給（  ８８７７００    円）

ロ 出来高給

内容

  基本単価 円

２ 諸手当（交通費を含む）

（   通通勤勤    手当 月月額額    1122,,000000円）

（   手当 円）

３ 賞与（有・無）

  （支給回数    回  円／回）

給 料 日

１１５５日日  

支 給 実 績

＊＊直直近近のの支支給給月月かからら過過去去 11年年間間分分  

＊＊交交通通費費をを含含むむ総総支支給給額額  

（（所所得得税税、、社社会会保保険険料料等等控控除除前前））  

で記入してください。

令和〇年 ６月 8899,,000000 円 

令和〇年 ７月 6677,,000000  円 

令和〇年 ８月 9988,,770000  円 

令和〇年 ９月 110099,,220000  円 

令和〇年１０月 7722,,440000  円 

令和〇年１１月 8888,,990000  円 

令和〇年１２月  8855,,000000 円 

令和△年 １月  9933,,550000  円 

令和△年 ２月 110088,,990000  円 

令和△年 ３月 111133,,550000  円 

令和△年 ４月  9966,,330000 円 

令和△年 ５月 8888,,000000  円 

備 考

上記支給期間中に身分・勤務態様・賃金等に変更があった場合は、変更の時期・内容

を記入してください。

住   所 千千葉葉市市中中央央区区市市場場町町 11--11

会  社  名 ㈱㈱○○○○○○○○  

代表者名 ○○○○  ○○○○    ㊞

電話番号 ００２２２２－－２２６６１１－－××××××××  

例例：：1122月月分分勤勤務務のの支支給給がが 11月月 1155日日のの場場合合はは 11月月にに記記入入

令和　△△　　年　６６　　月 ２０２０　　日

31



ＮＮ

年 月

氏 名
才

（就職･離職等の年月日）

令和 年 月 日

有

無 年 月 日 〒　　 －

円

年号 年号

１ ２

年号 年号

上記のとおり申告します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

住　所
令和 年 月 日 申告者

氏　名

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。　　

〒
令和 年 月 日

(注) 1 この申告書は、被扶養者の要件を備えるに至った場合はその日より3300日日以以内内に、

      欠くに至った場合は速やかに提出してください。

 　  （30日を過ぎた認定申告は、当支部での申告受付日からの認定になります。）

 　  2 年間所得推計額は、その者の恒常的な収入として見込まれる勤労所得、資産所得、

 　 　事業所得、その他の所得の推計額を記入してください。

     3 ※は記入しないでください。

※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。
　なお、交付が必要な場合は以下に限ります。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者
・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、
　利用登録解除者
・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者
・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する
　必要がある要配慮者

資格確認書交付要否欄（特別認定の場合、☑☑記記入入してください）

被被扶扶養養者者認認定定･･取取消消申申告告書書

電 話 番 号

所 属 所 住 所

所 属 所 名

所 属 所 長 名

普
通

特
別

扶
養
替
え

年 月 日 年 月 日
他
制
度

転
　
出

死
　
亡

収
入
超
過

超
過
見
込

送
金
な
し

※　資 格 取 得（認定） ※　資 格 喪 失（取消）

※
認定
区分

※　　判　　定　　及　　び　　そ　　の　　理　　由

※　資 格 取 得（受付） ※　資 格 喪 失（受付） ※資格喪失区分（認定取消）

年 月 日 年 月 日

年間所得推計額 給与事務担当者氏名
同居

別居

職　業 扶養手当認定（有の場合のみ記入）
同居別居

の別

現　　住　　所
（組合員と別居の場合のみ記入）事実発生日

月 日

理由

令和 年

被扶養配偶者の基礎年金番号
（配偶者の場合のみ記入）

被扶養者の要件を備える又は欠くに至った
事実発生日及びその理由

男

女

月 日
昭和

平成

令和

（フ　リ　ガ　ナ）
生　　年　　月　　日

満年齢 性 別 続柄
(コード)

認定（取消）を受けようとする者の氏名

年号 年

所属所コード
組合員番号

生 年 月 日
昭和
平成

日

所属所名 組合員氏名

普通認定⇒特別認定

取消

特別認定⇒普通認定

特別認定

該当の左欄に○を記入してください。

普通認定

□要　　　□否

所 属 所

受 付 印

扶

＊＊
認認
定定
のの
場場
合合
はは
、、
個個
人人
番番
号号
記記
入入
用用
紙紙
をを
添添
付付
。。
（（
出出
生生
のの
場場
合合
はは
、、
個
人
番
号
の
通
知
ま
で
時
間
を
要
す
る
こ
と
が
あ
り
、

認
定
が
遅
れ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か
ら
後後
日日
提提
出出
もも
可可
。。
））
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ＮＮ

年 月

氏 名
才

（就職･離職等の年月日）

令和 年 月 日

有

無 年 月 日 〒　　 －

円

年号 年号

１ ２

年号 年号

上記のとおり申告します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

住　所
令和 年 月 日 申告者

氏　名

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。　　

〒
令和 年 月 日

(注) 1 この申告書は、被扶養者の要件を備えるに至った場合はその日より3300日日以以内内に、

      欠くに至った場合は速やかに提出してください。

 　  （30日を過ぎた認定申告は、当支部での申告受付日からの認定になります。）

 　  2 年間所得推計額は、その者の恒常的な収入として見込まれる勤労所得、資産所得、

 　 　事業所得、その他の所得の推計額を記入してください。

     3 ※は記入しないでください。

※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。
　なお、交付が必要な場合は以下に限ります。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者
・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、
　利用登録解除者
・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者
・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する
　必要がある要配慮者

資格確認書交付要否欄（特別認定の場合、☑☑記記入入してください）

被被扶扶養養者者認認定定･･取取消消申申告告書書

電 話 番 号

所 属 所 住 所

所 属 所 名

所 属 所 長 名

普
通

特
別

扶
養
替
え

年 月 日 年 月 日
他
制
度

転
　
出

死
　
亡

収
入
超
過

超
過
見
込

送
金
な
し

※　資 格 取 得（認定） ※　資 格 喪 失（取消）

※
認定
区分

※　　判　　定　　及　　び　　そ　　の　　理　　由

※　資 格 取 得（受付） ※　資 格 喪 失（受付） ※資格喪失区分（認定取消）

年 月 日 年 月 日

年間所得推計額 給与事務担当者氏名
同居

別居

職　業 扶養手当認定（有の場合のみ記入）
同居別居

の別

現　　住　　所
（組合員と別居の場合のみ記入）事実発生日

月 日

理由

令和 年

被扶養配偶者の基礎年金番号
（配偶者の場合のみ記入）

被扶養者の要件を備える又は欠くに至った
事実発生日及びその理由

男

女

月 日
昭和

平成

令和

（フ　リ　ガ　ナ）
生　　年　　月　　日

満年齢 性 別 続柄
(コード)

認定（取消）を受けようとする者の氏名

年号 年

所属所コード
組合員番号

生 年 月 日
昭和
平成

日

所属所名 組合員氏名

普通認定⇒特別認定

取消

特別認定⇒普通認定

特別認定

該当の左欄に○を記入してください。

普通認定

□要　　　□否

所 属 所

受 付 印

扶

＊＊
認認
定定
のの
場場
合合
はは
、、
個個
人人
番番
号号
記記
入入
用用
紙紙
をを
添添
付付
。。
（（
出出
生生
のの
場場
合合
はは
、、
個
人
番
号
の
通
知
ま
で
時
間
を
要
す
る
こ
と
が
あ
り
、

認
定
が
遅
れ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か
ら
後後
日日
提提
出出
もも
可可
。。
））

ＮＮ

○ 年 ○ 月 ○

氏 名
才

（就職･離職等の年月日）

令和 〇 年 月 日

有

無 年 月 日 〒　　 －

円

年号 年号

１ ２

年号 年号

上記のとおり申告します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

住　所
令和 〇〇 年 月 日 申告者

氏　名

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。　　

〒
令和 年 月 日

(注) 1 この申告書は、被扶養者の要件を備えるに至った場合はその日より3300日日以以内内に、

      欠くに至った場合は速やかに提出してください。

 　  （30日を過ぎた認定申告は、当支部での申告受付日からの認定になります。）

 　  2 年間所得推計額は、その者の恒常的な収入として見込まれる勤労所得、資産所得、

 　 　事業所得、その他の所得の推計額を記入してください。

     3 ※は記入しないでください。

所 属 所 名

所 属 所 長 名

普
通

　　千千葉葉市市中中央央区区市市場場町町〇〇－－〇〇

千葉　太郎

電 話 番 号

所 属 所 住 所

特
別

扶
養
替
え

年 月 日 年 月 日
他
制
度

転
　
出

死
　
亡

収
入
超
過

超
過
見
込

送
金
な
し

※　資 格 取 得（認定） ※　資 格 喪 失（取消）

※
認定
区分

※　　判　　定　　及　　び　　そ　　の　　理　　由

※　資 格 取 得（受付） ※　資 格 喪 失（受付） ※資格喪失区分（認定取消）

年 月 日 年 月 日

年間所得推計額 給与事務担当者氏名
同居

別居

職　業 扶養手当認定（有の場合のみ記入）
同居別居

の別

現　　住　　所
（組合員と別居の場合のみ記入）事実発生日

無職

月 日

理由
退職のため

令和 〇〇 年

被扶養配偶者の基礎年金番号
（配偶者の場合のみ記入）

被扶養者の要件を備える又は欠くに至った
事実発生日及びその理由

男
妻

千千葉葉 花花子子 〇
女

月 日
昭和

平成

令和

〇 〇 〇 〇 〇 〇

（フ　リ　ガ　ナ）
生　　年　　月　　日

満年齢 性 別 続柄
(コード)

認定（取消）を受けようとする者の氏名

チチババ ハナコ 年号 年

所属所コード
組合員番号

生 年 月 日
昭和
平成

日

被被扶扶養養者者認認定定･･取取消消申申告告書書
所属所名 組合員氏名 千千葉葉　　太太郎郎

特別認定 □要　　　☑否
普通認定⇒特別認定

※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。
　なお、交付が必要な場合は以下に限ります。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者
・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、
　利用登録解除者
・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者
・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する
　必要がある要配慮者

特別認定⇒普通認定

取消

該当の左欄に○を記入してください。

普通認定 資格確認書交付要否欄（特別認定の場合、☑☑記記入入してください）

所 属 所

受 付 印

扶

＊＊
認認
定定
のの
場場
合合
はは
、、
個個
人人
番番
号号
記記
入入
用用
紙紙
をを
添添
付付
。。
（（
出出
生生
のの
場場
合合
はは
、、
個
人
番
号
の
通
知
ま
で
時
間
を
要
す
る
こ
と
が
あ
り
、

認
定
が
遅
れ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か
ら
後後
日日
提提
出出
もも
可可
。。
））

マイナ保険証は持っているが、「念のため資格確認
書が欲しい」等の理由での交付は不可

同居別居の別について、記入漏れが多く
なっていますので必ず記入してください。

要件を備える日以降の日付で作成してください。

例 月 日退職により認定する場合
・就職・離職等の年月日： 月 日
・事実発生日： 月 日
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ＮＮ

○ 年 ○ 月 ○

氏 名
才

（就職･離職等の年月日）

令和 〇 年 月 日

有

無 年 月 日 〒　　 －

円

年号 年号

１ ２

年号 年号

上記のとおり申告します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

住　所
令和 〇〇 年 月 日 申告者

氏　名

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。　　

〒
令和 年 月 日

(注) 1 この申告書は、被扶養者の要件を備えるに至った場合はその日より3300日日以以内内に、

      欠くに至った場合は速やかに提出してください。

 　  （30日を過ぎた認定申告は、当支部での申告受付日からの認定になります。）

 　  2 年間所得推計額は、その者の恒常的な収入として見込まれる勤労所得、資産所得、

 　 　事業所得、その他の所得の推計額を記入してください。

     3 ※は記入しないでください。

　　千千葉葉市市中中央央区区市市場場町町〇〇－－〇〇

千葉　太郎

電 話 番 号

所 属 所 住 所

所 属 所 名

所 属 所 長 名

普
通

特
別

扶
養
替
え

年 月 日 年 月 日
他
制
度

転
　
出

死
　
亡

収
入
超
過

超
過
見
込

送
金
な
し

※　資 格 取 得（認定） ※　資 格 喪 失（取消）

※
認定
区分

※　　判　　定　　及　　び　　そ　　の　　理　　由

※　資 格 取 得（受付） ※　資 格 喪 失（受付） ※資格喪失区分（認定取消）

年 月 日 年 月 日

年間所得推計額 給与事務担当者氏名
同居

別居

職　業 扶養手当認定（有の場合のみ記入）
同居別居

の別

現　　住　　所
（組合員と別居の場合のみ記入）事実発生日

月 日

理由
就職のため

令和 〇〇 年

被扶養配偶者の基礎年金番号
（配偶者の場合のみ記入）

被扶養者の要件を備える又は欠くに至った
事実発生日及びその理由

男
妻

千千葉葉 花花子子 〇
女

月 日
昭和

平成

令和

〇 〇 〇 〇 〇 〇

（フ　リ　ガ　ナ）
生　　年　　月　　日

満年齢 性 別 続柄
(コード)

認定（取消）を受けようとする者の氏名

チチババ ハナコ 年号 年

所属所コード
組合員番号

生 年 月 日
昭和
平成

日

被被扶扶養養者者認認定定･･取取消消申申告告書書
所属所名 組合員氏名 千千葉葉　　太太郎郎

特別認定 □要　　　□否

普通認定⇒特別認定
※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。
　なお、交付が必要な場合は以下に限ります。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者
・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、
　利用登録解除者
・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者
・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する
　必要がある要配慮者

特別認定⇒普通認定

取消

該当の左欄に○を記入してください。

普通認定 資格確認書交付要否欄（特別認定の場合、☑☑記記入入してください）

所 属 所

受 付 印

扶

＊＊
認認
定定
のの
場場
合合
はは
、、
個個
人人
番番
号号
記記
入入
用用
紙紙
をを
添添
付付
。。
（（
出出
生生
のの
場場
合合
はは
、、
個
人
番
号
の
通
知
ま
で
時
間
を
要
す
る
こ
と
が
あ
り
、

認
定
が
遅
れ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か
ら
後後
日日
提提
出出
もも
可可
。。
））

要件欠くに至った日以降の日付で作成してください。

＊＊必必要要書書類類ににつついいててはは、、手手引引ききのの 表表３３ 被被扶扶

養養者者認認定定取取消消にに係係るる必必要要書書類類一一覧覧」」をを参参照照。。

取取 消消 のの 場場 合合 はは 記記 入入 不不 要要

例 月 日就職により取消する場合
・就職・離職等の年月日： 月 日
・事実発生日： 月 日
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ＮＮ

○ 年 ○ 月 ○

氏 名
才

（就職･離職等の年月日）

令和 〇 年 月 日

有

無 年 月 日 〒　　 －

円

年号 年号

１ ２

年号 年号

上記のとおり申告します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

住　所
令和 〇〇 年 月 日 申告者

氏　名

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。　　

〒
令和 年 月 日

(注) 1 この申告書は、被扶養者の要件を備えるに至った場合はその日より3300日日以以内内に、

      欠くに至った場合は速やかに提出してください。

 　  （30日を過ぎた認定申告は、当支部での申告受付日からの認定になります。）

 　  2 年間所得推計額は、その者の恒常的な収入として見込まれる勤労所得、資産所得、

 　 　事業所得、その他の所得の推計額を記入してください。

     3 ※は記入しないでください。

　　千千葉葉市市中中央央区区市市場場町町〇〇－－〇〇

千葉　太郎

電 話 番 号

所 属 所 住 所

所 属 所 名

所 属 所 長 名

普
通

特
別

扶
養
替
え

年 月 日 年 月 日
他
制
度

転
　
出

死
　
亡

収
入
超
過

超
過
見
込

送
金
な
し

※　資 格 取 得（認定） ※　資 格 喪 失（取消）

※
認定
区分

※　　判　　定　　及　　び　　そ　　の　　理　　由

※　資 格 取 得（受付） ※　資 格 喪 失（受付） ※資格喪失区分（認定取消）

年 月 日 年 月 日

年間所得推計額 給与事務担当者氏名
同居

別居

職　業 扶養手当認定（有の場合のみ記入）
同居別居

の別

現　　住　　所
（組合員と別居の場合のみ記入）事実発生日

月 日

理由
就職のため

令和 〇〇 年

被扶養配偶者の基礎年金番号
（配偶者の場合のみ記入）

被扶養者の要件を備える又は欠くに至った
事実発生日及びその理由

男
妻

千千葉葉 花花子子 〇
女

月 日
昭和

平成

令和

〇 〇 〇 〇 〇 〇

（フ　リ　ガ　ナ）
生　　年　　月　　日

満年齢 性 別 続柄
(コード)

認定（取消）を受けようとする者の氏名

チチババ ハナコ 年号 年

所属所コード
組合員番号

生 年 月 日
昭和
平成

日

被被扶扶養養者者認認定定･･取取消消申申告告書書
所属所名 組合員氏名 千千葉葉　　太太郎郎

特別認定 □要　　　□否

普通認定⇒特別認定
※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。
　なお、交付が必要な場合は以下に限ります。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者
・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、
　利用登録解除者
・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者
・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する
　必要がある要配慮者

特別認定⇒普通認定

取消

該当の左欄に○を記入してください。

普通認定 資格確認書交付要否欄（特別認定の場合、☑☑記記入入してください）

所 属 所

受 付 印

扶

＊＊
認認
定定
のの
場場
合合
はは
、、
個個
人人
番番
号号
記記
入入
用用
紙紙
をを
添添
付付
。。
（（
出出
生生
のの
場場
合合
はは
、、
個
人
番
号
の
通
知
ま
で
時
間
を
要
す
る
こ
と
が
あ
り
、

認
定
が
遅
れ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か
ら
後後
日日
提提
出出
もも
可可
。。
））

要件欠くに至った日以降の日付で作成してください。

＊＊必必要要書書類類ににつついいててはは、、手手引引ききのの 表表３３ 被被扶扶

養養者者認認定定取取消消にに係係るる必必要要書書類類一一覧覧」」をを参参照照。。

取取 消消 のの 場場 合合 はは 記記 入入 不不 要要

例 月 日就職により取消する場合
・就職・離職等の年月日： 月 日
・事実発生日： 月 日

公立学校共済組合千葉支部長 様 組合員の配偶者の有無　　有　・　無

配配偶偶者者所属所名

配配偶偶者者氏名

配配偶偶者者組合員番号

①　認定を受けようとする被扶養者について
組 合 員
との続柄

職　　業 収　　入

有・無

②　被扶養者の配偶者の有無について（被扶養者が組合員の配偶者である場合は記入不要）

　□配偶者無し　　　□配偶者有り　（配偶者氏名：　　　     　　　        　　　　）→被扶養者と同居の場合、収入比較書類が必要

③　被扶養者の収入について記入し、所得証明書の他に提出する書類を確認してください。
※最新の所得証明書は必ず提出。収入の種類を確認させていただきます。

④　被扶養者の住所について

⑤　 被扶養者と同居する者全員（組合員本人除く）について記入→扶養義務者（注）がいる場合は収入比較が必要

被扶養者
との続柄

生年月日
組合員の
被扶養者

に○

⑥　 被扶養者と別居する扶養義務者（注）について記入→被扶養者への送金がある場合は収入比較が必要

被扶養者
との続柄

生年月日
組合員の
被扶養者

に○

⑦　 別居している場合、下記の書類を提出

⑧　特記事項があれば記入してください。

　□学生の場合 在学証明書

　□その他 送金関係申告書（様式あり）

有・無

有・無

被扶養者の種別 提出書類

扶養義務者氏名 職　　　業
被扶養者
への送金

住　所

有・無

同居･別居の別 別居の場合の住所

□同居　  　□別居

同居者氏名 職　　　業

　□年金収入（遺族・障害年金、恩給、個人年金含む）  最新年金額がわかる年金証書･改定通知書等の写し

　□事業収入・農業収入・不動産収入・その他（　　　　　　）  確定申告書及び収支内訳書の写し

　□株等の配当・譲渡収入  １年間の取引結果のわかる書類の写し

円

収入の種類（収入有の場合、該当するものすべてに☑） 所得証明書の他に添付するもの

　□給与収入（パート、アルバイト含む）  在職等証明書（様式あり）

組合員氏名

電話番号

被扶養者氏名 年間収入推計額

扶 養 事 実 申 述 書 令和  　　年　　月　　日

組合員番号 　N 配配偶偶者者が公立学校共済組合千葉支部組合員の場合は以下を記入

（注）組合員と同順位以上の扶養義務を負う者

例① 組合員の子を扶養する場合
→組合員の配偶者、子の配偶者等

例② 組合員の母を扶養する場合、
→ 母の夫、組合員の兄弟姉妹等
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公立学校共済組合千葉支部長 様 組合員の配偶者の有無　　有　・　無

配配偶偶者者所属所名

配配偶偶者者氏名

配配偶偶者者組合員番号

①　認定を受けようとする被扶養者について
組 合 員
との続柄

職　　業 収　　入

長男 学生 有・無

②　被扶養者の配偶者の有無について（被扶養者が組合員の配偶者である場合は記入不要）

　☑配偶者無し　　　□配偶者有り　（配偶者氏名：　　　     　　　        　　　　）→被扶養者と同居の場合、収入比較書類が必要

③　被扶養者の収入について記入し、所得証明書の他に提出する書類を確認してください。
※最新の所得証明書は必ず提出。収入の種類を確認させていただきます。

④　被扶養者の住所について

⑤　 被扶養者と同居する者全員（組合員本人除く）について記入→扶養義務者（注）がいる場合は収入比較が必要

被扶養者
との続柄

生年月日
組合員の
被扶養者

に○

母 S44.4.5

⑥　 被扶養者と別居する扶養義務者（注）について記入→被扶養者への送金がある場合は収入比較が必要

被扶養者
との続柄

生年月日
組合員の
被扶養者

に○

⑦　 別居している場合、下記の書類を提出

⑧　特記事項があれば記入してください。

　□その他 送金関係申告書（様式あり）

　
 長男　一男は、学生で収入も少なく一人で生計を維持できないため、組合員が扶養している。

有・無

被扶養者の種別 提出書類

　□学生の場合 在学証明書

住　所

有・無

有・無

扶養義務者氏名 職　　　業
被扶養者
への送金

同居者氏名 職　　　業

公立　花子 自営業

　□株等の配当・譲渡収入  １年間の取引結果のわかる書類の写し

同居･別居の別 別居の場合の住所

☑同居　  　□別居

　☑給与収入（パート、アルバイト含む）  在職等証明書（様式あり）

　□年金収入（遺族・障害年金、恩給、個人年金含む）  最新年金額がわかる年金証書･改定通知書等の写し

　□事業収入・農業収入・不動産収入・その他（　　　　　　）  確定申告書及び収支内訳書の写し

被扶養者氏名 年間収入推計額

公立　一男 　1,000,000　円

収入の種類（収入有の場合、該当するものすべてに☑） 所得証明書の他に添付するもの

組合員氏名 公立　太郎

電話番号 ○○○○○○○○

扶 養 事 実 申 述 書 令和  　　年　　月　　日

組合員番号 　N　123456 配配偶偶者者が公立学校共済組合千葉支部組合員の場合は以下を記入

（注）組合員と同順位以上の扶養義務を負う者

例① 組合員の子を扶養する場合
→組合員の配偶者、子の配偶者等

例② 組合員の母を扶養する場合、
→ 母の夫、組合員の兄弟姉妹等
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公立学校共済組合千葉支部長 様 組合員の配偶者の有無　　有　・　無

配配偶偶者者所属所名

配配偶偶者者氏名

配配偶偶者者組合員番号

①　認定を受けようとする被扶養者について
組 合 員
との続柄

職　　業 収　　入

長男 学生 有・無

②　被扶養者の配偶者の有無について（被扶養者が組合員の配偶者である場合は記入不要）

　☑配偶者無し　　　□配偶者有り　（配偶者氏名：　　　     　　　        　　　　）→被扶養者と同居の場合、収入比較書類が必要

③　被扶養者の収入について記入し、所得証明書の他に提出する書類を確認してください。
※最新の所得証明書は必ず提出。収入の種類を確認させていただきます。

④　被扶養者の住所について

⑤　 被扶養者と同居する者全員（組合員本人除く）について記入→扶養義務者（注）がいる場合は収入比較が必要

被扶養者
との続柄

生年月日
組合員の
被扶養者

に○

母 S44.4.5

⑥　 被扶養者と別居する扶養義務者（注）について記入→被扶養者への送金がある場合は収入比較が必要

被扶養者
との続柄

生年月日
組合員の
被扶養者

に○

⑦　 別居している場合、下記の書類を提出

⑧　特記事項があれば記入してください。

　□その他 送金関係申告書（様式あり）

　
 長男　一男は、学生で収入も少なく一人で生計を維持できないため、組合員が扶養している。

有・無

被扶養者の種別 提出書類

　□学生の場合 在学証明書

住　所

有・無

有・無

扶養義務者氏名 職　　　業
被扶養者
への送金

同居者氏名 職　　　業

公立　花子 自営業

　□株等の配当・譲渡収入  １年間の取引結果のわかる書類の写し

同居･別居の別 別居の場合の住所

☑同居　  　□別居

　☑給与収入（パート、アルバイト含む）  在職等証明書（様式あり）

　□年金収入（遺族・障害年金、恩給、個人年金含む）  最新年金額がわかる年金証書･改定通知書等の写し

　□事業収入・農業収入・不動産収入・その他（　　　　　　）  確定申告書及び収支内訳書の写し

被扶養者氏名 年間収入推計額

公立　一男 　1,000,000　円

収入の種類（収入有の場合、該当するものすべてに☑） 所得証明書の他に添付するもの

組合員氏名 公立　太郎

電話番号 ○○○○○○○○

扶 養 事 実 申 述 書 令和  　　年　　月　　日

組合員番号 　N　123456 配配偶偶者者が公立学校共済組合千葉支部組合員の場合は以下を記入

（注）組合員と同順位以上の扶養義務を負う者

例① 組合員の子を扶養する場合
→組合員の配偶者、子の配偶者等

例② 組合員の母を扶養する場合、
→ 母の夫、組合員の兄弟姉妹等

年 月 日

氏 名

――

氏 名

――

上記のとおり申告します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 電話番号

年 月 日 住所

（注）

1 「変更する者」欄は、該当項目を○で囲んでください。

2 変更しようとする事項についてのみ、変更前の内容を「旧」欄に、変更後の内容「新」欄に記入してください。

（ただし、被扶養者の登録事項を変更するときは、該当者の氏名も「旧」の「氏名」欄に記入してください。）

3 住所変更のみの場合を除き、資格確認書等を添付してください。（発行されている方のみ）

その他

令和

申告者

氏名

郵便番号 住　　　　所　（都道府県名から記入）

市町村
コード

（フリガナ）

その他

新

氏　　　　　　　　　　　名 性　別

フリガナ
男
・
女漢　字

郵便番号 住　　　　所　（都道府県名から記入）

市町村
コード

（フリガナ）

被扶養者

変
　
　
　
更
　
　
　
事
　
　
　
項

旧

氏　　　　　　　　　　　名 性　別

フリガナ
男
・
女漢　字

組合員氏名 変更理由 変更する者

組合員番号 　 Ｎ
発生年月

日
令和 組合員

任任意意継継続続組組合合員員
登登録録事事項項変変更更申申告告書書

任任意意継継続続組組合合員員被被扶扶養養者者

資資格格確確認認書書交交付付要要否否欄欄（（氏氏名名変変更更をを含含むむ場場合合ののみみ☑☑記記入入。。住住所所変変更更ののみみのの場場合合はは記記入入不不要要））

□□要要　　　　　　□□否否
※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。
　なお、交交付付がが必必要要なな場場合合はは以以下下にに限限りりまますす。。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者
・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、利用登録解除者
・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者
・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要がある要配慮者
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〇〇 年 〇〇 月 〇〇 日

氏 名

11 00 11 ―― 00 00 66 22

氏 名

22 66 00 ―― 00 88 55 55

上記のとおり申告します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 電話番号 004433--222233--44332211

〇〇 年 〇〇 月 〇〇 日 住所 〒〒226600--00885555  千千葉葉市市中中央央区区市市場場町町３３－－３３

（注）

1 「変更する者」欄は、該当項目を○で囲んでください。

2 変更しようとする事項についてのみ、変更前の内容を「旧」欄に、変更後の内容「新」欄に記入してください。

（ただし、被扶養者の登録事項を変更するときは、該当者の氏名も「旧」の「氏名」欄に記入してください。）

3 住所変更のみの場合を除き、資格確認書等を添付してください。（発行されている方のみ）

その他

令和

申告者

氏名　　山山田田　　太太郎郎

郵便番号 住　　　　所　（都道府県名から記入）

千千葉葉県県　　千千葉葉市市　　中中央央区区　　市市場場町町　　３３－－３３

市町村
コード

（フリガナ）
　チチババケケンン　チチババシシ　　チチュュウウオオウウクク　　イイチチババチチョョウウ　　３３－－３３

その他

新

氏　　　　　　　　　　　名 性　別

フリガナ
男
・
女漢　字

郵便番号 住　　　　所　（都道府県名から記入）

東東京京都都　　千千代代田田区区　　神神田田駿駿河河台台　　２２－－９９－－５５

市町村
コード

（フリガナ）
　トトウウキキョョウウトト　　チチヨヨダダクク　　カカンンダダススルルガガダダイイ　　２２－－９９－－５５

変
　
　
　
更
　
　
　
事
　
　
　
項

旧

氏　　　　　　　　　　　名 性　別

フリガナ
男
・
女漢　字

組合員番号 ＮＮ〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
発生年月

日
令和 組合員 被扶養者

資資格格確確認認書書交交付付要要否否欄欄（（氏氏名名変変更更をを含含むむ場場合合ののみみ☑☑記記入入。。住住所所変変更更ののみみのの場場合合はは記記入入不不要要））

□□要要　　　　　　□□否否
※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。
　なお、交交付付がが必必要要なな場場合合はは以以下下にに限限りりまますす。。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者
・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、利用登録解除者
・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者
・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要がある要配慮者

組合員氏名 山山田田　　太太郎郎 変更理由 住住所所変変更更 変更する者

任任意意継継続続組組合合員員
登登録録事事項項変変更更申申告告書書

任任意意継継続続組組合合員員被被扶扶養養者者

被被扶扶養養者者もも併併せせてて住住所所変変更更すするる場場合合

はは、、

氏氏名名のの変変更更ががああるる場場合合はは、、必必ずずどどちちららかかにに☑☑記記入入ををししててくくだだささいい。。

住住所所変変更更ののみみのの場場合合はは、、記記入入はは不不要要でですす。。

記入例
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〇〇 年 〇〇 月 〇〇 日

氏 名

11 00 11 ―― 00 00 66 22

氏 名

22 66 00 ―― 00 88 55 55

上記のとおり申告します。

公立学校共済組合千葉支部長　様 電話番号 004433--222233--44332211

〇〇 年 〇〇 月 〇〇 日 住所 〒〒226600--00885555  千千葉葉市市中中央央区区市市場場町町３３－－３３

（注）

1 「変更する者」欄は、該当項目を○で囲んでください。

2 変更しようとする事項についてのみ、変更前の内容を「旧」欄に、変更後の内容「新」欄に記入してください。

（ただし、被扶養者の登録事項を変更するときは、該当者の氏名も「旧」の「氏名」欄に記入してください。）

3 住所変更のみの場合を除き、資格確認書等を添付してください。（発行されている方のみ）

その他

令和

申告者

氏名　　山山田田　　太太郎郎

郵便番号 住　　　　所　（都道府県名から記入）

千千葉葉県県　　千千葉葉市市　　中中央央区区　　市市場場町町　　３３－－３３

市町村
コード

（フリガナ）
　チチババケケンン　チチババシシ　　チチュュウウオオウウクク　　イイチチババチチョョウウ　　３３－－３３

その他

新

氏　　　　　　　　　　　名 性　別

フリガナ
男
・
女漢　字

郵便番号 住　　　　所　（都道府県名から記入）

東東京京都都　　千千代代田田区区　　神神田田駿駿河河台台　　２２－－９９－－５５

市町村
コード

（フリガナ）
　トトウウキキョョウウトト　　チチヨヨダダクク　　カカンンダダススルルガガダダイイ　　２２－－９９－－５５

変
　
　
　
更
　
　
　
事
　
　
　
項

旧

氏　　　　　　　　　　　名 性　別

フリガナ
男
・
女漢　字

組合員番号 ＮＮ〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
発生年月

日
令和 組合員 被扶養者

資資格格確確認認書書交交付付要要否否欄欄（（氏氏名名変変更更をを含含むむ場場合合ののみみ☑☑記記入入。。住住所所変変更更ののみみのの場場合合はは記記入入不不要要））

□□要要　　　　　　□□否否
※資格確認書の交付が必要な場合は、「☑要」記入してください。
　なお、交交付付がが必必要要なな場場合合はは以以下下にに限限りりまますす。。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者
・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、利用登録解除者
・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者
・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要がある要配慮者

組合員氏名 山山田田　　太太郎郎 変更理由 住住所所変変更更 変更する者

任任意意継継続続組組合合員員
登登録録事事項項変変更更申申告告書書

任任意意継継続続組組合合員員被被扶扶養養者者

被被扶扶養養者者もも併併せせてて住住所所変変更更すするる場場合合

はは、、

氏氏名名のの変変更更ががああるる場場合合はは、、必必ずずどどちちららかかにに☑☑記記入入ををししててくくだだささいい。。

住住所所変変更更ののみみのの場場合合はは、、記記入入はは不不要要でですす。。

記入例

性 別

昭和

平成

上記のとおり申請します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

住　所
令和 年 月 日 申請者

氏　名

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。　　　　
〒 電話番号

令和 年 月 日

※※返返信信先先をを明明記記ししたた返返信信用用封封筒筒（（郵郵便便代代＋＋簡簡易易書書留留分分のの切切手手貼貼付付））をを同同封封すするるこことと。。

※※表表面面のの印印字字ががすすれれてて読読取取れれなないいななどど紛紛失失以以外外のの理理由由でで再再交交付付申申請請ををすするる場場合合、、
　　そそのの資資格格確確認認書書等等をを併併せせてて添添付付すするるこことと。。

所 属 所 住 所
所 属 所 名
所 属 所 長 名

申請理由
（具体的に記入）

月 日

資格確認書・資格情報のお知らせ・
高齢受給者証・限度額適用認定証

・特定疾病療養受療証
・その他(　　　　　　　　　　)

男 女
昭和

平成

令和

年

月 日

資格確認書・資格情報のお知らせ・
高齢受給者証・限度額適用認定証

・特定疾病療養受療証
・その他(　　　　　　　　　　)

男 女
昭和

平成

令和

年

月 日

資格確認書・資格情報のお知らせ・
高齢受給者証・限度額適用認定証

・特定疾病療養受療証
・その他(　　　　　　　　　　)

男 女
昭和

平成

令和

年

月 日

資格確認書・資格情報のお知らせ・
高齢受給者証・限度額適用認定証

・特定疾病療養受療証
・その他(　　　　　　　　　　)

男 女
昭和

平成

令和

年

年 月 日

資格確認書・資格情報のお知らせ・
高齢受給者証・限度額適用認定証

・特定疾病療養受療証
・その他(　　　　　　　　　　)

続柄

男 女
昭和

平成

令和

月 日
令和

（再）交付該当者　（（再）交付する者のみ記載すること)

フ　リ　ガ　ナ
性　別

生　年　月　日
（再）交付する証の種類
（該当するものに〇）氏　　　　　名

日 資格取得年月日
昭和 平成

年生年月日 年 月

男

所属所コード 組合員番号 　　ＮＮ 女

所属所名

フリガナ

組合員氏名

資資格格確確認認書書交交付付要要件件のの確確認認

※資格確認書の交付申請ができるのは、以下に限ります。該該当当ししなないい場場合合はは申申請請ががででききまませせんんので、要件
を十分確認してください。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者
・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、利用登録解除者
・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者
・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要がある要配慮者

資資格格確確認認書書等等（（再再））交交付付申申請請書書

所 属 所

受 付 印

交
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性 別

昭和

平成

上記のとおり申請します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

住　所
令和 〇 年 〇 月 〇 日 申請者

氏　名

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。　
〒 電話番号

令和 年 月 日

※※返返信信先先をを明明記記ししたた返返信信用用封封筒筒（（郵郵便便代代＋＋簡簡易易書書留留分分のの切切手手貼貼付付））をを同同封封すするるこことと。。

※※表表面面のの印印字字ががすすれれてて読読取取れれなないいななどど紛紛失失以以外外のの理理由由でで再再交交付付申申請請ををすするる場場合合、、
そそのの資資格格確確認認書書等等をを併併せせてて添添付付すするるこことと。。

所 属 所 住 所
所 属 所 名
所 属 所 長 名

申請理由
（具体的に記入）

紛失のため　等

　　千千葉葉市市中中央央区区市市場場町町XX－－XX

　　千千葉葉　　太太郎郎

月 日

資格確認書・資格情報のお知らせ・
高齢受給者証・限度額適用認定証

・特定疾病療養受療証
・その他( 　)

男 女
昭和

平成

令和

年

月 日

資格確認書・資格情報のお知らせ・
高齢受給者証・限度額適用認定証

・特定疾病療養受療証
・その他( 　)

男 女
昭和

平成

令和

年

月 日

資格確認書・資格情報のお知らせ・
高齢受給者証・限度額適用認定証

・特定疾病療養受療証
・その他( 　)

男 女
昭和

平成

令和

年

月 日

資格確認書・資格情報のお知らせ・
高齢受給者証・限度額適用認定証

・特定疾病療養受療証
・その他( 　)

男 女
昭和

平成

令和

年

年 〇 月 〇 日

資格確認書・資格情報のお知らせ・
高齢受給者証・限度額適用認定証

・特定疾病療養受療証
・その他( 　)

続柄
チバ　タロウ

男 女
昭和

平成

令和

〇
千葉　太郎

本人

月 〇 日
令和

（再）交付該当者　（（再）交付する者のみ記載すること)

フ リ　ガ　ナ
性　別

生　年　月　日
（再）交付する証の種類
（該当するものに〇）氏　 　名

日 資格取得年月日
昭和 平成

〇 年 〇生年月日 〇 年 〇 月 〇

男

所属所コード 組合員番号 　　ＮＮ　　〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 女

資資格格確確認認書書交交付付要要件件のの確確認認

※資格確認書の交付申請ができるのは、以下に限ります。該該当当ししなないい場場合合はは申申請請ががででききまませせんんので、要件
を十分確認してください。
・マイナンバーカードを取得していない者、マイナンバーカード返納者
・マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者、利用登録解除者
・マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者
・マイナンバーカードを紛失した者、更新中の者
・マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要がある要配慮者

所属所名

フリガナ チバ　タロウ

組合員氏名 千葉　太郎

資資格格確確認認書書等等（（再再））交交付付申申請請書書

所 属 所

受 付 印

交

所 属 所

受 付 印
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マイナ保険証を使用する場合は、本申請は不要です。

組合員の記号番号 公立千 所属ｺｰﾄﾞ

組 合 員 氏 名 性別 男・女

生　年　月　日

名　称

所在地

電話番号

円

適用対象者氏名 性別 男・女
組合員との

続柄

生　年　月　日

入院・外来期間
（予定）

　上記のとおり公立学校共済組合限度額適用認定証の交付を申請します。

　公立学校共済組合　千葉支部長　様

　令和 　　 年　　月　　日

組合員 住　所

氏　名

　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　令和 　　 年　　月　　日

所属機関の長 　職　名

　氏　名

①限度額適用認定証は原則、登録している住所へ送付いたしますが、他の送付先を希望される場合は、

送付先を御記入ください。

（送付先住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　宛先名 　）

②組組合合員員がが住住民民税税非非課課税税のの場場合合、、申申請請用用紙紙がが異異ななりりまますす。。（（限限度度額額適適用用・・標標準準負負担担額額減減額額認認定定申申請請書書にによよるる

申申請請ののたためめ、、共共済済組組合合ににごご連連絡絡くくだだささいい。。））

③任意継続組合員は、所属コード、所属機関、標準報酬月額、所属機関の長の欄は記載不要です。

（任意継続組合員の所得区分は、掛金の標準となった額により算定いたします。）

所　属　機　関

公公立立学学校校共共済済組組合合限限度度額額適適用用認認定定申申請請書書

公務（労働）又は通勤災害に該当する方は、組合員証等及び限度額適用認定証は使用できません。

    N

昭和・平成・令和　　　年　　　月　　　日

交通事故等で第三者の行為により負傷し、限度額適用認定証を使用する場合は、共済組合に届出が必要です。

昭和・平成・令和　　　　年　　　月　　　日

標準報酬月額

支払済
令和　　年　　月分～令和　　年　　月分
までの医療費の支払いをしていない。

申請のあった日の前月以前の
病院への医療費の支払の有

無
支払無

申請日の前月以前の医
療費の支払いをしてい
る。

令和　　年　　月　　日 から 令和　　年　　月　　日まで
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マイナ保険証を使用する場合は、本申請は不要です。

組合員の記号番号 公立千 所属ｺｰﾄﾞ

組 合 員 氏 名 性別 男・女

生　年　月　日

名　称

所在地

電話番号

円

適用対象者氏名 性別 男・女
組合員との

続柄

生　年　月　日

入院・外来期間
（予定）

　上記のとおり公立学校共済組合限度額適用認定証の交付を申請します。

　公立学校共済組合　千葉支部長　様

　令和 　　 年　　月　　日

組合員 住　所

氏　名

　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　令和 　　 年　　月　　日

所属機関の長 　職　名

　氏　名

①限度額適用認定証は原則、登録している住所へ送付いたしますが、他の送付先を希望される場合は、

送付先を御記入ください。

（送付先住所　〒　 　宛先名　 　）

②組組合合員員がが住住民民税税非非課課税税のの場場合合、、申申請請用用紙紙がが異異ななりりまますす。。（（限限度度額額適適用用・・標標準準負負担担額額減減額額認認定定申申請請書書にによよるる

申申請請ののたためめ、、共共済済組組合合ににごご連連絡絡くくだだささいい。。））

③任意継続組合員は、所属コード、所属機関、標準報酬月額、所属機関の長の欄は記載不要です。

（任意継続組合員の所得区分は、掛金の標準となった額により算定いたします。）

所　属　機　関

公公立立学学校校共共済済組組合合限限度度額額適適用用認認定定申申請請書書

公務（労働）又は通勤災害に該当する方は、組合員証等及び限度額適用認定証は使用できません。

    N

昭和・平成・令和　　　年　 月　　　日

交通事故等で第三者の行為により負傷し、限度額適用認定証を使用する場合は、共済組合に届出が必要です。

昭和・平成・令和　　 年　　　月　 日

標準報酬月額

支払済
令和　　年　　月分～令和　　年　　月分
までの医療費の支払いをしていない。

申請のあった日の前月以前の
病院への医療費の支払の有

無
支払無

申請日の前月以前の医
療費の支払いをしてい
る。

令和　　年　　月　　日 から 令和　　年　　月　　日まで

マイナ保険証を使用する場合は、本申請は不要です。

組合員の記号番号 公立千 所属ｺｰﾄﾞ

組 合 員 氏 名 性別 男・女

生　年　月　日

名　称

所在地

電話番号

円

適用対象者氏名 性別 男・女
組合員との

続柄 妻

生　年　月　日

入院・外来期間
（予定）

　　　上記のとおり公立学校共済組合限度額適用認定証の交付を申請します。

　　　公立学校共済組合　千葉支部長　様

　　　令和 　×× 年　８月　２日

組合員 住　所

氏　名

　　　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　　　令和 　　 年　　月　　日

所属機関の長 　職　名

　氏　名

①限度額適用認定証は原則、登録している住所へ送付いたしますが、他の送付先を希望される場合は、

送付先を御記入ください。

（送付先住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　宛先名 　）

②組組合合員員がが住住民民税税非非課課税税のの場場合合、、申申請請用用紙紙がが異異ななりりまますす。。（（限限度度額額適適用用・・標標準準負負担担額額減減額額認認定定申申請請書書にによよるる

申申請請ののたためめ、、共共済済組組合合ににごご連連絡絡くくだだささいい。。））

③任意継続組合員は、所属コード、所属機関、標準報酬月額、所属機関の長の欄は記載不要です。

（任意継続組合員の所得区分は、掛金の標準となった額により算定いたします。）

千葉市中央

千葉　太郎

千千葉葉　　花花子子

昭和・平成・令和　○○ 年　６　月　１３　日

令和　××　年　７　月　９　日 から 令和　××　年　８　月　５　日まで

申請のあった日の前月以前の
病院への医療費の支払の有

無
支払無

令和××年　７月分～令和××年　７月分
までの医療費の支払いをしていない。

支払済
申請日の前月以前の医
療費の支払いをしてい
る。

昭和・平成・令和　○○ 年　　５　月　２３　日

所　属　機　関

標準報酬月額

公公立立学学校校共共済済組組合合限限度度額額適適用用認認定定申申請請書書

公務（労働）又は通勤災害に該当する方は、組合員証等及び限度額適用認定証は使用できません。

交通事故等で第三者の行為により負傷し、限度額適用認定証を使用する場合は、共済組合に届出が必要です。

  ＮＮ２２６６００００００００

千葉　太郎

●●公公務務（（労労働働））又又はは通通勤勤災災害害にに該該当当すするる方方はは、、保保険険証証等等
及及びび限限度度額額適適用用認認定定証証はは使使用用ででききまませせんん。。

●●交交通通事事故故等等のの第第三三者者のの行行為為にによよりり負負傷傷しし、、限限度度額額適適
用用認認定定証証をを使使用用すするる場場合合はは、、共共済済組組合合にに届届出出がが必必要要でで
すす。。

未定や空欄では
なく、期間を必ず
記載してください。

●●原原則則、、申申請請ののああっったた日日のの属属すす
るる月月のの初初日日かからら発発行行ししまますす。。
医医療療機機関関にに対対すするる支支払払いいをを保保
留留ししてていいるる等等、、申申請請ののああっったた日日
のの前前月月以以前前にに未未支支払払いいのの期期間間
ががああるる場場合合はは、、のの期期間間ををごご記記入入
くくだだささいい。。

例例：：入院期間7/9～8/5
本人が申請した日と所属証明
日→8/2
申請のあった日（申請書が共済
組合に届いた日）→8/4

原則、申請日の属する月の１

日、つまり8/1から限度額証しか
発行出来ません。

7月の支払を病院で保留して
いる場合、ここに記入することに
より、特例として7月から使える
限度額証を発行できます。

こちらの①～③についても
必ずご覧ください。
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マイナ保険証を使用する場合は、本申請は不要です。

組合員の記号番号 公立千 所属ｺｰﾄﾞ

組 合 員 氏 名 性別 男・女

生　年　月　日

名　称

所在地

電話番号

円

適用対象者氏名 性別 男・女
組合員との

続柄

生　年　月　日

入院・外来期間
（予定）

　上記のとおり公立学校共済組合限度額適用認定証の交付を申請します。

　公立学校共済組合　千葉支部長　様

　令和 　　 年　　月　　日

組合員 住　所

氏　名

　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　令和 　　 年　　月　　日

所属機関の長 　職　名

　氏　名

①限度額適用認定証は原則、登録している住所へ送付いたしますが、他の送付先を希望される場合は、

送付先を御記入ください。

（送付先住所　〒　 　宛先名　 　）

②組組合合員員がが住住民民税税非非課課税税のの場場合合、、申申請請用用紙紙がが異異ななりりまますす。。（（限限度度額額適適用用・・標標準準負負担担額額減減額額認認定定申申請請書書にによよるる

申申請請ののたためめ、、共共済済組組合合ににごご連連絡絡くくだだささいい。。））

③任意継続組合員は、所属コード、所属機関、標準報酬月額、所属機関の長の欄は記載不要です。

（任意継続組合員の所得区分は、掛金の標準となった額により算定いたします。）

所　属　機　関

公公立立学学校校共共済済組組合合限限度度額額適適用用認認定定申申請請書書

公務（労働）又は通勤災害に該当する方は、組合員証等及び限度額適用認定証は使用できません。

    N

昭和・平成・令和　　　年　 月　　　日

交通事故等で第三者の行為により負傷し、限度額適用認定証を使用する場合は、共済組合に届出が必要です。

昭和・平成・令和　　 年　　　月　 日

標準報酬月額

支払済
令和　　年　　月分～令和　　年　　月分
までの医療費の支払いをしていない。

申請のあった日の前月以前の
病院への医療費の支払の有

無
支払無

申請日の前月以前の医
療費の支払いをしてい
る。

令和　　年　　月　　日 から 令和　　年　　月　　日まで

マイナ保険証を使用する場合は、本申請は不要です。

組合員の記号番号 公立千 所属ｺｰﾄﾞ

組 合 員 氏 名 性別 男・女

生　年　月　日

名　称

所在地

電話番号

円

適用対象者氏名 性別 男・女
組合員との

続柄 妻

生　年　月　日

入院・外来期間
（予定）

　　　上記のとおり公立学校共済組合限度額適用認定証の交付を申請します。

　　　公立学校共済組合　千葉支部長　様

　　　令和 　×× 年　８月　２日

組合員 住　所

氏　名

　　　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　　　令和 　　 年　　月　　日

所属機関の長 　職　名

　氏　名

①限度額適用認定証は原則、登録している住所へ送付いたしますが、他の送付先を希望される場合は、

送付先を御記入ください。

（送付先住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　宛先名 　）

②組組合合員員がが住住民民税税非非課課税税のの場場合合、、申申請請用用紙紙がが異異ななりりまますす。。（（限限度度額額適適用用・・標標準準負負担担額額減減額額認認定定申申請請書書にによよるる

申申請請ののたためめ、、共共済済組組合合ににごご連連絡絡くくだだささいい。。））

③任意継続組合員は、所属コード、所属機関、標準報酬月額、所属機関の長の欄は記載不要です。

（任意継続組合員の所得区分は、掛金の標準となった額により算定いたします。）

千葉市中央

千葉　太郎

千千葉葉　　花花子子

昭和・平成・令和　○○ 年　６　月　１３　日

令和　××　年　７　月　９　日 から 令和　××　年　８　月　５　日まで

申請のあった日の前月以前の
病院への医療費の支払の有

無
支払無

令和××年　７月分～令和××年　７月分
までの医療費の支払いをしていない。

支払済
申請日の前月以前の医
療費の支払いをしてい
る。

昭和・平成・令和　○○ 年　　５　月　２３　日

所　属　機　関

標準報酬月額

公公立立学学校校共共済済組組合合限限度度額額適適用用認認定定申申請請書書

公務（労働）又は通勤災害に該当する方は、組合員証等及び限度額適用認定証は使用できません。

交通事故等で第三者の行為により負傷し、限度額適用認定証を使用する場合は、共済組合に届出が必要です。

  ＮＮ２２６６００００００００

千葉　太郎

●●公公務務（（労労働働））又又はは通通勤勤災災害害にに該該当当すするる方方はは、、保保険険証証等等
及及びび限限度度額額適適用用認認定定証証はは使使用用ででききまませせんん。。

●●交交通通事事故故等等のの第第三三者者のの行行為為にによよりり負負傷傷しし、、限限度度額額適適
用用認認定定証証をを使使用用すするる場場合合はは、、共共済済組組合合にに届届出出がが必必要要でで
すす。。

未定や空欄では
なく、期間を必ず
記載してください。

●●原原則則、、申申請請ののああっったた日日のの属属すす
るる月月のの初初日日かからら発発行行ししまますす。。
医医療療機機関関にに対対すするる支支払払いいをを保保
留留ししてていいるる等等、、申申請請ののああっったた日日
のの前前月月以以前前にに未未支支払払いいのの期期間間
ががああるる場場合合はは、、のの期期間間ををごご記記入入
くくだだささいい。。

例例：：入院期間7/9～8/5
本人が申請した日と所属証明
日→8/2
申請のあった日（申請書が共済
組合に届いた日）→8/4

原則、申請日の属する月の１

日、つまり8/1から限度額証しか
発行出来ません。

7月の支払を病院で保留して
いる場合、ここに記入することに
より、特例として7月から使える
限度額証を発行できます。

こちらの①～③についても
必ずご覧ください。

組合員の記号番号 公立千 所属ｺｰﾄﾞ

組 合 員 氏 名

名　称

所在地

適用対象者氏名

有　効　期　限

　１　限度額認定証の有効期限に達した（または治療が終了した）

　２　組合員の所得区分が変更になった

　３　組合員が資格を喪失した（他共済への異動を含む）

　４　適用対象者である被扶養者が被扶養者でなくなった

　５　適用対象者である被扶養者が70歳に達する月の翌月に至った

　６　適用対象者が老人医療受給者（後期高齢者）になった

　７　その他（理由を記入）

　上記理由のため、公立学校共済組合限度額適用認定証を返納します。

　公立学校共済組合　千葉支部長　　　様

　　　令和　　　年　　　月　　　日

住　所

氏　名

　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　　　令和　　　年　　　月　　　日

　職　名

　氏　名

公立学校共済組合限度額適用認定証返納届

　令和　　　　年　　　　月　　　　日

所　　　　属

所属機関の長

返　納　理　由
（該当するものに○）
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組合員の記号番号 公立千 所属ｺｰﾄﾞ

組 合 員 氏 名

名　称

所在地

適用対象者氏名

有　効　期　限

１　限度額認定証の有効期限に達した（または治療が終了した）

２　組合員の所得区分が変更になった

３　組合員が資格を喪失した（他共済への異動を含む）

４　適用対象者である被扶養者が被扶養者でなくなった

５　適用対象者である被扶養者が70歳に達する月の翌月に至った

６　適用対象者が老人医療受給者（後期高齢者）になった

７　その他（理由を記入）

上記理由のため、公立学校共済組合限度額適用認定証を返納します。

公立学校共済組合　千葉支部長　 様

　　　令和　　　年　　　月　　　日

住　所

氏　名

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　　　令和　　　年　　　月　　　日

　職　名

　氏　名

公立学校共済組合限度額適用認定証返納届

　令和　　　　年　　　　月　　　　日

所　　　　属

所属機関の長

返　納　理　由
（該当するものに○）

年 月 日

令和 年 月 日

年 月 日 に、男 児・女 児を

年 月 日

上記のとおり請求します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

年 月 日

〒
年 月 日

＊＊注注意意事事項項

「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」をを記記載載すするる場場合合はは、、ででききるる限限りり本本指指定定欄欄にに受受けけててくくだだささいい。。

◆◆添添付付書書類類（（★★記記入入例例やや手手引引ききもも必必ずずごご覧覧くくだだささいい。。））

11　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用すするる場場合合

①

② 

③

※※「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」はは妊妊娠娠４４ヶヶ月月（（８８５５日日））以以上上２２２２週週未未満満のの出出産産（（死死産産・・流流産産含含むむ））のの場場合合ののみみ必必要要

22　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用ししなないい場場合合

①

②

③

④ 「領収書等の写し」

「直接支払制度を利用していない旨の記載がある領収書等」または「医療機関等と直接支払制度を利用しない旨を合意した文書の写し」

所  属  所  名
所 属 所 長 名

続　柄
（長男等）

（妊娠

名

住 所

「医療機関等と直接支払制度を利用する旨を合意した文書の写し」

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

所 属 所 住 所

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和

氏 名

電話番号

資 格 取 得 年 月 日

請請求求書書

資 格 喪 失 年 月 日

同同附附加加金金

出
産
児

附　加　金

円

日

有・無

フリガナ
組合員との関係

円

50,000

か月）したことを証明する。

住 所

　出 産・早 産・流 産・死 産　　　

出産に要した費用

氏名

医師又は
助産師の
証　明＊

被扶養者の場合は資格取得年月日

産科医療補償
制度対象分娩
該当の有無

医療機関に
支払った金額

家家 族族 出出 産産 費費

月

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

所属所名
組 合 員
氏　　名

組 合 員
番　　号

上記の出産者は、

円

フリガナ

出産の場所

33    多多胎胎児児のの場場合合、、請請求求書書はは出出産産児児１１人人にに対対ししてて１１部部ずずつつ提提出出ししててくくだだささいい。。

令和

令和 月

出 産 年 月 日

請求金額

令和

「医師または助産師の証明」（必須）

請 求 者
氏 名

円

「領収書等の写し」　

法　定　給　付

証明者（医師又は助産師）

年

令和

日

共共済済

年

・・

所属所コード

同同附附加加金金・・

出
産
者

本　人　・　被　扶　養　者

出出 産産 費費

印

所 属

受 付 印

出

（名称及び住所）

令和

令
和
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組合員の記号番号 公立千 所属ｺｰﾄﾞ

組 合 員 氏 名

名　称

所在地

適用対象者氏名

有　効　期　限

１　限度額認定証の有効期限に達した（または治療が終了した）

２　組合員の所得区分が変更になった

３　組合員が資格を喪失した（他共済への異動を含む）

４　適用対象者である被扶養者が被扶養者でなくなった

５　適用対象者である被扶養者が70歳に達する月の翌月に至った

６　適用対象者が老人医療受給者（後期高齢者）になった

７　その他（理由を記入）

上記理由のため、公立学校共済組合限度額適用認定証を返納します。

公立学校共済組合　千葉支部長　 様

　　　令和　　　年　　　月　　　日

住　所

氏　名

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　　　令和　　　年　　　月　　　日

　職　名

　氏　名

公立学校共済組合限度額適用認定証返納届

　令和　　　　年　　　　月　　　　日

所　　　　属

所属機関の長

返　納　理　由
（該当するものに○）

年 月 日

令和 年 月 日

年 月 日 に、男 児・女 児を

年 月 日

上記のとおり請求します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

年 月 日

〒
年 月 日

＊＊注注意意事事項項

「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」をを記記載載すするる場場合合はは、、ででききるる限限りり本本指指定定欄欄にに受受けけててくくだだささいい。。

◆◆添添付付書書類類（（★★記記入入例例やや手手引引ききもも必必ずずごご覧覧くくだだささいい。。））

11　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用すするる場場合合

①

② 

③

※※「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」はは妊妊娠娠４４ヶヶ月月（（８８５５日日））以以上上２２２２週週未未満満のの出出産産（（死死産産・・流流産産含含むむ））のの場場合合ののみみ必必要要

22　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用ししなないい場場合合

①

②

③

④ 「領収書等の写し」

「直接支払制度を利用していない旨の記載がある領収書等」または「医療機関等と直接支払制度を利用しない旨を合意した文書の写し」

所  属  所  名
所 属 所 長 名

続　柄
（長男等）

（妊娠

名

住 所

「医療機関等と直接支払制度を利用する旨を合意した文書の写し」

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

所 属 所 住 所

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和

氏 名

電話番号

資 格 取 得 年 月 日

請請求求書書

資 格 喪 失 年 月 日

同同附附加加金金

出
産
児

附　加　金

円

日

有・無

フリガナ
組合員との関係

円

50,000

か月）したことを証明する。

住 所

　出 産・早 産・流 産・死 産　　　

出産に要した費用

氏名

医師又は
助産師の
証　明＊

被扶養者の場合は資格取得年月日

産科医療補償
制度対象分娩
該当の有無

医療機関に
支払った金額

家家 族族 出出 産産 費費

月

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

所属所名
組 合 員
氏　　名

組 合 員
番　　号

上記の出産者は、

円

フリガナ

出産の場所

33    多多胎胎児児のの場場合合、、請請求求書書はは出出産産児児１１人人にに対対ししてて１１部部ずずつつ提提出出ししててくくだだささいい。。

令和

令和 月

出 産 年 月 日

請求金額

令和

「医師または助産師の証明」（必須）

請 求 者
氏 名

円

「領収書等の写し」　

法　定　給　付

証明者（医師又は助産師）

年

令和

日

共共済済

年

・・

所属所コード

同同附附加加金金・・

出
産
者

本　人　・　被　扶　養　者

出出 産産 費費

印

所 属

受 付 印

出

令 和 ○○ 年 4 月 1 日

令和 年 月 日

年 月 日 に、男 児・女 児を

年 月 日

上記のとおり請求します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

年 4 月 5 日

千葉　共子

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。〒 ２６０－８６１９

年 4 月 5 日 千葉市中央区市場町２－２

＊＊注注意意事事項項

「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」をを記記載載すするる場場合合はは、、ででききるる限限りり本本指指定定欄欄にに受受けけててくくだだささいい。。

◆◆添添付付書書類類（（★★記記入入例例やや手手引引ききもも必必ずずごご覧覧くくだだささいい。。））

11　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用すするる場場合合

①

② 

③

※※「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」はは妊妊娠娠４４ヶヶ月月（（８８５５日日））以以上上２２２２週週未未満満のの出出産産（（死死産産・・流流産産含含むむ））のの場場合合ののみみ必必要要

22　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用ししなないい場場合合

①

②

③

④ 「領収書等の写し」

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

「領収書等の写し」　

「医師または助産師の証明」（必須）

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

月
長男千葉　共子

船橋市船橋2-2-20　▲▲クリニック

「直接支払制度を利用していない旨の記載がある領収書等」または「医療機関等と直接支払制度を利用しない旨を合意した文書の写し」

円出産に要した費用

証明者（医師又は助産師）

33    多多胎胎児児のの場場合合、、請請求求書書はは出出産産児児１１人人にに対対ししてて１１部部ずずつつ提提出出ししててくくだだささいい。。

平成

「医療機関等と直接支払制度を利用する旨を合意した文書の写し」

法　定　給　付

　出 産・早 産・流 産・死 産　　　

請求金額

日

580,000
医療機関に
支払った金額

所属所コード 40000

年 3

医師又は
助産師の
証　明＊

上記の出産者は、
（妊娠

資 格 喪 失 年 月 日

平成

出産の場所

組合員との関係

日令和

チバ　キョウコ

出 産 年 月 日

氏名

本　人　・　被　扶　養　者

・・

月○

フリガナ
出
産
者

組 合 員
番　　号

組 合 員
氏　　名

同同附附加加金金

19980000

○○
千葉市立共済小学校
共済　一郎

所 属 所 住 所

電話番号０４３(２２３)４１１８

所 属 所 名
所 属 所 長 名

請 求 者
氏 名

ユウタ 続　柄
（長男等）

雄太

フリガナ

被扶養者の場合は資格取得年月日

か月）したことを証明する。

住 所

氏 名

80,000 有・無

円

令和

円

附　加　金

令和

令和

○

○○

0

1

共 済 小

住 所

産科医療補償
制度対象分娩
該当の有無

50,000

千葉市中央区市場町1-1-2

円

3

出
産
児

年
名

請請求求書書
同同附附加加金金

家家 族族 出出 産産 費費

千 葉 共 子所属所名

共共済済

資 格 取 得 年 月 日

・・出出 産産 費費

郡 町（ ）

郡 町

（ ）

印

出

直接支払制度を利用する場合、医師の証明は原則、不不要要。。

妊妊娠娠４４ヶヶ月月（（８８５５日日））以以上上２２２２週週未未満満のの出出産産（（死死産産・・流流産産含含むむ））のの場場合合ののみみ必必要要でですす。。

記入例①
直接支払制度を利用する場合で、
出出産産費費用用がが法法定定給給付付額額をを超超ええたた場合。

★組合員の資格喪失後6か月以内に出産した方について★
「附加金」は支給されません。（手引き参照）
法定給付（差額支給）がない場合は、出産費の請求をする必要
はありません。

所 属

受 付 印

（名称及び住所）

45



令 和 ○ ○ 年 4 月 1 日

令和 年 月 日

年 月 日 に、男 児・女 児を

年 月 日

上記のとおり請求します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

年 4 月 5 日

千葉　共子

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。〒 ２６０－８６１９

年 4 月 5 日 千葉市中央区市場町２－２

＊＊注注意意事事項項

「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」をを記記載載すするる場場合合はは、、ででききるる限限りり本本指指定定欄欄にに受受けけててくくだだささいい。。

◆◆添添付付書書類類（（★★記記入入例例やや手手引引ききもも必必ずずごご覧覧くくだだささいい。。））

11　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用すするる場場合合

①

② 

③

※※「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」はは妊妊娠娠４４ヶヶ月月（（８８５５日日））以以上上２２２２週週未未満満のの出出産産（（死死産産・・流流産産含含むむ））のの場場合合ののみみ必必要要

22　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用ししなないい場場合合

①

②

③

④ 「領収書等の写し」

「直接支払制度を利用していない旨の記載がある領収書等」または「医療機関等と直接支払制度を利用しない旨を合意した文書の写し」

33    多多胎胎児児のの場場合合、、請請求求書書はは出出産産児児１１人人にに対対ししてて１１部部ずずつつ提提出出ししててくくだだささいい。。

資 格 喪 失 年 月 日

資 格 取 得 年 月 日

請請求求書書

千 葉 共 子

続　柄
（長男等）

同同附附加加金金

ユウタ

円 有・無

円

証明者（医師又は助産師）

組合員との関係

名

出 産 年 月 日

氏名 千葉　共子

円

産科医療補償
制度対象分娩
該当の有無

法　定　給　付

医療機関に
支払った金額

（妊娠

住 所

氏 名

0

請 求 者
氏 名

○○

住 所

150,000 50,000

○○

電話番号０４３(２２３)４１１８

千葉市中央区市場町1-1-2

請求金額

月 1 日

平成

本　人　・　被　扶　養　者

350,000 円

附　加　金

所属所コード 40000

フリガナ

○

出
産
者

令和

チバ　キョウコ

3

共共済済

所 属 所 住 所

家家 族族 出出 産産 費費

・・出出 産産 費費

同同附附加加金金

令和

令和

所属所名 共 済 小

雄太
被扶養者の場合は資格取得年月日

月

か月）したことを証明する。

長男

・・

船橋市船橋2-2-20　▲▲クリニック

組 合 員
番　　号

出産の場所

フリガナ

日

出
産
児

19980000

組 合 員
氏　　名

年

上記の出産者は、

出産に要した費用

令和 3

平成

○

医師又は
助産師の
証　明＊

年

　出 産・早 産・流 産・死 産　　　

千葉市立共済小学校
共済　一郎

所 属 所 名
所 属 所 長 名

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

「医療機関等と直接支払制度を利用する旨を合意した文書の写し」

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

「領収書等の写し」　

「医師または助産師の証明」（必須）

郡 町（ ）

郡 町

（ ）

印

出

直接支払制度を利用する場合、医師の証明は原則、不不要要。。

妊妊娠娠４４ヶヶ月月（（８８５５日日））以以上上２２２２週週未未満満のの出出産産（（死死産産・・流流産産含含むむ））のの場場合合ののみみ必必要要でですす。。

記入例②

直接支払制度を利用する場合で、
出出産産費費用用がが法法定定給給付付額額にに満満たたなないい場合。

出産費用が法定給付額※に満たない場合、
その差額を請求する。
※ 500,000円（令和5年3月31日以前の出産は
420,000円）
【計算例】
500,000円－350,000円＝150,000円

所 属

受 付 印

組合員の資格喪失後6か月以内に出産した方
の請求では「附加金」は支給されません。（手引
き参照）
二重線の見え消しで0円に訂正してください。

令 和 ○ ○ 年 4 月 1 日

令和 年 月 日

○ ○ 年 3 月 3 1 日 に、男 児・女 児を

○ ○ 年 4 月 2 日

上記のとおり請求します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

年 4 月 5 日

千葉　共子

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。〒 ２６０－８６１９

年 4 月 5 日 千葉市中央区市場町２－２

＊＊注注意意事事項項

「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」をを記記載載すするる場場合合はは、、ででききるる限限りり本本指指定定欄欄にに受受けけててくくだだささいい。。

◆◆添添付付書書類類（（★★記記入入例例やや手手引引ききもも必必ずずごご覧覧くくだだささいい。。））

11　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用すするる場場合合

①

② 

③

※※「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」はは妊妊娠娠４４ヶヶ月月（（８８５５日日））以以上上２２２２週週未未満満のの出出産産（（死死産産・・流流産産含含むむ））のの場場合合ののみみ必必要要

22　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用ししなないい場場合合

①

②

③

④ 「領収書等の写し」

「医師または助産師の証明」（必須）

「直接支払制度を利用していない旨の記載がある領収書等」または「医療機関等と直接支払制度を利用しない旨を合意した文書の写し」

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

「医療機関等と直接支払制度を利用する旨を合意した文書の写し」

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

「領収書等の写し」　

33    多多胎胎児児のの場場合合、、請請求求書書はは出出産産児児１１人人にに対対ししてて１１部部ずずつつ提提出出ししててくくだだささいい。。

船橋市船橋2-2-20

▲▲クリニック　医師　給付　法夫

医師又は
助産師の
証　明＊

日

出
産
者

月

続　柄
（長男等）

資 格 喪 失 年 月 日

19980000

法　定　給　付

所 属 所 名

チバ　キョウコ

令和

船橋市船橋2-2-20　▲▲クリニック

（妊娠
上記の出産者は、

出産に要した費用

・・

所属所名 共 済 小
組 合 員
氏　　名

年

出産の場所

組合員との関係
本　人　・　被　扶　養　者

フリガナ

家家 族族 出出 産産 費費

・・出出 産産 費費

千葉市中央区市場町1-1-2

共共済済

所属所コード 40000 組 合 員
番　　号

証明者（医師又は助産師）

同同附附加加金金

○

請求金額

　出 産・早 産・流 産・死 産　　　

住 所

医療機関に
支払った金額

500,000 円

附　加　金

円

円

住 所

請 求 者
氏 名

520,000

○○ 所 属 所 住 所

520,000 円

令和

○○令和

共済　一郎所 属 所 長 名

電話番号０４３(２２３)４１１８

千葉市立共済小学校

名

令和

○ 33 日

ユウタ

雄太

有・無
産科医療補償
制度対象分娩
該当の有無

50,000

長男

資 格 取 得 年 月 日

請請求求書書

千 葉 共 子

同同附附加加金金

フリガナ

出
産
児

月年

氏 名

出 産 年 月 日

10 か月）したことを証明する。

令和
千葉　共子

1

被扶養者の場合は資格取得年月日
氏名

令和

郡 町（ ）

郡 町

（ ）

印

出記入例③
直接支払制度を利用しない場合

給

付

組合員の資格喪失後6か月以内に出産した方の
請求では「附加金」は支給されません。（手引き参
照）
二重線の見え消しで0円に訂正してください。

所 属

受 付 印

（名称及び住所）

46



令 和 ○ ○ 年 4 月 1 日

令和 年 月 日

年 月 日 に、男 児・女 児を

年 月 日

上記のとおり請求します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

年 4 月 5 日

千葉　共子

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。〒 ２６０－８６１９

年 4 月 5 日 千葉市中央区市場町２－２

＊＊注注意意事事項項

「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」をを記記載載すするる場場合合はは、、ででききるる限限りり本本指指定定欄欄にに受受けけててくくだだささいい。。

◆◆添添付付書書類類（（★★記記入入例例やや手手引引ききもも必必ずずごご覧覧くくだだささいい。。））

11　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用すするる場場合合

①

② 

③

※※「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」はは妊妊娠娠４４ヶヶ月月（（８８５５日日））以以上上２２２２週週未未満満のの出出産産（（死死産産・・流流産産含含むむ））のの場場合合ののみみ必必要要

22　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用ししなないい場場合合

①

②

③

④ 「領収書等の写し」

「直接支払制度を利用していない旨の記載がある領収書等」または「医療機関等と直接支払制度を利用しない旨を合意した文書の写し」

33    多多胎胎児児のの場場合合、、請請求求書書はは出出産産児児１１人人にに対対ししてて１１部部ずずつつ提提出出ししててくくだだささいい。。

資 格 喪 失 年 月 日

資 格 取 得 年 月 日

請請求求書書

千 葉 共 子

続　柄
（長男等）

同同附附加加金金

ユウタ

円 有・無

円

証明者（医師又は助産師）

組合員との関係

名

出 産 年 月 日

氏名 千葉　共子

円

産科医療補償
制度対象分娩
該当の有無

法　定　給　付

医療機関に
支払った金額

（妊娠

住 所

氏 名

0

請 求 者
氏 名

○○

住 所

150,000 50,000

○○

電話番号０４３(２２３)４１１８

千葉市中央区市場町1-1-2

請求金額

月 1 日

平成

本　人　・　被　扶　養　者

350,000 円

附　加　金

所属所コード 40000

フリガナ

○

出
産
者

令和

チバ　キョウコ

3

共共済済

所 属 所 住 所

家家 族族 出出 産産 費費

・・出出 産産 費費

同同附附加加金金

令和

令和

所属所名 共 済 小

雄太
被扶養者の場合は資格取得年月日

月

か月）したことを証明する。

長男

・・

船橋市船橋2-2-20　▲▲クリニック

組 合 員
番　　号

出産の場所

フリガナ

日

出
産
児

19980000

組 合 員
氏　　名

年

上記の出産者は、

出産に要した費用

令和 3

平成

○

医師又は
助産師の
証　明＊

年

　出 産・早 産・流 産・死 産　　　

千葉市立共済小学校
共済　一郎

所 属 所 名
所 属 所 長 名

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

「医療機関等と直接支払制度を利用する旨を合意した文書の写し」

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

「領収書等の写し」　

「医師または助産師の証明」（必須）

郡 町（ ）

郡 町

（ ）

印

出

直接支払制度を利用する場合、医師の証明は原則、不不要要。。

妊妊娠娠４４ヶヶ月月（（８８５５日日））以以上上２２２２週週未未満満のの出出産産（（死死産産・・流流産産含含むむ））のの場場合合ののみみ必必要要でですす。。

記入例②

直接支払制度を利用する場合で、
出出産産費費用用がが法法定定給給付付額額にに満満たたなないい場合。

出産費用が法定給付額※に満たない場合、
その差額を請求する。
※ 500,000円（令和5年3月31日以前の出産は
420,000円）
【計算例】
500,000円－350,000円＝150,000円

所 属

受 付 印

組合員の資格喪失後6か月以内に出産した方
の請求では「附加金」は支給されません。（手引
き参照）
二重線の見え消しで0円に訂正してください。

令 和 ○ ○ 年 4 月 1 日

令和 年 月 日

○ ○ 年 3 月 3 1 日 に、男 児・女 児を

○ ○ 年 4 月 2 日

上記のとおり請求します。
公立学校共済組合千葉支部長　様

年 4 月 5 日

千葉　共子

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。〒 ２６０－８６１９

年 4 月 5 日 千葉市中央区市場町２－２

＊＊注注意意事事項項

「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」をを記記載載すするる場場合合はは、、ででききるる限限りり本本指指定定欄欄にに受受けけててくくだだささいい。。

◆◆添添付付書書類類（（★★記記入入例例やや手手引引ききもも必必ずずごご覧覧くくだだささいい。。））

11　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用すするる場場合合

①

② 

③

※※「「医医師師又又はは助助産産師師のの証証明明」」はは妊妊娠娠４４ヶヶ月月（（８８５５日日））以以上上２２２２週週未未満満のの出出産産（（死死産産・・流流産産含含むむ））のの場場合合ののみみ必必要要

22　　直直接接支支払払制制度度をを利利用用ししなないい場場合合

①

②

③

④ 「領収書等の写し」

「医師または助産師の証明」（必須）

「直接支払制度を利用していない旨の記載がある領収書等」または「医療機関等と直接支払制度を利用しない旨を合意した文書の写し」

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

「医療機関等と直接支払制度を利用する旨を合意した文書の写し」

 出生日と妊婦合計負担額の記載がある「出産費用明細書（分娩費用明細書）の写し」

「領収書等の写し」　

33    多多胎胎児児のの場場合合、、請請求求書書はは出出産産児児１１人人にに対対ししてて１１部部ずずつつ提提出出ししててくくだだささいい。。

船橋市船橋2-2-20

▲▲クリニック　医師　給付　法夫

医師又は
助産師の
証　明＊

日

出
産
者

月

続　柄
（長男等）

資 格 喪 失 年 月 日

19980000

法　定　給　付

所 属 所 名

チバ　キョウコ

令和

船橋市船橋2-2-20　▲▲クリニック

（妊娠
上記の出産者は、

出産に要した費用

・・

所属所名 共 済 小
組 合 員
氏　　名

年

出産の場所

組合員との関係
本　人　・　被　扶　養　者

フリガナ

家家 族族 出出 産産 費費

・・出出 産産 費費

千葉市中央区市場町1-1-2

共共済済

所属所コード 40000 組 合 員
番　　号

証明者（医師又は助産師）

同同附附加加金金

○

請求金額

　出 産・早 産・流 産・死 産　　　

住 所

医療機関に
支払った金額

500,000 円

附　加　金

円

円

住 所

請 求 者
氏 名

520,000

○○ 所 属 所 住 所

520,000 円

令和

○○令和

共済　一郎所 属 所 長 名

電話番号０４３(２２３)４１１８

千葉市立共済小学校

名

令和

○ 33 日

ユウタ

雄太

有・無
産科医療補償
制度対象分娩
該当の有無

50,000

長男

資 格 取 得 年 月 日

請請求求書書

千 葉 共 子

同同附附加加金金

フリガナ

出
産
児

月年

氏 名

出 産 年 月 日

10 か月）したことを証明する。

令和
千葉　共子

1

被扶養者の場合は資格取得年月日
氏名

令和

郡 町（ ）

郡 町

（ ）

印

出記入例③
直接支払制度を利用しない場合

給

付

組合員の資格喪失後6か月以内に出産した方の
請求では「附加金」は支給されません。（手引き参
照）
二重線の見え消しで0円に訂正してください。

所 属

受 付 印

（名称及び住所）
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年 月 日

年 月 日

〒 ） -

年 月 日

㊞

上記のとおり請求します。また、年金等の遡及決定により調整が生じた場合、過受給額を返納します。

〒 ） -

　公立学校共済組合千葉支部長　様

年 月 日

㊞

本書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

〒 ） -

年 月 日

資 格 喪 失 年 月 日

地方公務員災害補償法の規定等、業務上の災害による休業補償等受給の有無（　　 　　　　） 

平成
令和

円

組 合 員
番　　号

所属所コード

標準報酬月額

月

資 格 取 得 年 月 日
昭和
平成

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の １ ）

基本事項

所 属 所 名
組 合 員
氏　　名

発 生 年 月 年 月 日 から

勤務できなくなった
最 初 の 日

年 月 日 年 月
請 求 期 間

年 月

日 まで

請求金額 傷病手当金 円
傷病手当金
附　加　金

円 請求金額 円

年金受給の有無（　　　 　　　　　　　）→→有有のの場場合合はは下下欄欄にに詳詳細細をを記記入入。。

年金額

障害共済（厚生）年金
及び老 齢厚 生年 金額

円 支 給 開 始 日
平成
令和

年 月 日

障 害 基 礎 年 金 及 び
老 齢 基 礎 年 金 額

円 支 給 開 始 日
平成
令和

年

障 害 一 時 金 円 支 給
平成
令和

日

年 月

年 月

療養のため勤務できないことに関する医師の証明（下欄に証明を受けてください。）

傷 病 名 発病年月日
平成
令和

日

日

平成
令和

年 月 日 月年 日 まで

発 病 後 現 在 ま で の
加 療 内 容 及 び
療 養 経 過

療 養 の 効 果 及 び
治 癒 の 見 通 し

から
平成
令和

勤 務 不 能 と 認 め た
期 間

勤 務 で き る か 否 か
に つ い て の 所 見

電話番号（

令和 所 在 地

医 療 機 関 名

医 師 氏 名

請求者及び所属所長の証明

電話番号（

住 所

令和

氏 名

電話番号（

所 属 所 長 名

【注意】
※業務上の災害による休業補償等を受給する場合は、決定通知書の写しを別途添付してください。
※現在休業補償を受給していない、あるいは請求中の場合でも、受給が決まった場合は速やかに公立学校共済組合
千葉支部に御連絡ください。なお、休業補償等の受給状況を、実施機関に確認することがあります。

※障障害害共共済済（（厚厚生生））年年金金等等をを受受給給すするる場場合合、、傷傷病病手手当当金金はは年年金金受受給給額額がが控控除除さされれ差差額額がが給給付付さされれまますす。。
※障害共済（厚生）年金は、請求してから決定までに一定の時間を要することから、遡って決定されることがあり
ます。その場合は障害共済（厚生）年金が優先され傷病手当金が調整されるため、過受給額を返納していただく必
要があります。

令和 所 属 所 住 所

所 属 所 名

傷

所 属 所

受 付 印

有 無 請求中

有 無 請求中
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年 月 日

年 月 日

〒 ） -

年 月 日

㊞

上記のとおり請求します。また、年金等の遡及決定により調整が生じた場合、過受給額を返納します。

〒 ） -

　公立学校共済組合千葉支部長　様

年 月 日

㊞

本書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

〒 ） -

年 月 日

資 格 喪 失 年 月 日

地方公務員災害補償法の規定等、業務上の災害による休業補償等受給の有無（　　 　　　　） 

平成
令和

円

組 合 員
番　　号

所属所コード

標準報酬月額

月

資 格 取 得 年 月 日
昭和
平成

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の １ ）

基本事項

所 属 所 名
組 合 員
氏　　名

発 生 年 月 年 月 日 から

勤務できなくなった
最 初 の 日

年 月 日 年 月
請 求 期 間

年 月

日 まで

請求金額 傷病手当金 円
傷病手当金
附　加　金

円 請求金額 円

年金受給の有無（　　　 　　　　　　　）→→有有のの場場合合はは下下欄欄にに詳詳細細をを記記入入。。

年金額

障害共済（厚生）年金
及び老 齢厚 生年 金額

円 支 給 開 始 日
平成
令和

年 月 日

障 害 基 礎 年 金 及 び
老 齢 基 礎 年 金 額

円 支 給 開 始 日
平成
令和

年

障 害 一 時 金 円 支 給
平成
令和

日

年 月

年 月

療養のため勤務できないことに関する医師の証明（下欄に証明を受けてください。）

傷 病 名 発病年月日
平成
令和

日

日

平成
令和

年 月 日 月年 日 まで

発 病 後 現 在 ま で の
加 療 内 容 及 び
療 養 経 過

療 養 の 効 果 及 び
治 癒 の 見 通 し

から
平成
令和

勤 務 不 能 と 認 め た
期 間

勤 務 で き る か 否 か
に つ い て の 所 見

電話番号（

令和 所 在 地

医 療 機 関 名

医 師 氏 名

請求者及び所属所長の証明

電話番号（

住 所

令和

氏 名

電話番号（

所 属 所 長 名

【注意】
※業務上の災害による休業補償等を受給する場合は、決定通知書の写しを別途添付してください。
※現在休業補償を受給していない、あるいは請求中の場合でも、受給が決まった場合は速やかに公立学校共済組合
千葉支部に御連絡ください。なお、休業補償等の受給状況を、実施機関に確認することがあります。

※障障害害共共済済（（厚厚生生））年年金金等等をを受受給給すするる場場合合、、傷傷病病手手当当金金はは年年金金受受給給額額がが控控除除さされれ差差額額がが給給付付さされれまますす。。
※障害共済（厚生）年金は、請求してから決定までに一定の時間を要することから、遡って決定されることがあり
ます。その場合は障害共済（厚生）年金が優先され傷病手当金が調整されるため、過受給額を返納していただく必
要があります。

令和 所 属 所 住 所

所 属 所 名

傷

所 属 所

受 付 印

有 無 請求中

有 無 請求中

年 月 日 年 月 日

次の報酬を支払ったことを証明する。（（表面・その１）の所属所長が証明します。）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円 ＝ 円 …標準報酬日額

（10円未満四捨五入）

円 ＝ 円 …給給付付日日額額

（円未満四捨五入）

（週休日除く・祝日含む）

報報酬酬日日額額（（『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』よよりり転転記記））

円　…報酬日額

給給付付日日額額 報報酬酬日日額額

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

年年金金額額

円　 × ＝ 円 …調整額

給給付付日日額額 調調整整額額
（円未満切捨）

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

円 × 日 ＝ 円

円 × 日 ＝ 円 合計 円

退退職職時時標標準準報報酬酬月月額額

円 ＝ 円 （10円未満四捨五入）…Ａ

退退職職時時標標準準報報酬酬日日額額

円 ＝ 円 （円未満四捨五入）…給給付付日日額額ＢＢ

障障害害一一時時金金のの額額

円 ÷ 円 ＝ 日 （小数点以下の端数を切上）…Ｃ 

給給付付日日額額ＢＢ××ＣＣ 障障害害一一時時金金のの額額 支支給給再再開開年年月月日日ににおおけけるる支支給給額額

円 － 円 ＝ …ＤＤ

　支給再開年月日平成 年 月 日

円 × 日 ＋ ＝ 円

円 × 日 ＋ ＝ 円 合計 円

（ そ の ２ ）

所 属 所 名
組 合 員
番　　号

組 合 員
氏　　名

円

から まで出勤しなかった期間に対して、

まで

から

標標準準報報酬酬日日額額

から

まで

今回支給日数
標標準準報報酬酬月月額額

×1/22

円

30

22

曜日

×2/3

1

日間

2 9 16 23

18

10 17

25

24

5 12 19 26②
年
金
と
の
調
整

6 13 20 27

×2/3

1/264

給給付付日日額額ＢＢ

給給付付日日額額ＢＢ

給給付付日日額額

③③
給給
付付
額額
のの
算算
定定

障
害
一
時
金
と
の
調
整

【傷病手当金附加金】

×1/22

【傷病手当金附加金】

ＤＤ

【 傷 病 手 当 金 】

給給付付決決定定額額支支給給日日数数

313

　　【添付書類】　  □ 出出勤勤簿簿のの写写しし    □□  辞辞令令のの写写しし
　　＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』(支給がある場合) □『『休休業業補補償償決決定定通通知知書書』』(支給がある場合)

□ 年年金金証証書書又又はは年年金金額額改改定定通通知知書書のの写写しし（年金受給者のみ。年金額が決定または改定されたときは随時提出。）
□ 報報酬酬のの支支払払状状況況証証明明（別紙対応とした場合）

※※初初回回請請求求時時ののみみ、、下下記記書書類類もも添添付付
□ 履履歴歴書書ままたたはは人人事事カカーードドのの写写しし　　□  出出勤勤簿簿のの写写しし（療養のために勤務できなくなってから直近までの期間すべて）

　＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□ 辞辞令令のの写写しし（休職に入ってから直近までの辞令すべて）
□ 『『試試算算シシーートト』』□  給給与与明明細細のの写写しし（（試試算算シシーートトのの根根拠拠ととししたた休休職職開開始始月月のの翌翌月月分分ののもものの））

※※短短期期組組合合員員等等のの添添付付書書類類ににつついいててはは手手引引参参照照

※退職日の翌日から、土日曜日を除いてＣ日数経過した日

①
報
酬
と
の
調
整

【 傷 病 手 当 金 】

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金

報酬の支払状況証明

給付額の算定

給給
付付
日日
額額
算算
定定

・報酬との調整がある場合⇒「①報酬との調整」へ
・年金との調整がある場合⇒「②年金との調整」へ
・調整がない場合⇒「③給付額の算定」へ 29

日間

8

給給付付決決定定額額支支給給日日数数

4 11

7 14 21 28

15

傷病手当金…○

附加金…□
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○ 年 4 月 1 日

年 月 日

〒 ） -

○ 年 6 月 3 日

㊞

上記のとおり請求します。また、年金等の遡及決定により調整が生じた場合、過受給額を返納します。

〒 ） -

　公立学校共済組合千葉支部長　様

○ 年 6 月 4 日

㊞

本書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

〒 ） -

○ 年 6 月 5 日

地方公務員災害補償法の規定等、業務上の災害による休業補償等受給の有無（　　　　　　　　　　　　）

所 属 所 長 名 校長　千葉　一郎
【注意】
※業務上の災害による休業補償等を受給する場合は、決定通知書の写しを別途添付してください。
※現在休業補償を受給していない、あるいは請求中の場合でも、受給が決まった場合は速やかに公立学校共済組合
千葉支部に御連絡ください。なお、休業補償等の受給状況を、実施機関に確認することがあります。

※障障害害共共済済（（厚厚生生））年年金金等等をを受受給給すするる場場合合、、傷傷病病手手当当金金はは年年金金受受給給額額がが控控除除さされれ差差額額がが給給付付さされれまますす。。
※障害共済（厚生）年金は、請求してから決定までに一定の時間を要することから、遡って決定されることがあり
ます。その場合は障害共済（厚生）年金が優先され傷病手当金が調整されるため、過受給額を返納していただく必
要があります。

1111
令和 所 属 所 住 所

千葉市稲毛区稲毛東○-○

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校

住 所
千葉市中央区市場町○-○

令和

氏 名 共済　花子

263-0043 電話番号（ 043 255

請求者及び所属所長の証明

260-0855 電話番号（ 043 223 0000

令和 所 在 地 千葉県千葉市美浜区豊砂○○
医 療 機 関 名 医療法人　○○会　△△クリニック
医 師 氏 名 山田　太郎

勤 務 で き る か 否 か
に つ い て の 所 見 意欲低下、抑うつ状態が続いており、職場復帰について考えると不安感が強くなり勤務不可能な状態であった。

261-0024 電話番号（ 043 276 1111

31 日 まで

発 病 後 現 在 ま で の
加 療 内 容 及 び
療 養 経 過

薬物治療を行っているが、気力低下・焦燥感・不安感が強い。

療 養 の 効 果 及 び
治 癒 の 見 通 し 治療により睡眠障害・起床困難について改善がみられるが、気力低下・焦燥感・不安感が継続している。

から
平成
令和

○ 年 5 月

○ 日

勤 務 不 能 と 認 め た
期 間

平成
令和

○ 年 5 月 1 日

療養のため勤務できないことに関する医師の証明（下欄に証明を受けてください。）

傷 病 名 うつ病 発病年月日
平成
令和

○ 年 ○ 月

年 月 日障 害 一 時 金 円 支 給
平成
令和

年 月 日

日

障 害 基 礎 年 金 及 び
老 齢 基 礎 年 金 額

円 支 給 開 始 日
平成
令和

支 給 開 始 日
平成
令和

年 月

円 請求金額 341,481 円

年金受給の有無（　　　 　　　　　　　）→有有のの場場合合はは下下欄欄にに詳詳細細をを記記入入。。

年金額

障害共済（厚生）年金
及び老 齢厚 生年 金額

円

請求金額 傷病手当金 237,552 円
傷病手当金
附　加　金

103,929

年 5 月 31 日 まで
勤務できなくなった
最 初 の 日

平成 ○ 年 ○ 月

年 5 月 1 日 から月
請 求 期 間

令和 ○

○ 日 令和 ○

標準報酬月額 490,000 円

発 生 年 月 平成 ○ 年 ○

所属所コード 40000 組 合 員
番　　号 19900000 資 格 喪 失 年 月 日

平成
令和

基本事項

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
氏　　名 共済　花子 資 格 取 得 年 月 日

昭和
平成

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の １ ）

傷

所 属 所

受 付 印

山
田

共
済

発生年月…初めて医師の診察を受けた年月
勤務できなくなった最初の日…休暇・欠勤を問わず

必ずいずれかを選択してください。

入力すると
裏面の曜日が自

有 無 請求中

プルダウンで選択できます。

記入例

千千葉葉県県立立
○○○○高高等等学学校校

必ずいずれかを選択してください。

有 無 請求中
黄色セルは計算式が入っています。
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○ 年 4 月 1 日

年 月 日

〒 ） -

○ 年 6 月 3 日

㊞

上記のとおり請求します。また、年金等の遡及決定により調整が生じた場合、過受給額を返納します。

〒 ） -

　公立学校共済組合千葉支部長　様

○ 年 6 月 4 日

㊞

本書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

〒 ） -

○ 年 6 月 5 日

地方公務員災害補償法の規定等、業務上の災害による休業補償等受給の有無（　　　　　　　　　　　　）

所 属 所 長 名 校長　千葉　一郎
【注意】
※業務上の災害による休業補償等を受給する場合は、決定通知書の写しを別途添付してください。
※現在休業補償を受給していない、あるいは請求中の場合でも、受給が決まった場合は速やかに公立学校共済組合
千葉支部に御連絡ください。なお、休業補償等の受給状況を、実施機関に確認することがあります。

※障障害害共共済済（（厚厚生生））年年金金等等をを受受給給すするる場場合合、、傷傷病病手手当当金金はは年年金金受受給給額額がが控控除除さされれ差差額額がが給給付付さされれまますす。。
※障害共済（厚生）年金は、請求してから決定までに一定の時間を要することから、遡って決定されることがあり
ます。その場合は障害共済（厚生）年金が優先され傷病手当金が調整されるため、過受給額を返納していただく必
要があります。

1111
令和 所 属 所 住 所

千葉市稲毛区稲毛東○-○

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校

住 所
千葉市中央区市場町○-○

令和

氏 名 共済　花子

263-0043 電話番号（ 043 255

請求者及び所属所長の証明

260-0855 電話番号（ 043 223 0000

令和 所 在 地 千葉県千葉市美浜区豊砂○○
医 療 機 関 名 医療法人　○○会　△△クリニック
医 師 氏 名 山田　太郎

勤 務 で き る か 否 か
に つ い て の 所 見 意欲低下、抑うつ状態が続いており、職場復帰について考えると不安感が強くなり勤務不可能な状態であった。

261-0024 電話番号（ 043 276 1111

31 日 まで

発 病 後 現 在 ま で の
加 療 内 容 及 び
療 養 経 過

薬物治療を行っているが、気力低下・焦燥感・不安感が強い。

療 養 の 効 果 及 び
治 癒 の 見 通 し 治療により睡眠障害・起床困難について改善がみられるが、気力低下・焦燥感・不安感が継続している。

から
平成
令和

○ 年 5 月

○ 日

勤 務 不 能 と 認 め た
期 間

平成
令和

○ 年 5 月 1 日

療養のため勤務できないことに関する医師の証明（下欄に証明を受けてください。）

傷 病 名 うつ病 発病年月日
平成
令和

○ 年 ○ 月

年 月 日障 害 一 時 金 円 支 給
平成
令和

年 月 日

日

障 害 基 礎 年 金 及 び
老 齢 基 礎 年 金 額

円 支 給 開 始 日
平成
令和

支 給 開 始 日
平成
令和

年 月

円 請求金額 341,481 円

年金受給の有無（　　　 　　　　　　　）→有有のの場場合合はは下下欄欄にに詳詳細細をを記記入入。。

年金額

障害共済（厚生）年金
及び老 齢厚 生年 金額

円

請求金額 傷病手当金 237,552 円
傷病手当金
附　加　金

103,929

年 5 月 31 日 まで
勤務できなくなった
最 初 の 日

平成 ○ 年 ○ 月

年 5 月 1 日 から月
請 求 期 間

令和 ○

○ 日 令和 ○

標準報酬月額 490,000 円

発 生 年 月 平成 ○ 年 ○

所属所コード 40000 組 合 員
番　　号 19900000 資 格 喪 失 年 月 日

平成
令和

基本事項

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
氏　　名 共済　花子 資 格 取 得 年 月 日

昭和
平成

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の １ ）

傷

所 属 所

受 付 印

山
田

共
済

発生年月…初めて医師の診察を受けた年月
勤務できなくなった最初の日…休暇・欠勤を問わず

必ずいずれかを選択してください。

入力すると
裏面の曜日が自

有 無 請求中

プルダウンで選択できます。

記入例

千千葉葉県県立立
○○○○高高等等学学校校

必ずいずれかを選択してください。

有 無 請求中
黄色セルは計算式が入っています。

○ 年 5 月 1 日 ○ 年 5 月 日

次の報酬を支払ったことを証明する。（（表面・その１）の所属所長が証明します。）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円 ＝ 円 …標準報酬日額

（10円未満四捨五入）

円 ＝ 円 …給給付付日日額額

（円未満四捨五入）

（週休日除く・祝日含む）

報報酬酬日日額額（（『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』よよりり転転記記））

円　…報酬日額

給給付付日日額額 報報酬酬日日額額

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

年年金金額額

円　 × ＝ 円 …調整額

給給付付日日額額 調調整整額額
（円未満切捨）

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

円 × 日 ＝ 円

円 × 日 ＝ 円 合計 円

退退職職時時標標準準報報酬酬月月額額

円 ＝ 円 （10円未満四捨五入）…Ａ

退退職職時時標標準準報報酬酬日日額額

円 ＝ 円 （円未満四捨五入）…給給付付日日額額ＢＢ

障障害害一一時時金金のの額額

円 ÷ 円 ＝ 日 （小数点以下の端数を切上）…Ｃ 

給給付付日日額額ＢＢ××ＣＣ 障障害害一一時時金金のの額額 支支給給再再開開年年月月日日ににおおけけるる支支給給額額

円 － 円 ＝ …ＤＤ

　支給再開年月日平成 年 月 日

円 × 日 ＋ ＝ 円

円 × 日 ＋ ＝ 円 合計 円

　　【添付書類】　  □ 出出勤勤簿簿のの写写しし    □□  辞辞令令のの写写しし
　　＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』(支給がある場合) □『『休休業業補補償償決決定定通通知知書書』』(支給がある場合)

□ 年年金金証証書書又又はは年年金金額額改改定定通通知知書書のの写写しし（年金受給者のみ。年金額が決定または改定されたときは随時提出。）
□ 報報酬酬のの支支払払状状況況証証明明（別紙対応とした場合）

※※初初回回請請求求時時ののみみ、、下下記記書書類類もも添添付付
□ 履履歴歴書書ままたたはは人人事事カカーードドのの写写しし　　□  出出勤勤簿簿のの写写しし（療養のために勤務できなくなってから直近までの期間すべて）

　＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□ 辞辞令令のの写写しし（休職に入ってから直近までの辞令すべて）
□ 『『試試算算シシーートト』』□  給給与与明明細細のの写写しし（（試試算算シシーートトのの根根拠拠ととししたた休休職職開開始始月月のの翌翌月月分分ののもものの））

※※短短期期組組合合員員等等のの添添付付書書類類ににつついいててはは手手引引参参照照

【傷病手当金附加金】

※退職日の翌日から、土日曜日を除いてＣ日数経過した日

給給付付日日額額ＢＢ 支支給給日日数数 ＤＤ 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】

給給付付日日額額ＢＢ

7 103,929 341,481

障
害
一
時
金
と
の
調
整

×1/22

×2/3

③③
給給
付付
額額
のの
算算
定定

給給付付日日額額 支支給給日日数数 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】 14,847 16 237,552

【傷病手当金附加金】 14,847

火 7 14 21 28

1/264
月 6 13 20 27

②
年
金
と
の
調
整

日 5 12 19 26

土 4 11 18 25

30

金 3 10 17 24 31

①
報
酬
と
の
調
整

木 2 9 16 23

日間

曜日

・報酬との調整がある場合⇒「①報酬との調整」へ
・年金との調整がある場合⇒「②年金との調整」へ
・調整がない場合⇒「③給付額の算定」へ 水 1 8 15 22 29

標標準準報報酬酬日日額額

22,270 ×2/3 14,847
附加金…□ 7

給付額の算定

給給
付付
日日
額額
算算
定定

今回支給日数
標標準準報報酬酬月月額額

490,000 ×1/22 22,270

傷病手当金…○ 16 日間

令和 まで

まで

令和 から

令和 ○ 5 1 から 0円
令和 ○ 5 31

共済　花子

報酬の支払状況証明

令和 から 令和 まで出勤しなかった期間に対して、

（ そ の ２ ）

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
番　　号 19900000 組 合 員

氏　　名

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金

カレンダーに○または□をつけて、
支給日数を入力してください。

請求期間の始期を入力すると
自動で曜日が付されます。

入力が必要です。

31
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○ 年 4 月 1 日

年 月 日

〒 ） -

○ 年 1 月 3 日

㊞

上記のとおり請求します。また、年金等の遡及決定により調整が生じた場合、過受給額を返納します。

〒 ） -

　公立学校共済組合千葉支部長　様

○ 年 1 月 4 日

㊞

本書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

〒 ） -

○ 年 1 月 5 日

所 属 所 長 名 校長　千葉　一郎
【注意】
※業務上の災害による休業補償等を受給する場合は、決定通知書の写しを別途添付してください。
※現在休業補償を受給していない、あるいは請求中の場合でも、受給が決まった場合は速やかに公立学校共済組合千
葉支部に御連絡ください。なお、休業補償等の受給状況を、実施機関に確認することがあります。

※障障害害共共済済（（厚厚生生））年年金金等等をを受受給給すするる場場合合、、傷傷病病手手当当金金はは年年金金受受給給額額がが控控除除さされれ差差額額がが給給付付さされれまますす。。
※障害共済（厚生）年金は、請求してから決定までに一定の時間を要することから、遡って決定されることがありま
す。その場合は障害共済（厚生）年金が優先され傷病手当金が調整されるため、過受給額を返納していただく必要が
あります。

1111
令和 所 属 所 住 所

千葉市稲毛区稲毛東○-○

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校

住 所
千葉市中央区市場町○-○

令和

氏 名 共済　花子

263-0043 電話番号（ 043 255

請求者及び所属所長の証明

260-0855 電話番号（ 043 223 0000

令和 所 在 地 千葉県千葉市美浜区豊砂○○
医 療 機 関 名 医療法人　○○会　△△クリニック
医 師 氏 名 山田　太郎

療 養 の 効 果 及 び
治 癒 の 見 通 し 治療により睡眠障害・起床困難について改善がみられるが、気力低下・焦燥感・不安感が継続している。

勤 務 で き る か 否 か
に つ い て の 所 見 意欲低下、抑うつ状態が続いており、職場復帰について考えると不安感が強くなり勤務不可能な状態であった。

261-0024 電話番号（ 043 276 1111

月 31 日 まで

発 病 後 現 在 ま で の
加 療 内 容 及 び
療 養 経 過

薬物治療を行っているが、気力低下・焦燥感・不安感が強い。

日 から
平成
令和

○ 年 12

月 ○ 日

勤 務 不 能 と 認 め た
期 間

平成
令和

○ 年 12 月 1

日

療養のため勤務できないことに関する医師の証明（下欄に証明を受けてください。）

傷 病 名 うつ病 発病年月日
平成
令和

○

日

年 ○

平成
令和

年障 害 一 時 金 円 支 給 月

月

日

障 害 基 礎 年 金 及 び
老 齢 基 礎 年 金 額

円 支給開始日
平成
令和

年

平成
令和

年 月

年金額

障害共済（厚生）年金
及 び 老 齢厚 生年 金額

円 支給開始日

地方公務員災害補償法の規定等、業務上の災害による休業補償等受給の有無（　　　　　　　　　　　　） 

年金受給の有無（　　　　　　　　　　　　）→有有のの場場合合はは下下欄欄にに詳詳細細をを記記入入。。

請求金額 傷病手当金 119,966 円
傷病手当金
附　加　金

年 12 月 31

円 請求金額 119,966

日 まで

円

勤務できなくなった
最 初 の 日

令和 ○ 年 ○ 月

年 12 月 1 日 から月
請 求 期 間

令和 ○

○ 日 令和 ○

標準報酬月額 180,000 円

発 生 年 月 令和 ○ 年 ○

所属所コー
ド

40000 組 合 員
番　　号 70000000

資 格 喪 失 年 月 日
平成
令和

基本事項

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
氏　　名 共済　花子

資 格 取 得 年 月 日
昭和
平成

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の １ ）

傷

所 属 所

受 付 印

山
田

共
済

発生年月…初めて医師の診察を受けた年月
勤務できなくなった最初の日…休暇・欠勤を問わず
請求書記載の傷病により出勤できなかった最初の

必ずいずれかを選択してください。

入力すると
裏面の曜日が自動
で入ります。

有 無 請求中

プルダウンで選択できます。

記入例②
会計年度任用職員等

千千葉葉県県立立
○○○○高高等等学学校校

有 無 請求中

必ずいずれかを選択してください。

黄色セルは計算式が入っています。

初回請求時は待期期間を含めて証明をもらってください。
（期間が引き続いていない場合は、文中に待期期間○月○日
～×月×日も勤務できる状態になかったことを明記）
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○ 年 4 月 1 日

年 月 日

〒 ） -

○ 年 1 月 3 日

㊞

上記のとおり請求します。また、年金等の遡及決定により調整が生じた場合、過受給額を返納します。

〒 ） -

　公立学校共済組合千葉支部長　様

○ 年 1 月 4 日

㊞

本書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

〒 ） -

○ 年 1 月 5 日

所 属 所 長 名 校長　千葉　一郎
【注意】
※業務上の災害による休業補償等を受給する場合は、決定通知書の写しを別途添付してください。
※現在休業補償を受給していない、あるいは請求中の場合でも、受給が決まった場合は速やかに公立学校共済組合千
葉支部に御連絡ください。なお、休業補償等の受給状況を、実施機関に確認することがあります。

※障障害害共共済済（（厚厚生生））年年金金等等をを受受給給すするる場場合合、、傷傷病病手手当当金金はは年年金金受受給給額額がが控控除除さされれ差差額額がが給給付付さされれまますす。。
※障害共済（厚生）年金は、請求してから決定までに一定の時間を要することから、遡って決定されることがありま
す。その場合は障害共済（厚生）年金が優先され傷病手当金が調整されるため、過受給額を返納していただく必要が
あります。

1111
令和 所 属 所 住 所

千葉市稲毛区稲毛東○-○

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校

住 所
千葉市中央区市場町○-○

令和

氏 名 共済　花子

263-0043 電話番号（ 043 255

請求者及び所属所長の証明

260-0855 電話番号（ 043 223 0000

令和 所 在 地 千葉県千葉市美浜区豊砂○○
医 療 機 関 名 医療法人　○○会　△△クリニック
医 師 氏 名 山田　太郎

療 養 の 効 果 及 び
治 癒 の 見 通 し 治療により睡眠障害・起床困難について改善がみられるが、気力低下・焦燥感・不安感が継続している。

勤 務 で き る か 否 か
に つ い て の 所 見 意欲低下、抑うつ状態が続いており、職場復帰について考えると不安感が強くなり勤務不可能な状態であった。

261-0024 電話番号（ 043 276 1111

月 31 日 まで

発 病 後 現 在 ま で の
加 療 内 容 及 び
療 養 経 過

薬物治療を行っているが、気力低下・焦燥感・不安感が強い。

日 から
平成
令和

○ 年 12

月 ○ 日

勤 務 不 能 と 認 め た
期 間

平成
令和

○ 年 12 月 1

日

療養のため勤務できないことに関する医師の証明（下欄に証明を受けてください。）

傷 病 名 うつ病 発病年月日
平成
令和

○

日

年 ○

平成
令和

年障 害 一 時 金 円 支 給 月

月

日

障 害 基 礎 年 金 及 び
老 齢 基 礎 年 金 額

円 支給開始日
平成
令和

年

平成
令和

年 月

年金額

障害共済（厚生）年金
及 び 老 齢厚 生年 金額

円 支給開始日

地方公務員災害補償法の規定等、業務上の災害による休業補償等受給の有無（　　　　　　　　　　　　） 

年金受給の有無（　　　　　　　　　　　　）→有有のの場場合合はは下下欄欄にに詳詳細細をを記記入入。。

請求金額 傷病手当金 119,966 円
傷病手当金
附　加　金

年 12 月 31

円 請求金額 119,966

日 まで

円

勤務できなくなった
最 初 の 日

令和 ○ 年 ○ 月

年 12 月 1 日 から月
請 求 期 間

令和 ○

○ 日 令和 ○

標準報酬月額 180,000 円

発 生 年 月 令和 ○ 年 ○

所属所コー
ド

40000 組 合 員
番　　号 70000000

資 格 喪 失 年 月 日
平成
令和

基本事項

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
氏　　名 共済　花子

資 格 取 得 年 月 日
昭和
平成

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の １ ）

傷

所 属 所

受 付 印

山
田

共
済

発生年月…初めて医師の診察を受けた年月
勤務できなくなった最初の日…休暇・欠勤を問わず
請求書記載の傷病により出勤できなかった最初の

必ずいずれかを選択してください。

入力すると
裏面の曜日が自動
で入ります。

有 無 請求中

プルダウンで選択できます。

記入例②
会計年度任用職員等

千千葉葉県県立立
○○○○高高等等学学校校

有 無 請求中

必ずいずれかを選択してください。

黄色セルは計算式が入っています。

初回請求時は待期期間を含めて証明をもらってください。
（期間が引き続いていない場合は、文中に待期期間○月○日
～×月×日も勤務できる状態になかったことを明記）

○ 年 月 1 日 ○ 年 月 日

次の報酬を支払ったことを証明する。（（表面・その１）の所属所長が証明します。）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円 ＝ 円 …標準報酬日額

（10円未満四捨五入）

円 ＝ 円 …給給付付日日額額

（円未満四捨五入）

（週休日除く・祝日含む）

報報酬酬日日額額（（『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』よよりり転転記記））

円　…報酬日額

給給付付日日額額 報報酬酬日日額額

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

年年金金額額

円　 × ＝ 円 …調整額

給給付付日日額額 調調整整額額
（円未満切捨）

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

円 × 日 ＝ 円

円 × 日 ＝ 円 合計 円

退退職職時時標標準準報報酬酬月月額額

円 ＝ 円 （10円未満四捨五入）…Ａ

退退職職時時標標準準報報酬酬日日額額

円 ＝ 円 （円未満四捨五入）…給給付付日日額額ＢＢ

障障害害一一時時金金のの額額

円 ÷ 円 ＝ 日 （小数点以下の端数を切上）…Ｃ 

給給付付日日額額ＢＢ××ＣＣ 障障害害一一時時金金のの額額 支支給給再再開開年年月月日日ににおおけけるる支支給給額額

円 － 円 ＝ …ＤＤ

　支給再開年月日 平成 年 月 日

円 × 日 ＋ ＝ 円

円 × 日 ＋ ＝ 円 合計 円

　　【添付書類】　  □ 出出勤勤簿簿のの写写しし    □□  辞辞令令のの写写しし
　　＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』(支給がある場合) □『『休休業業補補償償決決定定通通知知書書』』(支給がある場合)

□ 年年金金証証書書又又はは年年金金額額改改定定通通知知書書のの写写しし（年金受給者のみ。年金額が決定または改定されたときは随時提出。）
□ 報報酬酬のの支支払払状状況況証証明明（別紙対応とした場合）

※※初初回回請請求求時時ののみみ、、下下記記書書類類もも添添付付
□ 履履歴歴書書ままたたはは人人事事カカーードドのの写写しし　　□  出出勤勤簿簿のの写写しし（療養のために勤務できなくなってから直近までの期間すべて）

　＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□ 辞辞令令のの写写しし（休職に入ってから直近までの辞令すべて）
□ 『『試試算算シシーートト』』□  給給与与明明細細のの写写しし（（試試算算シシーートトのの根根拠拠ととししたた休休職職開開始始月月のの翌翌月月分分ののもものの））

※※短短期期組組合合員員等等のの添添付付書書類類ににつついいててはは手手引引参参照照

【傷病手当金附加金】

※退職日の翌日から、土日曜日を除いてＣ日数経過した日

給給付付日日額額ＢＢ 支支給給日日数数 ＤＤ 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】

給給付付日日額額ＢＢ

119,966

障
害
一
時
金
と
の
調
整

×1/22

×2/3

③③
給給
付付
額額
のの
算算
定定

給給付付日日額額 支支給給日日数数 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】 5,453 22 119,966

【傷病手当金附加金】

水 7 14 21 28

1/264
火 6 13 20 27

②
年
金
と
の
調
整

月 5 12 19 26

日 4 11 18 25

30

土 3 10 17 24 31

①
報
酬
と
の
調
整

金 2 9 16 23

日間

曜日

・報酬との調整がある場合⇒「①報酬との調整」へ
・年金との調整がある場合⇒「②年金との調整」へ
・調整がない場合⇒「③給付額の算定」へ 木 1 8 15 22 29

標標準準報報酬酬日日額額

8,180 ×2/3 5,453
附加金…□

給付額の算定

給給
付付
日日
額額
算算
定定

今回支給日数
標標準準報報酬酬月月額額

180,000 ×1/22 8,180

傷病手当金…○ 22 日間

令和 まで

まで

令和 から

令和 から

令和

共済　花子

報酬の支払状況証明

令和 から 令和 まで出勤しなかった期間に対して、

（ そ の ２ ）

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
番　　号 70000000 組 合 員

氏　　名

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金

カレンダーに○または□をつけて、
支給日数を入力してください。

請求期間の始期を入力すると
自動で曜日が付されます。

欠勤や祝日の取扱い等により報酬の
状況が複雑な場合、別紙対応願いま
す（任意様式）。

311212
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○ 年
1
2

月 1 日 ○ 年
1
2

月
3
1

日

次の報酬を支払ったことを証明する。（（表面・その１）の所属所長が証明します。）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円 ＝ 円 …標準報酬日額

（10円未満四捨五入）

円 ＝ 円 …給給付付日日額額

（円未満四捨五入）

（週休日除く・祝日含む）

報報酬酬日日額額（（『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』よよりり転転記記））

円　…報酬日額

給給付付日日額額 報報酬酬日日額額

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

年年金金額額

円　 × ＝ 円 …調整額

給給付付日日額額 調調整整額額
（円未満切捨）

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

円 × 日 ＝ 円

円 × 日 ＝ 円 合計 円

退退職職時時標標準準報報酬酬月月額額

円 ＝ 円 （10円未満四捨五入）…Ａ

退退職職時時標標準準報報酬酬日日額額

円 ＝ 円 （円未満四捨五入）…給給付付日日額額ＢＢ

障障害害一一時時金金のの額額

円 ÷ 円 ＝ 日 （小数点以下の端数を切上）…Ｃ 

給給付付日日額額ＢＢ××ＣＣ 障障害害一一時時金金のの額額 支支給給再再開開年年月月日日ににおおけけるる支支給給額額

円 － 円 ＝ …ＤＤ

　支給再開年月日 平成 年 月 日

円 × 日 ＋ ＝ 円

円 × 日 ＋ ＝ 円 合計 円

【添付書類】　 □ 出出勤勤簿簿のの写写しし □□ 辞辞令令のの写写しし
＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』(支給がある場合) □『『休休業業補補償償決決定定通通知知書書』』(支給がある場合)

□ 年年金金証証書書又又はは年年金金額額改改定定通通知知書書のの写写しし（年金受給者のみ。年金額が決定または改定されたときは随時提出。）
　　□　報報酬酬のの支支払払状状況況証証明明（別紙対応とした場合）

※※初初回回請請求求時時ののみみ、、下下記記書書類類もも添添付付
□ 履履歴歴書書ままたたはは人人事事カカーードドのの写写しし □ 出出勤勤簿簿のの写写しし（療養のために勤務できなくなってから直近までの期間すべて）

＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□ 辞辞令令のの写写しし（休職に入ってから直近までの辞令すべて）
　　□ 『『試試算算シシーートト』』□ 給給与与明明細細のの写写しし（（試試算算シシーートトのの根根拠拠ととししたた休休職職開開始始月月のの翌翌月月分分ののもものの））

※※短短期期組組合合員員等等のの添添付付書書類類ににつついいててはは手手引引参参照照

【傷病手当金附加金】

※退職日の翌日から、土日曜日を除いてＣ日数経過した日

給給付付日日額額ＢＢ 支支給給日日数数 ＤＤ 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】

給給付付日日額額ＢＢ

119,966

障
害
一
時
金
と
の
調
整

×1/22

×2/3

③③
給給
付付
額額
のの
算算
定定

給給付付日日額額 支支給給日日数数 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】 5,453 22 119,966

【傷病手当金附加金】

水 7 14 21 28

1/264
火 6 13 20 27

②
年
金
と
の
調
整

月 5 12 19 26

日 4 11 18 25

30

土 3 10 17 24 31

①
報
酬
と
の
調
整

金 2 9 16 23

日間

曜日

・報酬との調整がある場合⇒「①報酬との調整」へ
・年金との調整がある場合⇒「②年金との調整」へ
・調整がない場合⇒「③給付額の算定」へ 木 1 8 15 22 29

標標準準報報酬酬日日額額

8,180 ×2/3 5,453
附加金…□

給付額の算定

給給
付付
日日
額額
算算
定定

今回支給日数
標標準準報報酬酬月月額額

180,000 ×1/22 8,180

傷病手当金…○ 22 日間

令和 まで

まで

令和 から

令和 から

令和

共済　花子

報酬の支払状況証明

令和 から 令和 まで出勤しなかった期間に対して、

（ そ の ２ ）

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
番　　号 70000000 組 合 員

氏　　名

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請 求求 書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金

カレンダーに○または□をつけて、
支給日数を入力してください。

請求期間の始期を入力すると
自動で曜日が付されます。

欠勤や祝日の取扱い等により報酬の
状況が複雑な場合、別紙対応願いま
す（任意様式）。

○ 年 4 月 1 日

年 月 日

〒 ） -

○ 年 6 月 3 日

㊞

上記のとおり請求します。また、年金等の遡及決定により調整が生じた場合、過受給額を返納します。

〒 ） -

　公立学校共済組合千葉支部長　様

○ 年 6 月 4 日

㊞

本書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

〒 ） -

○ 年 6 月 5 日

所 属 所 長 名 校長　千葉　一郎
【注意】
※業務上の災害による休業補償等を受給する場合は、決定通知書の写しを別途添付してください。
※現在休業補償を受給していない、あるいは請求中の場合でも、受給が決まった場合は速やかに公立学校共済組合千
葉支部に御連絡ください。なお、休業補償等の受給状況を、実施機関に確認することがあります。

※障障害害共共済済（（厚厚生生））年年金金等等をを受受給給すするる場場合合、、傷傷病病手手当当金金はは年年金金受受給給額額がが控控除除さされれ差差額額がが給給付付さされれまますす。。
※障害共済（厚生）年金は、請求してから決定までに一定の時間を要することから、遡って決定されることがありま
す。その場合は障害共済（厚生）年金が優先され傷病手当金が調整されるため、過受給額を返納していただく必要が
あります。

1111
令和 所 属 所 住 所

千葉市稲毛区稲毛東○-○

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校

住 所
千葉市中央区市場町○-○

令和

氏 名 共済　花子

263-0043 電話番号（ 043 255

請求者及び所属所長の証明

260-0855 電話番号（ 043 223 0000

令和 所 在 地 千葉県千葉市美浜区豊砂○○
医 療 機 関 名 医療法人　○○会　△△クリニック
医 師 氏 名 山田　太郎

療 養 の 効 果 及 び
治 癒 の 見 通 し 治療により睡眠障害・起床困難について改善がみられるが、気力低下・焦燥感・不安感が継続している。

勤 務 で き る か 否 か
に つ い て の 所 見 意欲低下、抑うつ状態が続いており、職場復帰について考えると不安感が強くなり勤務不可能な状態であった。

261-0024 電話番号（ 043 276 1111

月 31 日 まで

発 病 後 現 在 ま で の
加 療 内 容 及 び
療 養 経 過

薬物治療を行っているが、気力低下・焦燥感・不安感が強い。

日 から
平成
令和

○ 年 5

月 ○ 日

勤 務 不 能 と 認 め た
期 間

平成
令和

○ 年 5 月 1

日

療養のため勤務できないことに関する医師の証明（下欄に証明を受けてください。）

傷 病 名 うつ病 発病年月日
平成
令和

○

日

年 ○

平成
令和

年障 害 一 時 金 円 支 給 月

月

日

障 害 基 礎 年 金 及 び
老 齢 基 礎 年 金 額

円 支給開始日
平成
令和

年

平成
令和

年 月

年金額

障害共済（厚生）年金
及 び 老 齢厚 生年 金額

円 支給開始日

地方公務員災害補償法の規定等、業務上の災害による休業補償等受給の有無（　　　　　　　　　　　　） 

年金受給の有無（　　　　　　　　　　　　）→有有のの場場合合はは下下欄欄にに詳詳細細をを記記入入。。

請求金額 傷病手当金 54,119 円
傷病手当金
附　加　金

年 5 月 31

円 請求金額 54,119

日 まで

円

勤務できなくなった
最 初 の 日

平成 ○ 年 ○ 月

年 5 月 1 日 から月
請 求 期 間

令和 ○

○ 日 令和 ○

標準報酬月額 490,000 円

発 生 年 月 平成 ○ 年 ○

所属所コー
ド

40000 組 合 員
番　　号 19900000

資 格 喪 失 年 月 日
平成
令和

基本事項

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
氏　　名 共済　花子

資 格 取 得 年 月 日
昭和
平成

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の １ ）

傷

所 属 所

受 付 印

山
田

共
済

発生年月…初めて医師の診察を受けた年月
勤務できなくなった最初の日…休暇・欠勤を問わず
請求書記載の傷病により出勤できなかった最初の

必ずいずれかを選択してください。

入力すると
裏面の曜日が自動で
入ります。

有 無 請求中

プルダウンで選択できます。

記入例③
報酬との調整

千千葉葉県県立立
○○○○高高等等学学校校

必ずいずれかを選択してください。

有 無 請求中
黄色セルは計算式が入っています。
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○ 年
1
2

月 1 日 ○ 年
1
2

月
3
1

日

次の報酬を支払ったことを証明する。（（表面・その１）の所属所長が証明します。）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円 ＝ 円 …標準報酬日額

（10円未満四捨五入）

円 ＝ 円 …給給付付日日額額

（円未満四捨五入）

（週休日除く・祝日含む）

報報酬酬日日額額（（『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』よよりり転転記記））

円　…報酬日額

給給付付日日額額 報報酬酬日日額額

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

年年金金額額

円　 × ＝ 円 …調整額

給給付付日日額額 調調整整額額
（円未満切捨）

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

円 × 日 ＝ 円

円 × 日 ＝ 円 合計 円

退退職職時時標標準準報報酬酬月月額額

円 ＝ 円 （10円未満四捨五入）…Ａ

退退職職時時標標準準報報酬酬日日額額

円 ＝ 円 （円未満四捨五入）…給給付付日日額額ＢＢ

障障害害一一時時金金のの額額

円 ÷ 円 ＝ 日 （小数点以下の端数を切上）…Ｃ 

給給付付日日額額ＢＢ××ＣＣ 障障害害一一時時金金のの額額 支支給給再再開開年年月月日日ににおおけけるる支支給給額額

円 － 円 ＝ …ＤＤ

　支給再開年月日 平成 年 月 日

円 × 日 ＋ ＝ 円

円 × 日 ＋ ＝ 円 合計 円

【添付書類】　 □ 出出勤勤簿簿のの写写しし □□ 辞辞令令のの写写しし
＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』(支給がある場合) □『『休休業業補補償償決決定定通通知知書書』』(支給がある場合)

□ 年年金金証証書書又又はは年年金金額額改改定定通通知知書書のの写写しし（年金受給者のみ。年金額が決定または改定されたときは随時提出。）
　　□　報報酬酬のの支支払払状状況況証証明明（別紙対応とした場合）

※※初初回回請請求求時時ののみみ、、下下記記書書類類もも添添付付
□ 履履歴歴書書ままたたはは人人事事カカーードドのの写写しし □ 出出勤勤簿簿のの写写しし（療養のために勤務できなくなってから直近までの期間すべて）

＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□ 辞辞令令のの写写しし（休職に入ってから直近までの辞令すべて）
　　□ 『『試試算算シシーートト』』□ 給給与与明明細細のの写写しし（（試試算算シシーートトのの根根拠拠ととししたた休休職職開開始始月月のの翌翌月月分分ののもものの））

※※短短期期組組合合員員等等のの添添付付書書類類ににつついいててはは手手引引参参照照

【傷病手当金附加金】

※退職日の翌日から、土日曜日を除いてＣ日数経過した日

給給付付日日額額ＢＢ 支支給給日日数数 ＤＤ 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】

給給付付日日額額ＢＢ

119,966

障
害
一
時
金
と
の
調
整

×1/22

×2/3

③③
給給
付付
額額
のの
算算
定定

給給付付日日額額 支支給給日日数数 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】 5,453 22 119,966

【傷病手当金附加金】

水 7 14 21 28

1/264
火 6 13 20 27

②
年
金
と
の
調
整

月 5 12 19 26

日 4 11 18 25

30

土 3 10 17 24 31

①
報
酬
と
の
調
整

金 2 9 16 23

日間

曜日

・報酬との調整がある場合⇒「①報酬との調整」へ
・年金との調整がある場合⇒「②年金との調整」へ
・調整がない場合⇒「③給付額の算定」へ 木 1 8 15 22 29

標標準準報報酬酬日日額額

8,180 ×2/3 5,453
附加金…□

給付額の算定

給給
付付
日日
額額
算算
定定

今回支給日数
標標準準報報酬酬月月額額

180,000 ×1/22 8,180

傷病手当金…○ 22 日間

令和 まで

まで

令和 から

令和 から

令和

共済　花子

報酬の支払状況証明

令和 から 令和 まで出勤しなかった期間に対して、

（ そ の ２ ）

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
番　　号 70000000 組 合 員

氏　　名

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請 求求 書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金

カレンダーに○または□をつけて、
支給日数を入力してください。

請求期間の始期を入力すると
自動で曜日が付されます。

欠勤や祝日の取扱い等により報酬の
状況が複雑な場合、別紙対応願いま
す（任意様式）。

○ 年 4 月 1 日

年 月 日

〒 ） -

○ 年 6 月 3 日

㊞

上記のとおり請求します。また、年金等の遡及決定により調整が生じた場合、過受給額を返納します。

〒 ） -

　公立学校共済組合千葉支部長　様

○ 年 6 月 4 日

㊞

本書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

〒 ） -

○ 年 6 月 5 日

所 属 所 長 名 校長　千葉　一郎
【注意】
※業務上の災害による休業補償等を受給する場合は、決定通知書の写しを別途添付してください。
※現在休業補償を受給していない、あるいは請求中の場合でも、受給が決まった場合は速やかに公立学校共済組合千
葉支部に御連絡ください。なお、休業補償等の受給状況を、実施機関に確認することがあります。

※障障害害共共済済（（厚厚生生））年年金金等等をを受受給給すするる場場合合、、傷傷病病手手当当金金はは年年金金受受給給額額がが控控除除さされれ差差額額がが給給付付さされれまますす。。
※障害共済（厚生）年金は、請求してから決定までに一定の時間を要することから、遡って決定されることがありま
す。その場合は障害共済（厚生）年金が優先され傷病手当金が調整されるため、過受給額を返納していただく必要が
あります。

1111
令和 所 属 所 住 所

千葉市稲毛区稲毛東○-○

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校

住 所
千葉市中央区市場町○-○

令和

氏 名 共済　花子

263-0043 電話番号（ 043 255

請求者及び所属所長の証明

260-0855 電話番号（ 043 223 0000

令和 所 在 地 千葉県千葉市美浜区豊砂○○
医 療 機 関 名 医療法人　○○会　△△クリニック
医 師 氏 名 山田　太郎

療 養 の 効 果 及 び
治 癒 の 見 通 し 治療により睡眠障害・起床困難について改善がみられるが、気力低下・焦燥感・不安感が継続している。

勤 務 で き る か 否 か
に つ い て の 所 見 意欲低下、抑うつ状態が続いており、職場復帰について考えると不安感が強くなり勤務不可能な状態であった。

261-0024 電話番号（ 043 276 1111

月 31 日 まで

発 病 後 現 在 ま で の
加 療 内 容 及 び
療 養 経 過

薬物治療を行っているが、気力低下・焦燥感・不安感が強い。

日 から
平成
令和

○ 年 5

月 ○ 日

勤 務 不 能 と 認 め た
期 間

平成
令和

○ 年 5 月 1

日

療養のため勤務できないことに関する医師の証明（下欄に証明を受けてください。）

傷 病 名 うつ病 発病年月日
平成
令和

○

日

年 ○

平成
令和

年障 害 一 時 金 円 支 給 月

月

日

障 害 基 礎 年 金 及 び
老 齢 基 礎 年 金 額

円 支給開始日
平成
令和

年

平成
令和

年 月

年金額

障害共済（厚生）年金
及 び 老 齢厚 生年 金額

円 支給開始日

地方公務員災害補償法の規定等、業務上の災害による休業補償等受給の有無（　　　　　　　　　　　　） 

年金受給の有無（　　　　　　　　　　　　）→有有のの場場合合はは下下欄欄にに詳詳細細をを記記入入。。

請求金額 傷病手当金 54,119 円
傷病手当金
附　加　金

年 5 月 31

円 請求金額 54,119

日 まで

円

勤務できなくなった
最 初 の 日

平成 ○ 年 ○ 月

年 5 月 1 日 から月
請 求 期 間

令和 ○

○ 日 令和 ○

標準報酬月額 490,000 円

発 生 年 月 平成 ○ 年 ○

所属所コー
ド

40000 組 合 員
番　　号 19900000

資 格 喪 失 年 月 日
平成
令和

基本事項

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
氏　　名 共済　花子

資 格 取 得 年 月 日
昭和
平成

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の １ ）

傷

所 属 所

受 付 印

山
田

共
済

発生年月…初めて医師の診察を受けた年月
勤務できなくなった最初の日…休暇・欠勤を問わず
請求書記載の傷病により出勤できなかった最初の

必ずいずれかを選択してください。

入力すると
裏面の曜日が自動で
入ります。

有 無 請求中

プルダウンで選択できます。

記入例③
報酬との調整

千千葉葉県県立立
○○○○高高等等学学校校

必ずいずれかを選択してください。

有 無 請求中
黄色セルは計算式が入っています。

○ 年 5 月 1 日 ○ 年 5 月 日

次の報酬を支払ったことを証明する。（（表面・その１）の所属所長が証明します。）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円 ＝ 円 …標準報酬日額

（10円未満四捨五入）

円 ＝ 円 …給給付付日日額額

（円未満四捨五入）

（週休日除く・祝日含む）

報報酬酬日日額額（（『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』よよりり転転記記））

円　…報酬日額

給給付付日日額額 報報酬酬日日額額

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

年年金金額額

円　 × ＝ 円 …調整額

給給付付日日額額 調調整整額額
（円未満切捨）

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

円 × 日 ＝ 円

円 × 日 ＝ 円 合計 円

退退職職時時標標準準報報酬酬月月額額

円 ＝ 円 （10円未満四捨五入）…Ａ

退退職職時時標標準準報報酬酬日日額額

円 ＝ 円 （円未満四捨五入）…給給付付日日額額ＢＢ

障障害害一一時時金金のの額額

円 ÷ 円 ＝ 日 （小数点以下の端数を切上）…Ｃ 

給給付付日日額額ＢＢ××ＣＣ 障障害害一一時時金金のの額額 支支給給再再開開年年月月日日ににおおけけるる支支給給額額

円 － 円 ＝ …ＤＤ

　支給再開年月日 平成 年 月 日

円 × 日 ＋ ＝ 円

円 × 日 ＋ ＝ 円 合計 円

　　【添付書類】　  □ 出出勤勤簿簿のの写写しし    □□  辞辞令令のの写写しし
　　＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』(支給がある場合) □『『休休業業補補償償決決定定通通知知書書』』(支給がある場合)

□ 年年金金証証書書又又はは年年金金額額改改定定通通知知書書のの写写しし（年金受給者のみ。年金額が決定または改定されたときは随時提出。）
□ 報報酬酬のの支支払払状状況況証証明明（別紙対応とした場合）

※※初初回回請請求求時時ののみみ、、下下記記書書類類もも添添付付
□ 履履歴歴書書ままたたはは人人事事カカーードドのの写写しし　　□  出出勤勤簿簿のの写写しし（療養のために勤務できなくなってから直近までの期間すべて）

　＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□ 辞辞令令のの写写しし（休職に入ってから直近までの辞令すべて）
□ 『『試試算算シシーートト』』□  給給与与明明細細のの写写しし（（試試算算シシーートトのの根根拠拠ととししたた休休職職開開始始月月のの翌翌月月分分ののもものの））

※※短短期期組組合合員員等等のの添添付付書書類類ににつついいててはは手手引引参参照照

【傷病手当金附加金】

※退職日の翌日から、土日曜日を除いてＣ日数経過した日

給給付付日日額額ＢＢ 支支給給日日数数 ＤＤ 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】

給給付付日日額額ＢＢ

54,119

障
害
一
時
金
と
の
調
整

×1/22

×2/3

③③
給給
付付
額額
のの
算算
定定

給給付付日日額額 支支給給日日数数 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】 2,353 23 54,119

【傷病手当金附加金】

火 7 14 21 28

1/264
月 6 13 20 27

②
年
金
と
の
調
整

日 5 12 19 26

14,847 12,494 2,353
土 4 11 18 25

30

1122,,449944
金 3 10 17 24 31

①
報
酬
と
の
調
整

木 2 9 16 23

日間

曜日

・報酬との調整がある場合⇒「①報酬との調整」へ
・年金との調整がある場合⇒「②年金との調整」へ
・調整がない場合⇒「③給付額の算定」へ 水 1 8 15 22 29

標標準準報報酬酬日日額額

22,270 ×2/3 14,847
附加金…□

給付額の算定

給給
付付
日日
額額
算算
定定

今回支給日数
標標準準報報酬酬月月額額

490,000 ×1/22 22,270

傷病手当金…○ 23 日間

令和 まで

まで

令和 から

令和 ○ 5 1 から 0円
令和 ○ 5 31

共済　花子

報酬の支払状況証明

令和 から 令和 まで出勤しなかった期間に対して、

（ そ の ２ ）

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
番　　号 19900000 組 合 員

氏　　名

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金

カレンダーに○または□をつけて、
支給日数を入力してください。

請求期間の始期を入力すると
自動で曜日が付されます。

入力が必要です。

『報酬支給額証明書』下欄の『支
給額算定調書』から「報酬日額」を
入力してください。

31

55



○ 年 5 月 1 日 ○ 年 5 月
3
1

日

次の報酬を支払ったことを証明する。（（表面・その１）の所属所長が証明します。）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円 ＝ 円 …標準報酬日額

（10円未満四捨五入）

円 ＝ 円 …給給付付日日額額

（円未満四捨五入）

（週休日除く・祝日含む）

報報酬酬日日額額（（『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』よよりり転転記記））

円　…報酬日額

給給付付日日額額 報報酬酬日日額額

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

年年金金額額

円　 × ＝ 円 …調整額

給給付付日日額額 調調整整額額
（円未満切捨）

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

円 × 日 ＝ 円

円 × 日 ＝ 円 合計 円

退退職職時時標標準準報報酬酬月月額額

円 ＝ 円 （10円未満四捨五入）…Ａ

退退職職時時標標準準報報酬酬日日額額

円 ＝ 円 （円未満四捨五入）…給給付付日日額額ＢＢ

障障害害一一時時金金のの額額

円 ÷ 円 ＝ 日 （小数点以下の端数を切上）…Ｃ 

給給付付日日額額ＢＢ××ＣＣ 障障害害一一時時金金のの額額 支支給給再再開開年年月月日日ににおおけけるる支支給給額額

円 － 円 ＝ …ＤＤ

　支給再開年月日 平成 年 月 日

円 × 日 ＋ ＝ 円

円 × 日 ＋ ＝ 円 合計 円

【添付書類】　 □ 出出勤勤簿簿のの写写しし □□ 辞辞令令のの写写しし
＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』(支給がある場合) □『『休休業業補補償償決決定定通通知知書書』』(支給がある場合)

□ 年年金金証証書書又又はは年年金金額額改改定定通通知知書書のの写写しし（年金受給者のみ。年金額が決定または改定されたときは随時提出。）
　　□　報報酬酬のの支支払払状状況況証証明明（別紙対応とした場合）

※※初初回回請請求求時時ののみみ、、下下記記書書類類もも添添付付
□ 履履歴歴書書ままたたはは人人事事カカーードドのの写写しし □ 出出勤勤簿簿のの写写しし（療養のために勤務できなくなってから直近までの期間すべて）

＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□ 辞辞令令のの写写しし（休職に入ってから直近までの辞令すべて）
　　□ 『『試試算算シシーートト』』□ 給給与与明明細細のの写写しし（（試試算算シシーートトのの根根拠拠ととししたた休休職職開開始始月月のの翌翌月月分分ののもものの））

※※短短期期組組合合員員等等のの添添付付書書類類ににつついいててはは手手引引参参照照

【傷病手当金附加金】

※退職日の翌日から、土日曜日を除いてＣ日数経過した日

給給付付日日額額ＢＢ 支支給給日日数数 ＤＤ 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】

給給付付日日額額ＢＢ

54,119

障
害
一
時
金
と
の
調
整

×1/22

×2/3

③③
給給
付付
額額
のの
算算
定定

給給付付日日額額 支支給給日日数数 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】 2,353 23 54,119

【傷病手当金附加金】

火 7 14 21 28

1/264
月 6 13 20 27

②
年
金
と
の
調
整

日 5 12 19 26

14,847 12,494 2,353
土 4 11 18 25

30

1122,,449944
金 3 10 17 24 31

①
報
酬
と
の
調
整

木 2 9 16 23

日間

曜日

・報酬との調整がある場合⇒「①報酬との調整」へ
・年金との調整がある場合⇒「②年金との調整」へ
・調整がない場合⇒「③給付額の算定」へ 水 1 8 15 22 29

標標準準報報酬酬日日額額

22,270 ×2/3 14,847
附加金…□

給付額の算定

給給
付付
日日
額額
算算
定定

今回支給日数
標標準準報報酬酬月月額額

490,000 ×1/22 22,270

傷病手当金…○ 23 日間

令和 まで

まで

令和 から

令和 ○ 5 1 から 0円
令和 ○ 5 31

共済　花子

報酬の支払状況証明

令和 から 令和 まで出勤しなかった期間に対して、

（ そ の ２ ）

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
番　　号 19900000 組 合 員

氏　　名

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請 求求 書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金

カレンダーに○または□をつけて、
支給日数を入力してください。

請求期間の始期を入力すると
自動で曜日が付されます。

入力が必要です。

『報酬支給額証明書』下欄の『支
給額算定調書』から「報酬日額」を
入力してください。

○ 年 4 月 1 日

年 月 日

〒 ） -

○ 年 6 月 3 日

㊞

上記のとおり請求します。また、年金等の遡及決定により調整が生じた場合、過受給額を返納します。

〒 ） -

　公立学校共済組合千葉支部長　様

○ 年 6 月 4 日

㊞

本書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

〒 ） -

○ 年 6 月 5 日

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の １ ）

基本事項

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
氏　　名 共済　花子

資 格 取 得 年 月 日
昭和
平成

所属所コー
ド

40000 組 合 員
番　　号 19900000

資 格 喪 失 年 月 日
平成
令和

標準報酬月額 490,000 円

発 生 年 月 平成 ○ 年 ○ 月
請 求 期 間

令和 ○

○ 日 令和 ○

年 5 月 1 日 から

勤務できなくなった
最 初 の 日

平成 ○ 年 ○ 月 年 5 月 31

円 請求金額 125,258

日 まで

円

地方公務員災害補償法の規定等、業務上の災害による休業補償等受給の有無（　　　　　　　　　　　　）

年金受給の有無（　　　　　　　　　　　　）→有有のの場場合合はは下下欄欄にに詳詳細細をを記記入入。。

請求金額 傷病手当金 87,136 円
傷病手当金
附　加　金

38,122

年金額

障害共済（厚生）年金
及 び 老 齢厚 生年 金額 1,507,000 円 支給開始日

平成
令和

年 月 日

障 害 基 礎 年 金 及 び
老 齢 基 礎 年 金 額 975,100 円 支給開始日

平成
令和

年

障 害 一 時 金 円 支 給 月

月 日

年 ○

平成
令和

年

月 1

日

療養のため勤務できないことに関する医師の証明（下欄に証明を受けてください。）

傷 病 名 うつ病 発病年月日
平成
令和

○

年 5

月 ○ 日

勤 務 不 能 と 認 め た
期 間

平成
令和

○ 年 5 月 31 日 まで

発 病 後 現 在 ま で の
加 療 内 容 及 び
療 養 経 過

右片麻痺、失語症に対しリハビリ通院中。

日 から
平成
令和

○

療 養 の 効 果 及 び
治 癒 の 見 通 し 右片麻痺、失語症の障害が残存している。

勤 務 で き る か 否 か
に つ い て の 所 見 集中力、運動機能の低下のため、通常の勤務は困難であった。

261-0024 電話番号（ 043 276 1111
令和 所 在 地 千葉県千葉市美浜区豊砂○○

医 療 機 関 名 医療法人　○○会　△△クリニック
医 師 氏 名 山田　太郎

請求者及び所属所長の証明

260-0855 電話番号（ 043 223 0000
住 所

千葉市中央区市場町○-○
令和

氏 名 共済　花子

263-0043 電話番号（ 043 255 1111
令和 所 属 所 住 所

千葉市稲毛区稲毛東○-○

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校
所 属 所 長 名 校長　千葉　一郎

【注意】
※業務上の災害による休業補償等を受給する場合は、決定通知書の写しを別途添付してください。
※現在休業補償を受給していない、あるいは請求中の場合でも、受給が決まった場合は速やかに公立学校共済組合千
葉支部に御連絡ください。なお、休業補償等の受給状況を、実施機関に確認することがあります。

※障障害害共共済済（（厚厚生生））年年金金等等をを受受給給すするる場場合合、、傷傷病病手手当当金金はは年年金金受受給給額額がが控控除除さされれ差差額額がが給給付付さされれまますす。。
※障害共済（厚生）年金は、請求してから決定までに一定の時間を要することから、遡って決定されることがありま
す。その場合は障害共済（厚生）年金が優先され傷病手当金が調整されるため、過受給額を返納していただく必要が
あります。

傷

所 属 所

受 付 印

山
田

共
済

発生年月…初めて医師の診察を受けた年月
勤務できなくなった最初の日…休暇・欠勤を問わず
請求書記載の傷病により出勤できなかった最初の

必ず選択してくださ

入力すると
裏面の曜日が自動で
入ります。

有 無 請求中

プルダウンで選択できます。

千千葉葉県県立立
○○○○高高等等学学校校

必ずいずれかを選択してください。

年金等を受給している場合は、金額を
入力してください。
（併せて年金証書等の添付が必要）

記入例④
年金との調整

有 無 請求中
黄色セルは計算式が入っています。
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○ 年 5 月 1 日 ○ 年 5 月
3
1

日

次の報酬を支払ったことを証明する。（（表面・その１）の所属所長が証明します。）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円 ＝ 円 …標準報酬日額

（10円未満四捨五入）

円 ＝ 円 …給給付付日日額額

（円未満四捨五入）

（週休日除く・祝日含む）

報報酬酬日日額額（（『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』よよりり転転記記））

円　…報酬日額

給給付付日日額額 報報酬酬日日額額

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

年年金金額額

円　 × ＝ 円 …調整額

給給付付日日額額 調調整整額額
（円未満切捨）

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

円 × 日 ＝ 円

円 × 日 ＝ 円 合計 円

退退職職時時標標準準報報酬酬月月額額

円 ＝ 円 （10円未満四捨五入）…Ａ

退退職職時時標標準準報報酬酬日日額額

円 ＝ 円 （円未満四捨五入）…給給付付日日額額ＢＢ

障障害害一一時時金金のの額額

円 ÷ 円 ＝ 日 （小数点以下の端数を切上）…Ｃ 

給給付付日日額額ＢＢ××ＣＣ 障障害害一一時時金金のの額額 支支給給再再開開年年月月日日ににおおけけるる支支給給額額

円 － 円 ＝ …ＤＤ

　支給再開年月日 平成 年 月 日

円 × 日 ＋ ＝ 円

円 × 日 ＋ ＝ 円 合計 円

【添付書類】　 □ 出出勤勤簿簿のの写写しし □□ 辞辞令令のの写写しし
＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』(支給がある場合) □『『休休業業補補償償決決定定通通知知書書』』(支給がある場合)

□ 年年金金証証書書又又はは年年金金額額改改定定通通知知書書のの写写しし（年金受給者のみ。年金額が決定または改定されたときは随時提出。）
　　□　報報酬酬のの支支払払状状況況証証明明（別紙対応とした場合）

※※初初回回請請求求時時ののみみ、、下下記記書書類類もも添添付付
□ 履履歴歴書書ままたたはは人人事事カカーードドのの写写しし □ 出出勤勤簿簿のの写写しし（療養のために勤務できなくなってから直近までの期間すべて）

＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□ 辞辞令令のの写写しし（休職に入ってから直近までの辞令すべて）
　　□ 『『試試算算シシーートト』』□ 給給与与明明細細のの写写しし（（試試算算シシーートトのの根根拠拠ととししたた休休職職開開始始月月のの翌翌月月分分ののもものの））

※※短短期期組組合合員員等等のの添添付付書書類類ににつついいててはは手手引引参参照照

【傷病手当金附加金】

※退職日の翌日から、土日曜日を除いてＣ日数経過した日

給給付付日日額額ＢＢ 支支給給日日数数 ＤＤ 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】

給給付付日日額額ＢＢ

54,119

障
害
一
時
金
と
の
調
整

×1/22

×2/3

③③
給給
付付
額額
のの
算算
定定

給給付付日日額額 支支給給日日数数 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】 2,353 23 54,119

【傷病手当金附加金】

火 7 14 21 28

1/264
月 6 13 20 27

②
年
金
と
の
調
整

日 5 12 19 26

14,847 12,494 2,353
土 4 11 18 25

30

1122,,449944
金 3 10 17 24 31

①
報
酬
と
の
調
整

木 2 9 16 23

日間

曜日

・報酬との調整がある場合⇒「①報酬との調整」へ
・年金との調整がある場合⇒「②年金との調整」へ
・調整がない場合⇒「③給付額の算定」へ 水 1 8 15 22 29

標標準準報報酬酬日日額額

22,270 ×2/3 14,847
附加金…□

給付額の算定

給給
付付
日日
額額
算算
定定

今回支給日数
標標準準報報酬酬月月額額

490,000 ×1/22 22,270

傷病手当金…○ 23 日間

令和 まで

まで

令和 から

令和 ○ 5 1 から 0円
令和 ○ 5 31

共済　花子

報酬の支払状況証明

令和 から 令和 まで出勤しなかった期間に対して、

（ そ の ２ ）

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
番　　号 19900000 組 合 員

氏　　名

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請 求求 書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金

カレンダーに○または□をつけて、
支給日数を入力してください。

請求期間の始期を入力すると
自動で曜日が付されます。

入力が必要です。

『報酬支給額証明書』下欄の『支
給額算定調書』から「報酬日額」を
入力してください。

○ 年 4 月 1 日

年 月 日

〒 ） -

○ 年 6 月 3 日

㊞

上記のとおり請求します。また、年金等の遡及決定により調整が生じた場合、過受給額を返納します。

〒 ） -

　公立学校共済組合千葉支部長　様

○ 年 6 月 4 日

㊞

本書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

〒 ） -

○ 年 6 月 5 日

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の １ ）

基本事項

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
氏　　名 共済　花子

資 格 取 得 年 月 日
昭和
平成

所属所コー
ド

40000 組 合 員
番　　号 19900000

資 格 喪 失 年 月 日
平成
令和

標準報酬月額 490,000 円

発 生 年 月 平成 ○ 年 ○ 月
請 求 期 間

令和 ○

○ 日 令和 ○

年 5 月 1 日 から

勤務できなくなった
最 初 の 日

平成 ○ 年 ○ 月 年 5 月 31

円 請求金額 125,258

日 まで

円

地方公務員災害補償法の規定等、業務上の災害による休業補償等受給の有無（　　　　　　　　　　　　）

年金受給の有無（　　　　　　　　　　　　）→有有のの場場合合はは下下欄欄にに詳詳細細をを記記入入。。

請求金額 傷病手当金 87,136 円
傷病手当金
附　加　金

38,122

年金額

障害共済（厚生）年金
及 び 老 齢厚 生年 金額 1,507,000 円 支給開始日

平成
令和

年 月 日

障 害 基 礎 年 金 及 び
老 齢 基 礎 年 金 額 975,100 円 支給開始日

平成
令和

年

障 害 一 時 金 円 支 給 月

月 日

年 ○

平成
令和

年

月 1

日

療養のため勤務できないことに関する医師の証明（下欄に証明を受けてください。）

傷 病 名 うつ病 発病年月日
平成
令和

○

年 5

月 ○ 日

勤 務 不 能 と 認 め た
期 間

平成
令和

○ 年 5 月 31 日 まで

発 病 後 現 在 ま で の
加 療 内 容 及 び
療 養 経 過

右片麻痺、失語症に対しリハビリ通院中。

日 から
平成
令和

○

療 養 の 効 果 及 び
治 癒 の 見 通 し 右片麻痺、失語症の障害が残存している。

勤 務 で き る か 否 か
に つ い て の 所 見 集中力、運動機能の低下のため、通常の勤務は困難であった。

261-0024 電話番号（ 043 276 1111
令和 所 在 地 千葉県千葉市美浜区豊砂○○

医 療 機 関 名 医療法人　○○会　△△クリニック
医 師 氏 名 山田　太郎

請求者及び所属所長の証明

260-0855 電話番号（ 043 223 0000
住 所

千葉市中央区市場町○-○
令和

氏 名 共済　花子

263-0043 電話番号（ 043 255 1111
令和 所 属 所 住 所

千葉市稲毛区稲毛東○-○

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校
所 属 所 長 名 校長　千葉　一郎

【注意】
※業務上の災害による休業補償等を受給する場合は、決定通知書の写しを別途添付してください。
※現在休業補償を受給していない、あるいは請求中の場合でも、受給が決まった場合は速やかに公立学校共済組合千
葉支部に御連絡ください。なお、休業補償等の受給状況を、実施機関に確認することがあります。

※障障害害共共済済（（厚厚生生））年年金金等等をを受受給給すするる場場合合、、傷傷病病手手当当金金はは年年金金受受給給額額がが控控除除さされれ差差額額がが給給付付さされれまますす。。
※障害共済（厚生）年金は、請求してから決定までに一定の時間を要することから、遡って決定されることがありま
す。その場合は障害共済（厚生）年金が優先され傷病手当金が調整されるため、過受給額を返納していただく必要が
あります。

傷

所 属 所

受 付 印

山
田

共
済

発生年月…初めて医師の診察を受けた年月
勤務できなくなった最初の日…休暇・欠勤を問わず
請求書記載の傷病により出勤できなかった最初の

必ず選択してくださ

入力すると
裏面の曜日が自動で
入ります。

有 無 請求中

プルダウンで選択できます。

千千葉葉県県立立
○○○○高高等等学学校校

必ずいずれかを選択してください。

年金等を受給している場合は、金額を
入力してください。
（併せて年金証書等の添付が必要）

記入例④
年金との調整

有 無 請求中
黄色セルは計算式が入っています。

○ 年 5 月 1 日 ○ 年 5 月 日

次の報酬を支払ったことを証明する。（（表面・その１）の所属所長が証明します。）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円 ＝ 円 …標準報酬日額

（10円未満四捨五入）

円 ＝ 円 …給給付付日日額額

（円未満四捨五入）

（週休日除く・祝日含む）

報報酬酬日日額額（（『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』よよりり転転記記））

円　…報酬日額

給給付付日日額額 報報酬酬日日額額

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

年年金金額額

円　 × ＝ 円 …調整額

給給付付日日額額 調調整整額額
（円未満切捨）

－ ＝ 円 ⇒③給給付付日日額額へ

円 × 日 ＝ 円

円 × 日 ＝ 円 合計 円

退退職職時時標標準準報報酬酬月月額額

円 ＝ 円 （10円未満四捨五入）…Ａ

退退職職時時標標準準報報酬酬日日額額

円 ＝ 円 （円未満四捨五入）…給給付付日日額額ＢＢ

障障害害一一時時金金のの額額

円 ÷ 円 ＝ 日 （小数点以下の端数を切上）…Ｃ 

給給付付日日額額ＢＢ××ＣＣ 障障害害一一時時金金のの額額 支支給給再再開開年年月月日日ににおおけけるる支支給給額額

円 － 円 ＝ …ＤＤ

　支給再開年月日 平成 年 月 日

円 × 日 ＋ ＝ 円

円 × 日 ＋ ＝ 円 合計 円

傷傷 病病 手手 当当 金金
請請　　求求　　書書

傷傷 病病 手手 当当 金金 附附 加加 金金
（ そ の ２ ）

所 属 所 名 千葉県立○○高等学校 組 合 員
番　　号 19900000 組 合 員

氏　　名 共済　花子

報酬の支払状況証明

令和 から 令和 まで出勤しなかった期間に対して、

令和 ○ 5 1 から 0円
令和 ○ 5 31 まで

令和 から

令和 まで

給付額の算定

給給
付付
日日
額額
算算
定定

今回支給日数
標標準準報報酬酬月月額額

490,000 ×1/22 22,270

傷病手当金…○ 16 日間
標標準準報報酬酬日日額額

22,270 ×2/3 14,847
附加金…□ 7 日間

曜日

・報酬との調整がある場合⇒「①報酬との調整」へ
・年金との調整がある場合⇒「②年金との調整」へ
・調整がない場合⇒「③給付額の算定」へ 水 1 8 15 22 29

①
報
酬
と
の
調
整

木 2 9 16 23 30

金 3 10 17 24 31

土 4 11 18 25

②
年
金
と
の
調
整

日 5 12 19 26

2,482,100 1/264 9,401
月 6 13 20 27

14,847 9,401 5,446
火 7 14 21 28

③③
給給
付付
額額
のの
算算
定定

給給付付日日額額 支支給給日日数数 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】 5,446 16 87,136

【傷病手当金附加金】 5,446 7 38,122 125,258

障
害
一
時
金
と
の
調
整

×1/22

×2/3

給給付付日日額額ＢＢ

※退職日の翌日から、土日曜日を除いてＣ日数経過した日

給給付付日日額額ＢＢ 支支給給日日数数 ＤＤ 給給付付決決定定額額

【 傷 病 手 当 金 】

　　【添付書類】　  □ 出出勤勤簿簿のの写写しし    □□  辞辞令令のの写写しし
　　＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□『『報報酬酬支支給給額額証証明明書書』』(支給がある場合) □『『休休業業補補償償決決定定通通知知書書』』(支給がある場合)

□ 年年金金証証書書又又はは年年金金額額改改定定通通知知書書のの写写しし（年金受給者のみ。年金額が決定または改定されたときは随時提出。）
□ 報報酬酬のの支支払払状状況況証証明明（別紙対応とした場合）

※※初初回回請請求求時時ののみみ、、下下記記書書類類もも添添付付
□ 履履歴歴書書ままたたはは人人事事カカーードドのの写写しし　　□  出出勤勤簿簿のの写写しし（療養のために勤務できなくなってから直近までの期間すべて）

　＜＜該該当当ががああるる場場合合＞＞□ 辞辞令令のの写写しし（休職に入ってから直近までの辞令すべて）
□ 『『試試算算シシーートト』』□  給給与与明明細細のの写写しし（（試試算算シシーートトのの根根拠拠ととししたた休休職職開開始始月月のの翌翌月月分分ののもものの））

※※短短期期組組合合員員等等のの添添付付書書類類ににつついいててはは手手引引参参照照

【傷病手当金附加金】

カレンダーに○または□をつけて、
支給日数を入力してください。

請求期間の始期を入力すると
自動で曜日が付されます。

入力が必要です。
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✓✓

✓✓

✓✓

被扶養者申告書

下記のとおり申告します。

申告者氏名 共済 太郎

ア 被扶養者の認定を申告しない

□ 被扶養者の認定を希望しません。

イ 退職時認定されていた被扶養者で継続する者

□ 退職時認定されていた被扶養者のうち、下記の者の継続を希望します。

フリガナ
性別 続 柄 生年月日 認定年月日

資格確認書

交付要否※氏 名

キョウサイ ハナコ 女 妻 S

H 40.5.25

R

S

H 3.4.1

R

□要 □否
共済 花子
キョウサイ ハジメ 男 長男 S

H 5.10.14

R

S

H 3.4.1

R

□要 □否
共済 一

S

H

R

S

H

R

□要 □否

S

H

R

S

H

R

□要 □否

ウ 退職後新たに被扶養者として認定する者

□ 新たに下記の者の認定を希望します。

フリガナ

性別 続 柄 生年月日 認定年月日
資格確認書

交付要否※氏 名

S

H

R

□要 □否

S

H

R

□要 □否

S

H

R

□要 □否

上記の□のうち、該当するものにチェックを入れてください。

※※資資格格確確認認書書のの交交付付がが必必要要なな場場合合はは、、「「☑☑要要」」記記入入ししててくくだだささいい。。

ななおお、、交交付付がが必必要要なな場場合合ににつついいててはは、、任任意意継継続続組組合合員員申申出出書書のの「「資資格格確確認認書書交交付付要要否否欄欄」」をを

参参照照ししててくくだだささいい。。

必ず 記入してください

退職時点で認定されていた被扶養者を退職後
も継続して扶養する場合はこちらに記入

退職時点で認定されていなかった被扶養者を
退職後に新規に扶養する場合はこちらに記入

扶養する被扶養者がいない場合はこちらに記入

昭 和
平 成
令 和

年 月 日

平成
令和

年 月 日

上記のとおり請求します。 〒
　公立学校共済組合千葉支部長　様

年 月 日

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 〒

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

・請求者名義の通帳の写し（公金受取口座を希望する場合は添付省略）

※公金受取口座の情報が取得できないときは、通帳の写しの追加提出を依頼する場合があります。

・被扶養者以外の者が請求する場合：上記のほか、

55万万円円をを超超ええるる埋埋葬葬にに要要ししたた費費用用（（葬葬儀儀代代含含むむ））等等のの領領収収書書及及びびそそのの内内訳訳明明細細書書のの写写しし

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

2

3

4

5

埋葬料

昭和

平成

介護保険法による給付を受けて
いたとき    ※該当者のみ記入

法  定  給　付

円

銀行コード

所 属 所 名
所 属 所 住 所

選択表示する箇所は、該当する字句を○で囲んでください。

家族埋葬料

請　求
金　額

令和

口座
名義

死亡の原因欄は具体的に記入してください。

氏　名

住　所
請 求 者

続柄

月

請求期間は、死亡日の翌日から起算して２年以内となります。

日月

資 格 喪 失 年 月 日

月

組 合 員
氏　  名

埋埋　　葬葬　　料料・・同同  附附  加加  金金

所属所コード

家家族族埋埋葬葬料料・・同同  附附  加加  金金
請請　　求求　　書書

日

共共済済

組 合 員
番　　号

保険者の名称

年

組　合　員　と　の　関　係
本　人　・　被　扶　養　者

昭　和
平　成
令　和

死
亡
者 氏名 男・女

被扶養者の場合は資格取得年月日

支店

支店コード

円

令和

電話番号

年 日

 埋葬料請求者の口座　(家族埋葬料は公金受取口座を希望する場合を除き記入しないで下さい。)

令和

口座番号(右詰めで記入してください。)

金　融
機関名

令和

普 通

□ 以下の指定口座を希望する

日年

□ 公金受取口座を希望する

性別フリガナ

埋 葬 年 月 日

令和

フリガナ

組合員との関係

死 亡 者 の 生 年 月 日

保険者番号
被保険者番号

銀行

附　加　給　付

所 属 所 長 名

（注）1　添付書類

預金種別

死亡の原因 (傷病名又は事故の種類)死 亡 年 月 日

月

資 格 取 得 年 月 日

50,000

所属所名

本人死亡の場合、組合員証回収報告書及び組合員証を添え、家族の場合は、被扶養者取消申告書及
び被扶養者証を添えてください。

電話番号

年

25,000

死 亡 の 場 所

所 属 所

受 付 印

埋
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✓✓

✓✓

✓✓

被扶養者申告書

下記のとおり申告します。

申告者氏名 共済 太郎

ア 被扶養者の認定を申告しない

□ 被扶養者の認定を希望しません。

イ 退職時認定されていた被扶養者で継続する者

□ 退職時認定されていた被扶養者のうち、下記の者の継続を希望します。

フリガナ
性別 続 柄 生年月日 認定年月日

資格確認書

交付要否※氏 名

キョウサイ ハナコ 女 妻 S

H 40.5.25

R

S

H 3.4.1

R

□要 □否
共済 花子
キョウサイ ハジメ 男 長男 S

H 5.10.14

R

S

H 3.4.1

R

□要 □否
共済 一

S

H

R

S

H

R

□要 □否

S

H

R

S

H

R

□要 □否

ウ 退職後新たに被扶養者として認定する者

□ 新たに下記の者の認定を希望します。

フリガナ

性別 続 柄 生年月日 認定年月日
資格確認書

交付要否※氏 名

S

H

R

□要 □否

S

H

R

□要 □否

S

H

R

□要 □否

上記の□のうち、該当するものにチェックを入れてください。

※※資資格格確確認認書書のの交交付付がが必必要要なな場場合合はは、、「「☑☑要要」」記記入入ししててくくだだささいい。。

ななおお、、交交付付がが必必要要なな場場合合ににつついいててはは、、任任意意継継続続組組合合員員申申出出書書のの「「資資格格確確認認書書交交付付要要否否欄欄」」をを

参参照照ししててくくだだささいい。。

必ず 記入してください

退職時点で認定されていた被扶養者を退職後
も継続して扶養する場合はこちらに記入

退職時点で認定されていなかった被扶養者を
退職後に新規に扶養する場合はこちらに記入

扶養する被扶養者がいない場合はこちらに記入

昭 和
平 成
令 和

年 月 日

平成
令和

年 月 日

上記のとおり請求します。 〒
　公立学校共済組合千葉支部長　様

年 月 日

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 〒

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

・請求者名義の通帳の写し（公金受取口座を希望する場合は添付省略）

※公金受取口座の情報が取得できないときは、通帳の写しの追加提出を依頼する場合があります。

・被扶養者以外の者が請求する場合：上記のほか、

55万万円円をを超超ええるる埋埋葬葬にに要要ししたた費費用用（（葬葬儀儀代代含含むむ））等等のの領領収収書書及及びびそそのの内内訳訳明明細細書書のの写写しし

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

2

3

4

5

埋葬料

昭和

平成

介護保険法による給付を受けて
いたとき    ※該当者のみ記入

法  定  給　付

円

銀行コード

所 属 所 名
所 属 所 住 所

選択表示する箇所は、該当する字句を○で囲んでください。

家族埋葬料

請　求
金　額

令和

口座
名義

死亡の原因欄は具体的に記入してください。

氏　名

住　所
請 求 者

続柄

月

請求期間は、死亡日の翌日から起算して２年以内となります。

日月

資 格 喪 失 年 月 日

月

組 合 員
氏　  名

埋埋　　葬葬　　料料・・同同  附附  加加  金金

所属所コード

家家族族埋埋葬葬料料・・同同  附附  加加  金金
請請　　求求　　書書

日

共共済済

組 合 員
番　　号

保険者の名称

年

組　合　員　と　の　関　係
本　人　・　被　扶　養　者

昭　和
平　成
令　和

死
亡
者 氏名 男・女

被扶養者の場合は資格取得年月日

支店

支店コード

円

令和

電話番号

年 日

 埋葬料請求者の口座　(家族埋葬料は公金受取口座を希望する場合を除き記入しないで下さい。)

令和

口座番号(右詰めで記入してください。)

金　融
機関名

令和

普 通

□ 以下の指定口座を希望する

日年

□ 公金受取口座を希望する

性別フリガナ

埋 葬 年 月 日

令和

フリガナ

組合員との関係

死 亡 者 の 生 年 月 日

保険者番号
被保険者番号

銀行

附　加　給　付

所 属 所 長 名

（注）1　添付書類

預金種別

死亡の原因 (傷病名又は事故の種類)死 亡 年 月 日

月

資 格 取 得 年 月 日

50,000

所属所名

本人死亡の場合、組合員証回収報告書及び組合員証を添え、家族の場合は、被扶養者取消申告書及
び被扶養者証を添えてください。

電話番号

年

25,000

死 亡 の 場 所

所 属 所

受 付 印

埋

昭 和
平 成
令 和

〇〇 年 4 月 1 日

平成
令和

年 月 日

0 1 3 4 0 0 0

チ バ カ ズ オ

上記のとおり請求します。 〒 999－9999
　公立学校共済組合千葉支部長　様 千葉市中央区市場町３－３

年 月 日

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 〒

千葉市中央区市場町２－２
千葉市立共済中学校

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

・請求者名義の通帳の写し（※公金受取口座を希望する場合は添付省略）

※公金受取口座の情報が取得できないときは、通帳の写しの追加提出を依頼する場合があります。

・被扶養者以外の者が請求する場合：上記のほか、

55万万円円をを超超ええるる埋埋葬葬にに要要ししたた費費用用（（葬葬儀儀代代含含むむ））等等のの領領収収書書ととそそのの内内訳訳明明細細書書のの写写しし

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

2

3

4

5

死
亡
者

フリガナ チバ　タロウ 性別 続柄
組　合　員　と　の　関　係

日

共共済済

死亡の原因欄は具体的に記入してください。

選択表示する個所は、該当する字句を○で囲んでください。

所属所名 千葉市立共済中学校
組 合 員
氏　  名 千葉　太郎

所属所コード 5544332211
組 合 員
番　　号

埋埋　　葬葬　　料料・・同同  附附  加加  金金
請請　　求求　　書書

家家族族埋埋葬葬料料・・同同  附附  加加  金金
記入例

資 格 取 得 年 月 日

12345678

資 格 喪 失 年 月 日

昭　和
平　成

〇〇 年 4 月 1

1 日 千葉共済病院 心不全

本　人　・　被　扶　養　者

氏名 千葉　太郎 男・女 本人

被扶養者の場合は資格取得年月日

9 日

死 亡 年 月 日 死 亡 の 場 所 死亡の原因 (傷病名又は事故の種類)

令和 ○○ 年 9 月

月 1 日
保険者番号
被保険者番号
保険者の名称

法  定  給　付 附　加　給　付

50,000 円 25,000 円

□ 公金受取口座を希望する

埋 葬 年 月 日 死 亡 者 の 生 年 月 日 介護保険法による給付を受けて
いたとき ※該当者のみ記入

令和 ○○ 年 9 月

請　求
金　額

X X X X X X

銀行コード 支店コード 預金種別 口座番号(右詰めで記入してください。)

☑ 以下の指定口座を希望する

銀行 XX 支店 普 通 X

フリガナ

口座
名義 千葉　一夫

千葉

昭和
○○ 年 12

 埋葬料請求者の口座　(家族埋葬料は公金受取口座を希望する場合を除き記入しないで下さい。)

金　融
機関名

電話番号 999（999）9999
住　所

令和 ○○ 9 30 請 求 者

電話番号

埋葬料

家族埋葬料

本人死亡の場合、異動報告書及び組合員証を添え、家族の場合は、被扶養者取消申告書及び被扶養
者証を添えてください。

０４３ (２２３)４１１８

所 属 所 住 所
所 属 所 名
所 属 所 長 名 共済　一郎

（注）１添付書類

請求期間は、死亡日の翌日から起算して２年以内となります。

氏　名 千葉　一夫

組合員との関係 父

令和 ○○ 9 30 260-8619

所 属 所

受 付 印

実際に埋（火）葬の行われた日を

手手引引ききにに記記載載さされれてていいるる55万万円円をを超超ええるる埋埋葬葬
にに要要ししたた費費用用（（葬葬儀儀代代含含むむ））等等のの領領収収書書ととそそ
のの内内訳訳明明細細書書のの写写ししをを必必ずず添添付付ししててくくだだささいい。
（被扶養者を除く）

埋

平成
令和
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昭 和
平 成
令 和

〇〇 年 4 月 1 日

平成
令和

年 月 日

0 1 3 4 0 0 0

チ バ カ ズ オ

上記のとおり請求します。 〒 999－9999
　公立学校共済組合千葉支部長　様 千葉市中央区市場町３－３

年 月 日

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 〒

千葉市中央区市場町２－２
千葉市立共済中学校

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

・請求者名義の通帳の写し（※公金受取口座を希望する場合は添付省略）

※公金受取口座の情報が取得できないときは、通帳の写しの追加提出を依頼する場合があります。

・被扶養者以外の者が請求する場合：上記のほか、

55万万円円をを超超ええるる埋埋葬葬にに要要ししたた費費用用（（葬葬儀儀代代含含むむ））等等のの領領収収書書ととそそのの内内訳訳明明細細書書のの写写しし

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

2

3

4

5

死
亡
者

フリガナ チバ　タロウ 性別 続柄
組　合　員　と　の　関　係

日

共共済済

死亡の原因欄は具体的に記入してください。

選択表示する個所は、該当する字句を○で囲んでください。

所属所名 千葉市立共済中学校
組 合 員
氏   名 千葉　太郎

所属所コード 5544332211
組 合 員
番　　号

埋埋 葬葬 料料・・同同 附附 加加 金金
請請 求求 書書

家家族族埋埋葬葬料料・・同同 附附 加加 金金
記入例

資 格 取 得 年 月 日

12345678

資 格 喪 失 年 月 日

昭　和
平　成

〇〇 年 4 月 1

1 日 千葉共済病院 心不全

本　人　・　被　扶　養　者

氏名 千葉　太郎 男・女 本人

被扶養者の場合は資格取得年月日

9 日

死 亡 年 月 日 死 亡 の 場 所 死亡の原因 (傷病名又は事故の種類)

令和 ○○ 年 9 月

月 1 日
保険者番号

平成
被保険者番号
保険者の名称

法  定  給 付 附　加　給　付

50,000 円 25,000 円

□　公金受取口座を希望する

埋 葬 年 月 日 死 亡 者 の 生 年 月 日 介護保険法による給付を受けて
いたとき ※該当者のみ記入

令和 ○○ 年 9 月

請　求
金　額

X X X X X X

銀行コード 支店コード 預金種別 口座番号(右詰めで記入してください。)

☑　以下の指定口座を希望する

銀行 XX 支店 普 通 X

フリガナ

口座
名義 千葉　一夫

千葉

昭和
○○ 年 12

埋葬料請求者の口座　(家族埋葬料は公金受取口座を希望する場合を除き記入しないで下さい。)

金　融
機関名

電話番号 999（999）9999
住　所

令和 ○○ 9 30 請 求 者

電話番号

埋葬料

家族埋葬料

本人死亡の場合、異動報告書及び組合員証を添え、家族の場合は、被扶養者取消申告書及び被扶養
者証を添えてください。

０４３ (２２３)４１１８

所 属 所 住 所
所 属 所 名
所 属 所 長 名 共済　一郎

（注）１添付書類

請求期間は、死亡日の翌日から起算して２年以内となります。

氏　名 千葉　一夫

組合員との関係 父

令和 ○○ 9 30 260-8619

所 属 所

受 付 印

実際に埋（火）葬の行われた日を

手手引引ききにに記記載載さされれてていいるる55万万円円をを超超ええるる埋埋葬葬
にに要要ししたた費費用用（（葬葬儀儀代代含含むむ））等等のの領領収収書書ととそそ
のの内内訳訳明明細細書書のの写写ししをを必必ずず添添付付ししててくくだだささいい。
（被扶養者を除く）

埋

昭 和
平 成
令 和

〇〇 年 4 月 1 日

平成
令和

年 月 日

上記のとおり請求します。 〒 999－9999
　公立学校共済組合千葉支部長　様 千葉市中央区市場町３－３

年 月 日

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 〒

千葉市中央区市場町２－２
千葉市立共済中学校

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

・請求者名義の通帳の写し（※公金受取口座を希望する場合は添付省略）

※公金受取口座の情報が取得できないときは、通帳の写しの追加提出を依頼する場合があります。

・被扶養者以外の者が請求する場合：上記のほか、

55万万円円をを超超ええるる埋埋葬葬にに要要ししたた費費用用（（葬葬儀儀代代含含むむ））等等のの領領収収書書ととそそのの内内訳訳明明細細書書のの写写しし

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

2

3

4

5

性別 続柄
組　合　員　と　の　関　係

選択表示する個所は、該当する字句を○で囲んでください。

所属所名 千葉市立共済中学校
組 合 員
氏　  名 千葉　太郎

資 格 取 得 年 月 日

所属所コード 5544332211
組 合 員
番　　号 12345678

埋埋　　葬葬　　料料・・同同  附附  加加  金金
請請　　求求　　書書

家家族族埋埋葬葬料料・・同同  附附  加加  金金
記入例共共済済

死亡の原因欄は具体的に記入してください。

資 格 喪 失 年 月 日

死
亡
者

フリガナ チバ　ハナコ

年 4 月 1 日

千葉共済病院 心不全

本　人　・　被　扶　養　者

氏名 千葉　花子 男・女 妻

被扶養者の場合は資格取得年月日

昭　和
平　成

〇〇

死 亡 年 月 日 死 亡 の 場 所 死亡の原因 (傷病名又は事故の種類)

令和 ○○ 年 9 月 1 日

日
保険者番号
被保険者番号
保険者の名称

9 日

埋 葬 年 月 日

請　求
金　額

法  定  給　付 附　加　給　付

50,000 円 25,000 円

死 亡 者 の 生 年 月 日 介護保険法による給付を受けて
いたとき ※該当者のみ記入

令和 ○○ 年 9 月 月 1
昭和

預金種別 口座番号(右詰めで記入してください。)

銀行 支店

○○ 年 12

 埋葬料請求者の口座　(家族埋葬料は公金受取口座を希望する場合を除き記入しないで下さい。)

金　融
機関名

銀行コード 支店コード

フリガナ

口座
名義

普 通

260-8619 電話番号

電話番号 999（999）9999
住　所

令和 ○○ 9 30 請 求 者

共済　一郎

（注）１添付書類

氏　名 千葉　太郎

組合員との関係 本人

令和 ○○ 9 30

請求期間は、死亡日の翌日から起算して２年以内となります。

□ 公金受取口座を希望する □ 以下の指定口座を希望する

埋葬料

家族埋葬料

本人死亡の場合、異動報告書及び組合員証を添え、家族の場合は、被扶養者取消申告書及び被扶養
者証を添えてください。

０４３ (２２３)４１１８

所 属 所 住 所
所 属 所 名
所 属 所 長 名

所 属 所

受 付 印

実際に埋（火）葬の行われた日を
記入して下さい。

埋

平成
令和

60



昭 和
平 成
令 和

〇〇 年 4 月 1 日

平成
令和

年 月 日

0 1 3 4 0 0 0

チ バ カ ズ オ

上記のとおり請求します。 〒 999－9999
　公立学校共済組合千葉支部長　様 千葉市中央区市場町３－３

年 月 日

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 〒

千葉市中央区市場町２－２
千葉市立共済中学校

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

・請求者名義の通帳の写し（※公金受取口座を希望する場合は添付省略）

※公金受取口座の情報が取得できないときは、通帳の写しの追加提出を依頼する場合があります。

・被扶養者以外の者が請求する場合：上記のほか、

55万万円円をを超超ええるる埋埋葬葬にに要要ししたた費費用用（（葬葬儀儀代代含含むむ））等等のの領領収収書書ととそそのの内内訳訳明明細細書書のの写写しし

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

2

3

4

5

死
亡
者

フリガナ チバ　タロウ 性別 続柄
組　合　員　と　の　関　係

日

共共済済

死亡の原因欄は具体的に記入してください。

選択表示する個所は、該当する字句を○で囲んでください。

所属所名 千葉市立共済中学校
組 合 員
氏   名 千葉　太郎

所属所コード 5544332211
組 合 員
番　　号

埋埋 葬葬 料料・・同同 附附 加加 金金
請請 求求 書書

家家族族埋埋葬葬料料・・同同 附附 加加 金金
記入例

資 格 取 得 年 月 日

12345678

資 格 喪 失 年 月 日

昭　和
平　成

〇〇 年 4 月 1

1 日 千葉共済病院 心不全

本　人　・　被　扶　養　者

氏名 千葉　太郎 男・女 本人

被扶養者の場合は資格取得年月日

9 日

死 亡 年 月 日 死 亡 の 場 所 死亡の原因 (傷病名又は事故の種類)

令和 ○○ 年 9 月

月 1 日
保険者番号

平成
被保険者番号
保険者の名称

法  定  給 付 附　加　給　付

50,000 円 25,000 円

□　公金受取口座を希望する

埋 葬 年 月 日 死 亡 者 の 生 年 月 日 介護保険法による給付を受けて
いたとき ※該当者のみ記入

令和 ○○ 年 9 月

請　求
金　額

X X X X X X

銀行コード 支店コード 預金種別 口座番号(右詰めで記入してください。)

☑　以下の指定口座を希望する

銀行 XX 支店 普 通 X

フリガナ

口座
名義 千葉　一夫

千葉

昭和
○○ 年 12

埋葬料請求者の口座　(家族埋葬料は公金受取口座を希望する場合を除き記入しないで下さい。)

金　融
機関名

電話番号 999（999）9999
住　所

令和 ○○ 9 30 請 求 者

電話番号

埋葬料

家族埋葬料

本人死亡の場合、異動報告書及び組合員証を添え、家族の場合は、被扶養者取消申告書及び被扶養
者証を添えてください。

０４３ (２２３)４１１８

所 属 所 住 所
所 属 所 名
所 属 所 長 名 共済　一郎

（注）１添付書類

請求期間は、死亡日の翌日から起算して２年以内となります。

氏　名 千葉　一夫

組合員との関係 父

令和 ○○ 9 30 260-8619

所 属 所

受 付 印

実際に埋（火）葬の行われた日を

手手引引ききにに記記載載さされれてていいるる55万万円円をを超超ええるる埋埋葬葬
にに要要ししたた費費用用（（葬葬儀儀代代含含むむ））等等のの領領収収書書ととそそ
のの内内訳訳明明細細書書のの写写ししをを必必ずず添添付付ししててくくだだささいい。
（被扶養者を除く）

埋

昭 和
平 成
令 和

〇〇 年 4 月 1 日

平成
令和

年 月 日

上記のとおり請求します。 〒 999－9999
　公立学校共済組合千葉支部長　様 千葉市中央区市場町３－３

年 月 日

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 〒

千葉市中央区市場町２－２
千葉市立共済中学校

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

・請求者名義の通帳の写し（※公金受取口座を希望する場合は添付省略）

※公金受取口座の情報が取得できないときは、通帳の写しの追加提出を依頼する場合があります。

・被扶養者以外の者が請求する場合：上記のほか、

55万万円円をを超超ええるる埋埋葬葬にに要要ししたた費費用用（（葬葬儀儀代代含含むむ））等等のの領領収収書書ととそそのの内内訳訳明明細細書書のの写写しし

・市区町村長の埋葬許可証若しくは火葬許可証の写し又は死亡事実を証明する書類

2

3

4

5

性別 続柄
組　合　員　と　の　関　係

選択表示する個所は、該当する字句を○で囲んでください。

所属所名 千葉市立共済中学校
組 合 員
氏　  名 千葉　太郎

資 格 取 得 年 月 日

所属所コード 5544332211
組 合 員
番　　号 12345678

埋埋　　葬葬　　料料・・同同  附附  加加  金金
請請　　求求　　書書

家家族族埋埋葬葬料料・・同同  附附  加加  金金
記入例共共済済

死亡の原因欄は具体的に記入してください。

資 格 喪 失 年 月 日

死
亡
者

フリガナ チバ　ハナコ

年 4 月 1 日

千葉共済病院 心不全

本　人　・　被　扶　養　者

氏名 千葉　花子 男・女 妻

被扶養者の場合は資格取得年月日

昭　和
平　成

〇〇

死 亡 年 月 日 死 亡 の 場 所 死亡の原因 (傷病名又は事故の種類)

令和 ○○ 年 9 月 1 日

日
保険者番号
被保険者番号
保険者の名称

9 日

埋 葬 年 月 日

請　求
金　額

法  定  給　付 附　加　給　付

50,000 円 25,000 円

死 亡 者 の 生 年 月 日 介護保険法による給付を受けて
いたとき ※該当者のみ記入

令和 ○○ 年 9 月 月 1
昭和

預金種別 口座番号(右詰めで記入してください。)

銀行 支店

○○ 年 12

 埋葬料請求者の口座　(家族埋葬料は公金受取口座を希望する場合を除き記入しないで下さい。)

金　融
機関名

銀行コード 支店コード

フリガナ

口座
名義

普 通

260-8619 電話番号

電話番号 999（999）9999
住　所

令和 ○○ 9 30 請 求 者

共済　一郎

（注）１添付書類

氏　名 千葉　太郎

組合員との関係 本人

令和 ○○ 9 30

請求期間は、死亡日の翌日から起算して２年以内となります。

□ 公金受取口座を希望する □ 以下の指定口座を希望する

埋葬料

家族埋葬料

本人死亡の場合、異動報告書及び組合員証を添え、家族の場合は、被扶養者取消申告書及び被扶養
者証を添えてください。

０４３ (２２３)４１１８

所 属 所 住 所
所 属 所 名
所 属 所 長 名

所 属 所

受 付 印

実際に埋（火）葬の行われた日を
記入して下さい。

埋＜「退職後の職業・就職年月日」（以下、「退職後の就職予定」という）の記載方法について＞

１ 退職後の就職予定は、退職手当支給の要否（※）を判断するために必要な情報です。必ず正正

確確にに記載してください。特に、下記の２の（２）にあたる場合は、就就職職予予定定先先ににもも就就職職予予定定のの

内内容容ををよよくく確確認認ししたた上上でで、正確な内容を記載してください。

※ 退職日の翌日から引き続いて公務員等となる場合は、原則として勤続期間が通算されて、次の

就職先で退職手当を受け取ることになります。（勤続期間の通算規定がない一部自治体や、退職

手当の支給対象ではない再任用、非常勤（会計任）職員となる場合などを除く。）

２ 退職後の就職予定は、以下の（１）～（３）のいずれかを記載してください。（「未定」は使

用しないこと。）

（１）退職日翌日に、就職、就労しないことが確定している場合（退職日翌日以降から求職活動

を始める場合を含む）。

退職後の職業：無職

就職年月日 ：記載不要

（２）退職日翌日（以降）に国や県、他の市町村等の公共団体に就職予定の場合。

退職後の職業：就職先の組織名と採用形態

（例：○○県正規、□□県臨任、△△市非常勤（会計任）、再任用など）

就職年月日 ：実際の就職予定年月日

※ 定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員となる場合、退職後の職業は「再任

用」と記載する。

（３）退職日翌日（以降）に、（２）以外に就職・就労予定の場合。

退職後の職業：就職先名（例：民間企業、独立行政法人、自営業、など）

就職年月日 ：実際の就職予定年月日

３ 退職後、引き続き就職する意向はあるが、応募予定、採用選考中などのため、申申出出書書記記載載時時

点点でで就就職職のの予予定定がが確確定定ししてていいなないい場場合合、、（２）及び（３）のとおり記載した上で、以下のとお

り記載してください。

（１）実際の状況を、可可能能なな限限りり詳詳細細にに記載すること。

（例：○○県正規採用選考中、△△県臨任採用継続希望中、民間企業採用選考中、など）

（２）千葉県以外に就職予定の場合、欄外に採用選考等の結果が判明する予定年月日を記載する

こと。

（３）選考中の就職予定先が複数ある場合は、第一希望を欄内に記載し、欄外に他の就職予定先

も記載すること。

４ ３の選考等の結果が判明した場合、その他２で記載した退職後の就職予定に変更が生じた場

合は、判明した時期にかかわらず、速速ややかかにに所所属属のの退退職職手手当当事事務務担担当当者者にに連連絡絡しし、、申出書の修

正等を行ってください。

【※以下は、所属の退職手当事務担当者向けの説明です。】

１ 退職後の就職予定が正確に記載されているか、退職者本人とよく確認してください。

２ 退職者から退職後の就職予定に変更が生じた旨の連絡があった場合、速速ややかかにに教教育育庁庁福福利利課課

（（市市町町村村立立学学校校のの場場合合はは管管轄轄のの教教育育事事務務所所））にに連連絡絡しし、申出書や公立学校職員退職手当算定報

告書等の修正・差し替えの指示に従ってください。

宿泊施設特別利用者証交付申請書

 交付№    ―  

年金証書番号

又は待機者番号

住 所

〒 ―

（電話番号 ― ― ）

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

上記のとおり宿泊施設特別利用者証の交付を申請します。

令和 年 月 日

公立学校共済組合千葉支部長 様

申請者氏名 印

注）１１０円切手を貼付した返信用封筒（長３）を同封してください。
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複数の年金受給権をお持ちの方は、この届出により、他の年金についても氏名を変更します。

４．遺族年金を受けている方については、㋑「変更の理由」欄に記入した氏名変更の理由を明らかにする
　書類（戸籍抄本等）

ずつのコピーを同封の上、ご提出ください。

　個人番号カード（マイナンバーカード）

　お返しいたします。（第三者証明、診断書等、原本返却できない書類もあります。）

＜＜添添付付書書類類のの取取扱扱いいににつついいてて＞＞

■ 添付書類は「コピー可」と記載されているもの以外は、原本を添付してください。
■ 戸籍の抄本、住民票等（年金請求等に用いることを目的として交付されたものを除きます。）の原本に

ついては、原本を提出した方から原本返却のお申出があった場合、コピーをとらせていただいた上で、

　【窓口で提出される場合】
上記（１）の場合は個人番号カード（マイナンバーカード）、（２）の場合はⅰとⅱ、１種類ずつの原本を

　【郵送で提出される場合】
上記（１）の場合は個人番号カード（マイナンバーカード）の両面のコピー、（２）の場合はⅰとⅱ、１種類

提提出出ににああたたっっててのの留留意意事事項項

２．㋓の証明が受けられないときは、戸籍抄本または住民票の写し

２．③、㋐および受給権者欄のフリガナは、カタカナではっきりと記入してください。

３．㋑は、該当する理由の記号を○で囲んでください。「その他」の場合は、具体的に（　）内に記入してください。

ここのの届届書書にに添添ええななけけれればばななららなないい書書類類

１．年金証書（複数の年金受給権をお持ちの方は全ての年金証書）

ご提示ください。

④欄に個人番号（マイナンバー）を記載することで省略できます。

３．個人番号（マイナンバー）を記入された場合は、個人番号の確認および届出される方の番号であることの
確認が必要となるため、以下の（１）または（２）をご提出ください。

　ⅱご本人様確認のための書類（次のいずれか１種類）
 運転免許証、旅券、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳、在留カード等

（１）個人番号確認とご本人様確認の両方が証明できる書類

（２）個人番号確認とご本人様確認を別々の書類で証明する場合
　ⅰ個人番号確認のための書類

 住民票（個人番号記載のもの）または通知カード（氏名、住所等が住民票の記載と一致する場合に限る）

9 1 0 0 2 のように記入してください。

」

明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平 ・ 令

記記入入上上のの注注意意

１．②の元号は、該当する文字を○で囲んでください。たとえば、昭和２９年１０月２日生まれの場合は、

「 年 月 日

2

R0407

・

（電話 ）

年 月
・

年 月 年 月

以上のとおり退職慰労金の返還を請求します。

年 月 日

千葉県公立学校教職員互助会理事長　様

〒

会員との続柄：

･ 決定通知を事前に送付するため受取可能な住所を記入してください。

･ 振込先口座は短期給付金の登録口座です。振込前に解約等しないでください。

通
算

停
止

加
入

注１　該当に○をつけてください（３か所）。

 ２　遺族が請求する場合は、裏面に振込先口座の通帳等のコピーを貼付してください。

　 ３　「互助会会員証」は会員資格の喪失時に返却してください。

（2024.4）

未納会費(B)

(2)平成25年4月以降の積立金額

年　　　　月 (1)+(2)= 返還額合計(A) 

貸付未償還金(C) 支給額(A－B－C)支支
給給
額額

氏 名：

互互助助会会

使使用用欄欄

会会
員員
期期
間間

年　　　　月

(1)平成24年度末の退職慰労金額

年　　　　月

一般財団法人

電 話：

住 所：

退職 ・ 死亡 ・ 異動による退会（異動先： 　）

日
請求理由

才
有 無

互 助 会 加 入 年 月 日 退 職 年 月 日

日

日

生 年 月 日 年 齢 資 格 停 止 歴 有 無
注 １

職 員 コ ー ド ( ８ 桁 ) 漢 字 氏 名 カ ナ 氏 名

所 属 コ ー ド 所 属 名

退退 職職 慰慰 労労 金金 返返 還還 請請 求求 書書

互助会貸付 未償還金
注１

有 無

互助会

注１
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複数の年金受給権をお持ちの方は、この届出により、他の年金についても氏名を変更します。

４．遺族年金を受けている方については、㋑「変更の理由」欄に記入した氏名変更の理由を明らかにする
　書類（戸籍抄本等）

ずつのコピーを同封の上、ご提出ください。

　個人番号カード（マイナンバーカード）

　お返しいたします。（第三者証明、診断書等、原本返却できない書類もあります。）

＜＜添添付付書書類類のの取取扱扱いいににつついいてて＞＞

■ 添付書類は「コピー可」と記載されているもの以外は、原本を添付してください。
■ 戸籍の抄本、住民票等（年金請求等に用いることを目的として交付されたものを除きます。）の原本に

ついては、原本を提出した方から原本返却のお申出があった場合、コピーをとらせていただいた上で、

　【窓口で提出される場合】
上記（１）の場合は個人番号カード（マイナンバーカード）、（２）の場合はⅰとⅱ、１種類ずつの原本を

　【郵送で提出される場合】
上記（１）の場合は個人番号カード（マイナンバーカード）の両面のコピー、（２）の場合はⅰとⅱ、１種類

提提出出ににああたたっっててのの留留意意事事項項

２．㋓の証明が受けられないときは、戸籍抄本または住民票の写し

２．③、㋐および受給権者欄のフリガナは、カタカナではっきりと記入してください。

３．㋑は、該当する理由の記号を○で囲んでください。「その他」の場合は、具体的に（　）内に記入してください。

ここのの届届書書にに添添ええななけけれればばななららなないい書書類類

１．年金証書（複数の年金受給権をお持ちの方は全ての年金証書）

ご提示ください。

④欄に個人番号（マイナンバー）を記載することで省略できます。

３．個人番号（マイナンバー）を記入された場合は、個人番号の確認および届出される方の番号であることの
確認が必要となるため、以下の（１）または（２）をご提出ください。

　ⅱご本人様確認のための書類（次のいずれか１種類）
 運転免許証、旅券、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳、在留カード等

（１）個人番号確認とご本人様確認の両方が証明できる書類

（２）個人番号確認とご本人様確認を別々の書類で証明する場合
　ⅰ個人番号確認のための書類

 住民票（個人番号記載のもの）または通知カード（氏名、住所等が住民票の記載と一致する場合に限る）

9 1 0 0 2 のように記入してください。

」

明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平 ・ 令

記記入入上上のの注注意意

１．②の元号は、該当する文字を○で囲んでください。たとえば、昭和２９年１０月２日生まれの場合は、

「 年 月 日

2

R0407

・

（電話 ）

年 月
・

年 月 年 月

以上のとおり退職慰労金の返還を請求します。

年 月 日

千葉県公立学校教職員互助会理事長　様

〒

会員との続柄：

･ 決定通知を事前に送付するため受取可能な住所を記入してください。

･ 振込先口座は短期給付金の登録口座です。振込前に解約等しないでください。

通
算

停
止

加
入

注１　該当に○をつけてください（３か所）。

 ２　遺族が請求する場合は、裏面に振込先口座の通帳等のコピーを貼付してください。

　 ３　「互助会会員証」は会員資格の喪失時に返却してください。

（2024.4）

未納会費(B)

(2)平成25年4月以降の積立金額

年　　　　月 (1)+(2)= 返還額合計(A) 

貸付未償還金(C) 支給額(A－B－C)支支
給給
額額

氏 名：

互互助助会会

使使用用欄欄

会会
員員
期期
間間

年　　　　月

(1)平成24年度末の退職慰労金額

年　　　　月

一般財団法人

電 話：

住 所：

退職 ・ 死亡 ・ 異動による退会（異動先： 　）

日
請求理由

才
有 無

互 助 会 加 入 年 月 日 退 職 年 月 日

日

日

生 年 月 日 年 齢 資 格 停 止 歴 有 無
注 １

職 員 コ ー ド ( ８ 桁 ) 漢 字 氏 名 カ ナ 氏 名

所 属 コ ー ド 所 属 名

退退 職職 慰慰 労労 金金 返返 還還 請請 求求 書書

互助会貸付 未償還金
注１

有 無

互助会

注１
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